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評価書様式 

様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要様式 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 独立行政法人国際観光振興機構 

評価対象事業年

度 

年度評価 令和６年度（第５期） 

中期目標期間 令和５年度～令和９年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 国土交通大臣 

 法人所管部局 観光庁 担当課、責任者 国際観光課長 齋藤 喬 

 評価点検部局 政策統括官 担当課、責任者 政策評価官 磯野 哲也 

主務大臣  

 法人所管部局  担当課、責任者  

 評価点検部局  担当課、責任者  

 

 

３．評価の実施に関する事項 

評価の実効性を確保するため令和７年７月２５日に「独立行政法人国際観光振興機構に係る令和６年度評価等に関する外部有識者会議」を開催し、以下の外部有識者３名より意見聴取を行ったほ

か、同日に法人の理事長、理事及び法人の監事より意見聴取を行った。 

 

外部有識者３名（敬称略。五十音順。） 

○熊谷 則一・涼風法律事務所 弁護士 

○西村 幸夫・國學院大學観光まちづくり学部長 

○長谷川 恵一・早稲田大学 商学学術院 教授 

 

 

４．その他評価に関する重要事項 

特になし。 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 

 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

Ａ：法人の業績向上努力により、全体として中期計画における所期の目標を上回る成果が得ら

れていると認められる。 

（参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

A A ― ― ― 

評定に至った理由 項目別評定は、Ｓ評定が２項目、Ａ評定が６項目、Ｂ評定が３項目となっている。また、全体を引き下げる事象も無かった。 

「独立行政法人の評価に関する指針」（平成 26 年 9 月 2 日総務大臣決定）及び「国土交通省独立行政法人評価実施要領」(平成 27 年 4 月 1 日国土交通省決定)の規定に基づき、

項目別評定の算術平均(以下算定式のとおり)に最も近い評定が「Ａ」評定であること及び以下の「法人全体に対する評価」等を踏まえ、「Ａ」評定とする。 

＜算定式＞ 

Ｓ５点×２項目×２（重要度が高い項目のため）＋Ａ４点×１項目×２（重要度が高い項目のため）＋Ａ４点×５項目＋Ｂ３点×３項目÷（１１項目＋３）≒４．０７ 

⇒算術平均に最も近い評定は「Ａ」評定である。 

※算定にあたっては評定毎の点数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２点、Ｄ：１点とし、重要度の高い項目については加重を２倍としている。 

 

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価 2024年は、訪日外国人旅行者数・訪日外国人による旅行消費額ともに過去最高を記録する中、国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項におい

て、一定の事業等のまとまりである「訪日マーケティング等業務」、「国内支援業務」とも、地方誘客や高付加価値旅行者誘客、受入環境の整備など更なる取り組みを強化する

ため、SNS・Webを活用した情報発信・広告宣伝、インフルエンサー招請、商談会開催等を通じたネットワークと販路の構築、国際会議誘致強化に向けた国内プロモーションの

展開やセミナー実施等の活動により、訪日プロモーションにおいて主体的な役割を果たした。とりわけ、北陸復興支援のため、海外の旅行会社招請により送客につながる旅行

商品の造成を促進したほか、グローバルメディアや有力インフルエンサー等による情報発信を通じて、復興支援と需要喚起の両面で成果を創出したことや、高付加価値旅行に

携わる国内関係者のネットワーク構築を目的にマッチングイベントを複数回開催し、訪日旅行商品の造成や販売促進を図り消費額拡大に貢献したこと、大阪関西万博に向けて

万博＋観光の観点で万博及び日本各地の魅力を広く PRしたこと等により、各項目において目標値を大幅に達成し我が国のインバウンド需要や消費額拡大に尽力・貢献した。ま

た、訪日プロモーションやインバウンド対応力の更なる強化を図るため、海外事務所の業務体制見直し、関係団体との連携強化、地域への職員派遣等による人材育成強化等に

取組み、効率的かつ効果的な業務運営・組織運営を行った。以上のように、重点化項目を含めた各事業において目標を達成しつつ、組織として適正な業務運営、財務運営の効

率化が図られており、全体として中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる。 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 

南海トラフ地震臨時情報が初めて発出された際には、速やかに地震の際に役立つ情報を発信し、Ｘの閲覧数は 1,915,346 回を記録（通常時の約 240 倍）した他、安心安全情

報を掲載しているウェブサイトの大幅改修を行うなど、大規模災害発生時にも直ちに情報提供が可能な体制を構築したこと。 

 

３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 

項目別評定で指摘した

課題、改善事項 

特になし。 

その他改善事項 特になし。 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 

特になし。 

 

４．その他事項 

監事等からの意見 今期不正等は見られないが、今後も生じさせないようにするため、企画競争による随意契約では一者応札にならないよう何らかの工夫をすべき。 
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その他特記事項  評価の在り方として、職員一人当たり換算でどの程度の効果（インバウンドの誘致等）ができているのかを示すということもあり得る。 

 地方誘客のためには、海外プロモーションと地方の受入体制整備の両輪が重要。そのための地方との連携も強化すべき。また、地方の現場では人手不足が課題でもあるの

で、学生等に向けて観光業界で働くことの魅力を伝えることもインバウンド増、地方誘客につながること。 
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 

調書№ 

備

考 

 

  中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 

調書№ 

備

考 

 

 令和 

5 

年度 

令和 

6 

年度 

令和

7 

年度 

令和

8 

年度 

令和

9 

年度 

  令和

5 

年度 

令和 

6 

年度 

令和

7 

年度 

令和

8 

年度 

令和

9 

年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項  

 訪日マーケティング等業務 Ａ S    1-1     
 

      

  （1）訪日マーケティ

ング業務 

＿ ＿ 

 

       （1）組織運営の効率化  

（2）業務運営の効率化 

①効率化目標の設定等 

②調達等合理化の取り組み 

（3）業務の電子化及びシステ

ムの最適化 

Ｂ Ａ    2  

 ① 市場別プロモーシ

ョンの展開 

Ａ〇重 S〇重        

 ② 市場横断プロモー

ションの展開 

S〇重 S〇重       

 （3）国際会議等の誘

致・開催支援 

Ａ Ａ         

          Ⅲ．財務内容の改善に関する事項  

 国内支援業務 Ａ Ａ    1-2    （1）予算（人件費の見積りを

含む）、収支計画及び資金計画 
 

    別紙①②③  

 （2）国内支援業務 ＿ ＿        （2）財務運営の適正化 

（3）自己収入の確保 

Ｂ B    3  

  

① 地方への支援強化 Ａ〇重 Ａ〇重       Ⅳ．短期借入金の限度額 ― ―    4  

② 訪日旅行の満足度

向上に資する取組

（受入環境整備） 

Ａ B       Ⅴ．不要財産又は不要財産になることが

見込まれる財産の処分に関する計画 

― ―    5  

          Ⅵ．重要な財産を譲渡し、又は担保に

する計画 

― ―    6  

          Ⅶ．剰余金の使途 ― ―    7  

           Ⅷ．その他の事項  

            （1）内部統制の充実及び情報

(2)セキュリティ対策の推進 

Ａ B    8-1  

           (3）活動成果等の発信 Ａ Ａ    8-2  

           (4）関係機関との連携強化 Ａ Ａ    8-3  

           (5）人事に関する計画 Ａ Ａ    8-4  

           （6）独立行政法人国際観光振興機構法 

（平成 14 年法律第 181 号）第 11条 

第 1 項に規定する積立金の使途 

― ―    8-5  

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 ※２ 困難度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 ※４ 「項目別調書 No.」欄には、令和５年度の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

●一定の事業等のまとまり：訪日マーケティング業務等 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―１ 訪日マーケティング業務等（一定の事業等まとまり） 

業務に関連する政策・施

策 

政策目標 6 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・

強化 

施策目標 20 観光立国を推進する 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国際観光振興機構法 第 9条 第 1号 

当該項目の重要度、困難

度 

重要度：高 

（1） 訪日マーケティング業務 

①市場別プロモーションの展開 

②市場横断プロモーションの展開 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

予算事業 ID：004237 

注１） 重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

 

2．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ③ 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 基準値 

（ 前 中 期

目 標 期 間

最 終 年 度

値等） 

令和 

5年度 

（達成率） 

令和 

6年度 

 

令和 

7年度 

 

令和 

8年度 

 

令和 

9 年度 

 

  令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

令和 

9年度 

 

(

１)

①
市
場
別
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
展
開 

延べリーチ

数 

440,000,000

人 

 1,859,080,398 

人 

（422.5％） 

1,996,484,290

人 

（454%） 

    予算額 

（千円） 

12,898,255 12,174,121    

延べエンゲ

ージメント

数 

33,200,000 人 

（※2024 年度

の達成目標） 

 66,462,307 人 

（205.1 ％） 

84,682,829 人 

（255％） 

 

    決算額 

（千円） 

10,240,972 12,114,727    

地方コンテ

ンツ投稿数 

3,700 回  6,489 回 

（175.4％） 

8,024 回 

（217％） 

 

    経常費用 

（千円） 

10,655,818 12,267,086    

海外メディ

アへのコン

タクト回数 

138,500 回  177,978 回 

（128.5％） 

209,406 回 

（151％） 

    経常利益 

（千円） 

11,124,616 

 

12,458,022    

商談会参加

者の満足度 

最上位評価 

割合 50％ 

 72.7％ 

（145.4％） 

75.3％ 

（151％） 

    行政コスト 

（千円） 

10,661,106 12,287,936    

セミナー参

加者による

評価 

最上位評価 

割合 50％ 

 84.1％ 

（168.2％） 

84.0％ 

（168％） 

 

    従事人員数  

 

-    
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個別コンサ

ル件数 

90 件  129 件 

（143.3％） 

111 件 

（123%） 

          

(

１)

②
市
場
横
断
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
展
開 

延べリーチ

数 

51,000,000 

リーチ 

 84,327,863 

リーチ 

（165.3％） 

240,466,204 

リーチ 

（472%） 

      - - 

 

- 

 

- 

延べエンゲ

ージメント

数 

2,300,000 

ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄ 

（※2024 年度

の達成目標） 

 3,480,738 

ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄ 

（148.1％） 

28,896,463 

ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄ 

（1256%） 

           

機構及び共

同出展者の

商談件数 

1,500 件  3,095 件 

（206.3％） 

4,474 件 

（298%） 

 

           

商談会参加

者の満足度 

最上位評価 

割合 40％ 

 72.1％ 

（180.3％） 

77.8％ 

（195％） 

 

           

(

３)

国
際
会
議
等
の
誘
致･

開
催
支
援
開
催
支
援
業

務 

商談・セー

ルス件数 

3,400 件以上  5,349 件 

（157.3％） 

5,741 件 

（169%） 

           

商談及びセ

ミナー参加

者の満足度

（国内） 

最上位評価 

割合 40％ 
 

67.8％ 

（169.5％） 

76.2％  

（191%） 

 

           

商談及びセ

ミナー参加

者の満足度

（海外） 

最上位評価 

割合 40％ 
 

84.2％ 

（210.5％） 

73.5％ 

（184%） 

           

情報発信の

接触者数 

12 万人以上 

 

173,806 人 

（144.8％） 

238,448 

（199%） 

           

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                       注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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3. 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 「明日の日本を支える観

光ビジョン」等の政府方針

やコロナによる旅行者側

及び受入側の変化を踏ま

え、旅行動向に関する各種

公開統計及び機構が行う

各種調査データ、海外事務

所が収集する市場動向情

報、デジタルマーケティン

グを活用・分析した上で、

戦略を策定し、訪日旅行の

認知率・興味関心度・想起

率・予約率向上を目指し、

ウェブサイト・SNSを通じ

た情報発信、デジタル広告

等ターゲットに応じた適

切な媒体での広告、訪日旅

行関連記事等の露出促進

を目的とした海外広報や

メディア・インフルエンサ

ー招請、訪日旅行商品造成

や販売促進に資する旅行

会社招請やセミナー・商談

会、訪日旅行の予約促進の

ための航空会社・旅行会社

との共同広告等の効果的

な取組により訪日プロモ

ーションの戦略的高度化

を図る。 

 

 

①市場別プロモーション

の展開 

重点市場において、訪日

（1）訪日マーケティング

業務 

「明日の日本を支える観

光ビジョン」や観光立国推

進基本計画等の政府方針

やコロナによる旅行者側

及び受入側の変化を踏ま

え、旅行動向に関する各種

公開統計及び機構が行う

各種調査データ、海外事務

所が収集する市場動向情

報、デジタルマーケティン

グ等を活用・分析した上

で、戦略を策定し、訪日旅

行の認知率・興味関心度・

想起率・予約率向上を目指

し、ウェブサイト・SNS等

を通じた情報発信、デジタ

ル施策等ターゲットに応

じた適切な媒体での広告、

訪日旅行関連記事化促進

を目的とした海外広報や

メディア招請、訪日旅行商

品造成や販売促進に資す

る旅行会社招請やセミナ

ー・商談会、訪日旅行の予

約促進のための航空会社・

旅行会社との共同広告等

の効果的な取組により訪

日プロモーションの戦略

的高度化を図る。 

 

 

①市場別プロモーション

の展開 

重点市場において、訪日

（1）訪日マーケティング業

務 

「明日の日本を支える観光

ビジョン」や「観光立国推進

基本計画」等の政府方針や、

コロナ禍を経た旅行者側及

び受入側の変化を踏まえ、令

和 5年度に策定した「訪日マ

ーケティング戦略」に基づ

き、訪日プロモーションの戦

略的高度化を図りながら、訪

日旅行の認知度・興味関心

度・想起率・予約率向上を目

指す。具体的には、戦略で設

定した市場別・市場横断それ

ぞれのターゲット層の特徴

に応じ、ウェブサイト・SNS

等を通じた情報発信、デジタ

ル施策等における適切な媒

体での広告、訪日旅行関連記

事化促進を目的とした海外

広報やメディア招請、訪日旅

行商品造成や販売促進に資

する旅行会社招請やセミナ

ー・商談会、訪日旅行の予約

促進のための航空会社・旅行

会社との共同広告等の効果

的な取組を実施する。また、

令和 6 年能登半島地震を受

け、引き続き被災地域の復興

支援に係るプロモーション

に取組む。 

 

①市場別プロモーションの

展開 

重点市場において、訪日経験

＜主な定量的指標＞ 

①市場別プロモーションの展

開 

 機構が実施するデジタル

事業全体による延べリー

チ数を 4億 4,000 万リー

チ以上とする。 

 機構が実施するデジタル

事業全体による延べエン

ゲージメント数を 3,320

万エンゲージメント以上

とする。 

 機構の SNS での地方*コ

ンテンツ投稿数を 3,700

回以上とする。*地方=三

大都市圏（東京、神奈川、

千葉、埼玉、愛知、大阪、

京都、兵庫）以外 

 機構から海外メディア

（在京海外メディア含

む）へのコンタクト回数

を 138,500 回以上とす

る。 

 機構が主催する商談会の

バイヤー参加者評価につ

いて、4 段階評価で最上

位の評価を得る割合を平

均 50％以上とする。 

 機構が主催するセミナー

の参加者評価について、

4 段階評価で最上位の評

価を得る割合を平 均

50％以上とする。 

 機構による航空会社・航

空路線誘致関係者との商

談・個別コンサルティン

訪日プロモーション等業務（一定の事業等まと

まり） 

<主な業務実績>（以下、各項目の具体的な取組

実績は、各項の「主な業務実績」を参照） 

（1）①市場別プロモーションの展開 

（1）②市場横断プロモーションの展開 

（3）国際会議等の誘致・開催支援 

 

<数値目標達成率> 

（1）①市場別プロモーションの展開 

 機構が実施するデジタル事業全体による延

べリーチ数（目標：4 億 4,000 万リーチ以

上、達成率：454％） 

 機構が実施するデジタル事業全体による延

べエンゲージメント数（目標：3,320万エン

ゲージメント以上、達成率：255％） 

 機構の SNS での地方コンテンツ投稿数（目

標：3,700回以上、達成率：217％） 

 機構から海外メディア（在京海外メディア

含む）へのコンタクト回数（目標：138,500

回以上、達成率：151％） 

 機構が主催する商談会のバイヤー参加者評

価について、4 段階評価で最上位の評価を

得る割合（目標：平均 50％以上、達成率：

151％） 

 機構が主催するセミナーの参加者評価につ

いて、4 段階評価で最上位の評価を得る割

合（目標：平均 50％以上、達成率：168％） 

 機構による航空会社・航空路線誘致関係者

との商談・個別コンサルティング件数（目

標：90回以上、達成率：123％） 

 

（1）②市場横断プロモーションの展開 

 機構が実施する消費額拡大に効果の大きい

施策（高付加価値・テーマ別・大規模イベ

ント事業）におけるデジタル広告による延

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

 

【総合評価】 

（1）①市場別プロモーション

の展開 

 好調な訪日旅行需要の更

なる喚起のため、特に「消

費額拡大」・「地方誘客促

進」に重点を置き、市場別

マーケティング戦略及び

市場の成熟度を踏まえた

きめ細やかなプロモーシ

ョンを実施。有力媒体での

情報発信、地方路線・国内

線を活用した共同広告や

招請等を通じた販売促進

等の重点施策を戦略的に

展開。 

 北陸復興支援のため、全市

場においてプロモーショ

ンを展開。海外の旅行会社

を北陸地域に招請し、送客

につながる旅行商品の造

成を促進したほか、グロー

バルメディアや有力イン

フルエンサー等による情

報発信を通じて、北陸地域

の観光資源や受入体制の

整備状況を海外に広く PR。

これにより、北陸 4県にお

ける宿泊者数は対前年比

188％増を記録するなど、

復興支援と需要喚起の両

面で成果を創出。 

 また、日米観光交流年、日

評定 Ｓ 

＜細分化した項目の評定の算術

平均＞ 

（Ｓ５点×２項目×２（重要度

の高い項目のため）＋Ａ４点×１

項目）÷（３項目+２）＝４．８ 

⇒算術平均に最も近い評定は

「Ｓ」評定である。 

※算定にあたっては評定毎の点

数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：

３点、Ｃ：２点、Ｄ：１点とし、

重要度の高い項目については加重

を２倍としている。 

 

＜評定に至った理由＞ 

【総合評価】 

（1）①市場別プロモーションの展

開では、特に「消費額拡大」・「地

方誘客促進」に重点を置き戦略的

なプロモーションを展開した。そ

の結果、目標値を大きく上回るリ

ーチ数等を獲得し、認知度等の向

上に大きく貢献した。また、北陸

復興支援のため、海外の旅行会社

の招請による旅行商品造成の促

進、各種情報発信等を通じて北陸

地域の観光資源や受入体制の整備

状況を広く PRしたことで、北陸 4

県における宿泊者数は対前年比

188％増を記録した。復興支援と需

要喚起の両面で成果を出した。 

 

（1）②市場横断プロモーションの

展開では、日本ならではの希少性

ある体験の多言語発信や、海外旅

行会社と高付加価値旅行に意欲的
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経験率や人々の関心等の

市場の特性を踏まえ、旅行

消費単価や地方訪問意向

が高いターゲット等を明

確にした、市場別訪日マー

ケティング戦略を策定し、

きめ細かなプロモーショ 

ンを展開することを通じ

て、リピーターの獲得、新

規訪日層の開拓、長期滞在

化等を図るための周遊型

旅行促進、宿泊費やアクテ

ィビティ等に対する支出

増による旅行消費額拡大

や地方誘客の強化等を図

る。具体的には、デジタル

マーケティング等を活用

した各種プロモーション、

国際航空路線の回復・将来 

の拡大につながる取組、海

外広報の拡充に向けた国

内外メディアとの関係強

化、旅行会社以外の関連業

界も含めた連携強化等に

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経験率や人々の関心等の

市場の特性を踏まえ、旅行

消費単価や地方訪問意向

が高いターゲット等を明

確にした市場別訪日マー

ケティング戦略を策定し、

きめ細かなプロモーショ

ンを展開することにより、

リピーターの獲得、新規訪

日層の開拓、長期滞在化を

図るための周遊型旅行促

進、宿泊費やアクティビテ

ィ、ショッピング等に対す

る支出増による旅行消費

額拡大や地方誘客の強化

等を図る。 

具体的には、ターゲット

の興味関心・接触メディア

等の特徴を踏まえ、ウェブ

サイト・SNS、デジタル広告

といったデジタルマーケ

ティングを活用した各種

プロモーション、屋外広告

などを含むオフライン広

告、旅行見本市やイベント

を通じた情報発信により

訪日意欲の醸成を図る。ま

た、航空関連の商談会への

参加等による航空会社へ

の働きかけにより国際航

空路線の回復・将来の拡大

に取り組むほか、誘客につ

ながる航空会社・旅行会社

との共同広告等を実施す

る。さらに、訪日旅行情報

の記事化につながるニュ

ースレターの発出やメデ

ィア招請による国内外メ

ディアとの関係の強化に

取り組む。加えて、旅行会

率や人々の関心等の市場の

特性を踏まえ、旅行消費単価

や地方訪問意向が高いター

ゲット等を明確にした市場

別訪日マーケティング戦略

に基づき、きめ細かなプロモ

ーションを展開することに

より、早期のインバウンド回

復、リピーターの獲得、新規

訪日層の開拓、長期滞在化を

図るための周遊型旅行促進、

宿泊費やアクティビティ、シ

ョッピング等に対する支出

増による旅行消費額拡大や

地方誘客の強化等を図る。 

具体的には、ターゲットの興

味関心・接触メディア等の特

徴を踏まえ、一般消費者向け

の取組として、市場別ウェブ

サイトや SNS アカウント等

のオウンドメディア、デジタ

ル広告等の媒体を通じたデ

ジタルマーケティング、屋外

広告やテレビ番組・CM等を含

むオフライン広告、旅行意欲

の高い層に対する旅行見本

市やイベント等を通じた多

様な日本の魅力の発信によ

り、訪日意欲の醸成を図る。

また、航空関連の商談会等へ

の参加等による航空会社へ

の働きかけにより国際航空

路線（特に地方空港）の更な

る回復・拡大に取り組むほ

か、誘客につながる航空会

社・旅行会社との共同広告等

を実施する。さらに、訪日旅

行情報の記事化につながる

ニュースレターの発出やメ

ディア招請による国内外メ

グ件数を 90 回以上とす

る。 

 

②市場横断プロモーションの

展開 

 機構が実施する消費額拡

大に効果の大きい施策

（高付加価値・テーマ別・

大規模イベント事業）に

おけるデジタル広告によ

る延べリーチ数を 5,100

万リーチ以上とする。 

 機構が実施する消費額拡

大に効果の大きい施策

（高付加価値・テーマ別・

大規模イベント事業）に

おけるデジタル広告によ

る延べエンゲージメント

数を 230 万エンゲージメ

ント以上とする。 

 高付加価値旅行に関する

商談会における機構及び

共同出展者の商談件数を

1,500件以上とする。 

 上記の高付加価値旅行に

関する商談会の参加者に

よる評価について、4 段

階評価で最上位の評価を

得る割合を平均 40％以

上とする。  

  

(3)国際会議等の誘致・開催支

援 

 海外の国際会議・インセ

ンティブ旅行主催者等

と、機構、国内の地方公

共団体及び民間事業者等

との MICE 商談件数及び

機構による MICE セール

ス件数を、3,400 件以上

べリーチ数（目標：5,100万リーチ以上、達

成率：472％）  

 機構が実施する消費額拡大に効果の大きい

施策（高付加価値・テーマ別・大規模イベ

ント事業）におけるデジタル広告による延

べエンゲージメント数（目標：230万エンゲ

ージメント以上、達成率：1256％）  

 高付加価値旅行に関する商談会における機

構及び共同出展者の商談件数（目標：1,500

件以上、達成率：298％）  

 上記の高付加価値旅行に関する商談会の参

加者による評価について、4 段階評価で最

上位の評価を得る割合（目標：平均 40％以

上、達成率：195％）  

 

（3）国際会議等の誘致・開催支援 

 海外の国際会議・インセンティブ旅行主催

者等と、機構、国内の地方公共団体及び民

間事業者等との MICE 商談件数及び機構に

よる MICEセールス件数（目標：3,400件以

上、達成率：169％）  

  MICE に関する国内外の商談会及びセミナ

ー（人材育成・ウェビナー含む）の国内参

加者及び海外参加者による評価について、

それぞれ 4 段階評価で最上位の評価を得る

割合（【国内】目標：平均 40％以上、達成率：

191％、【海外】目標：平均 40％以上、達成

率：184％）  

 機構が行った MICE 関係の情報発信の接触

者数（目標：12万人以上、達成率：199％） 

印観光交流年等の機会を

とらえ、在外公館、政府関

係機関、民間事業パートナ

ーとの連携を通じ、旅行目

的地としての日本の認知

度向上を図った。 

 

（1）②市場横断プロモーショ

ンの展開 

 消費額拡大に資する高付

加価値旅行への取組みに

ついて、食、アート、文化

等、日本ならではの希少性

ある体験の多言語発信や、

海外旅行会社と高付加価

値旅行に意欲的な国内事

業者との商談会開催等を

通じたネットワークと販

路の構築を図るとともに、

高付加価値旅行者向けガ

イドの育成を行った。 

 アドベンチャートラベル

（AT）関連イベントに積極

的に出展し、日本の AT コ

ンテンツの情報発信や関

係者とのネットワーク構

築を推進するとともに、機

構として初めて「アドベン

チャーウィーク沖縄」を開

催し、海外から招請した有

力旅行会社やメディアに

対し、積極的な PR 活動を

展開した。 

 大阪・関西万博の開催を契

機とした万博＋観光促進

の観点より、機構本部及び

世界各国の海外事務所に

おいて、旅行博出展や訪日

観光セミナーの実施、旅行

会社・メディア等の招請、

な国内事業者とのネットワーク及

び販路構築を図るための商談会開

催等により、消費額拡大に資する

高付加価値旅行拡大に向けて取り

組んだ。また機構として初めて「ア

ドベンチャーウィーク沖縄」を開

催し、海外から招請した有力旅行

会社やメディアに対し、積極的な

PR活動を展開した。大阪・関西万

博の開催に向けては、BtoB・BtoC

の両面から、あらゆる機会を通じ

て万博＋観光の PRを行った。 

 

（3）国際会議等の誘致・開催支援

では、国内での国際会議開催の理

解促進と意欲喚起を目的に、国内

メディアを活用したプロモーショ

ンや大学関係組織との新たな連携

を強化、また国内キーパーソンと

強く連携して誘致活動を行い、日

本における国際会議・学会の誘致

成功事例を創出した。また訪日イ

ンセンティブ旅行市場における更

なる誘致拡大に向けては、多様な

招請事業を通じてビジネス機会の

創出に貢献するとともに、海外見

本市にてセミナーを実施し、新市

場開拓を促進した。 

 

【数値目標】 

 全指標において所期の目標を達

成した。 

 

以上のことから、機構の業績向

上努力により、中期計画における

所期の目標を量的及び質的に上回

る顕著な成果が得られていると認

められ、「Ｓ」評定とする。 

 

＜その他事項＞ 
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社を対象としたセミナー

や商談会、招請等を通じた

旅行商品造成・販売促進、

旅行会社以外の関連業界

を含めた連携強化等に取

り組む。 

 

数値目標 

 中期目標期間中、機構

が実施するデジタル

事業全体による延べ

リーチ数を毎年度平

均 4 億 4,000 万リー

チ以上とする。  

 中期目標期間中、機構

が実施するデジタル

事業全体による延べ

エンゲージメント数

を毎年度平均 3,400

万エンゲージメント

以上とする。  

 中期目標期間中、機構

の SNS での地方*コン

テンツ投稿数を毎年

度平均 3,700 回以上

とする。  

*地方=三大都市圏（東京、

神奈川、千葉、埼玉、愛知、

大阪、京都、兵庫）以外 

 中期目標期間中、機構

から海外メディア（在

京海外メディア含む）

へのコンタクト回数

を 毎 年 度 平 均

138,500 回以上とす

る。 

 中期目標期間中、機構

が主催する商談会の

バイヤー参加者評価

について、4段階評価

ディアとの関係の強化に取

り組む。加えて、旅行会社を

対象としたセミナーや商談

会、招請等を通じ旅行商品造

成・販売促進、旅行会社以外

の関連業界を含めた連携強

化等に取り組む。 

 

数値目標 

 機構が実施するデジタ

ル事業全体による延べ

リーチ数を4億4,000万

リーチ以上とする。 

 機構が実施するデジタ

ル事業全体による延べ

エンゲージメント数を

3,320 万エンゲージメ

ント以上とする。 

 機構の SNS での地方*コ

ン テ ン ツ 投 稿 数 を

3,700 回以上とする。*

地方=三大都市圏（東京、

神奈川、千葉、埼玉、愛

知、大阪、京都、兵庫）

以外 

 機構から海外メディア

（在京海外メディア含

む）へのコンタクト回数

を 138,500 回以上とす

る。 

 機構が主催する商談会

のバイヤー参加者評価

について、4段階評価で

最上位の評価を得る割

合を平均 50％以上とす

る。 

 機構が主催するセミナ

ーの参加者評価につい

て、4段階評価で最上位

の評価を得る割合を平

とする。 

 MICE に関する国内外の

商談会及びセミナー（人

材育成・ウェビナー含む）

の国内参加者及び海外参

加者による評価につい

て、それぞれ 4 段階評価

で最上位の評価を得る割

合を平均 40％以上とす

る。 

 機構が行った MICE 関係

の情報発信の接触者数

（機構からの送信先相手

方数・延べ数）を 12万人

以上とする。 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

①市場別プロモーションの展

開 

②市場横断プロモーションの

展開 

市場別／横断プロモーション

事業の実施主体として、最新

の旅行トレンドを把握しなが

ら訪日プロモーション重点市

場毎に戦略を策定し、ターゲ

ット層を明確にしたうえで事

業を進めているか。 

また、政府目標の動向を踏ま

え、個々の事業ごとに招請し

たメディアによる番組・記事

の接触者数等の定量的目標

（KPI）を設定し、事業成果を

厳格に管理する等、PDCAサイ

クル化を徹底し、適正かつ効

果的に事業を実施している

か。 

専用ウェブサイトや SNS

を活用した情報発信等、

BtoB・BtoCの両面から、あ

らゆる機会を通じて万博

＋観光の PRを行った。 

 

（3）国際会議等の誘致・開催支

援 

 国際会議開催件数を 2030

年までに世界第 5 位以内

(※)とする政府目標に向

け、地方都市での中小規模

会議の開催実績を着実に

積み上げていくため、国内

での国際会議開催の理解

促進と意欲喚起を目的に、

国内メディアを活用した

プロモーションや大学関

係組織との新たな連携を

強化。(※)令和 6年は世界

第 7 位（アジア太平洋地域

第 1 位） 

 成長著しい訪日インセン

ティブ旅行市場における

更なる誘致拡大に向け、多

様な招請事業を通じてビ

ジネス機会の創出に貢献

するとともに、海外見本市

にてセミナーを実施し、新

市場開拓を促進。 

 国際会議・学会等の日本誘

致に向け、国内キーパーソ

ンと強く連携して誘致活

動を実施。誘致成功事例を

創出。 

 国内 MICE 担当者向けにレ

ベル別研修を実施し、人材

育成と国内外ネットワー

ク構築に貢献。 

 

評定について、外部有識者は

「Ｓ」評定が妥当であるとの意見

で一致した。 
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②市場横断プロモーショ

ンの展開 

消費額増大や地方への

誘客に資する市場開拓を

目指し、市場横断訪日マー

ケティング戦略を策定し

市場横断プロモーション

を展開する。具体的には、

高付加価値旅行推進に資

するプロモーションとし

て、高付加価値旅行層向け

のサービス 内容の収集・

蓄積、国内関係者のネット

ワーク化、高付加価値旅行

を取り扱う海外の旅行会

社等へのセールスの強化、

高付加価値旅行層向けの

情報発信の強化に取り組

み、高付加価値旅行の国内

関係者をつなぐ情報ハブ

化を進める。また、高付加

価値旅行層のみならず訪

で最上位の評価を得

る割合を毎年度平均

50％以上とする。 

 中期目標期間中、機構

が主催するセミナー

の参加者評価につい

て、4段階評価で最上

位の評価を得る割合

を毎年度平均 50％以

上とする。  

 中期目標期間中、機構

による航空会社・航空

路線誘致関係者との

商談・個別コンサルテ

ィング件数を毎年度

平均 90 回以上とす

る。  

 

②市場横断プロモーショ

ンの展開 

消費額増大や地方への

誘客に資する市場開拓を

目指し、市場横断訪日マー

ケティング戦略を策定し

市場横断プロモーション

を展開する。 

具体的には、高付加価値

旅行推進に資するプロモ

ーションとして、高付加価

値旅行層向けのサービス

内容の収集・蓄積、セミナ

ー等を通じた旅行関係者

や地方自治体・DMO等国内

関係者の恒常的なネット

ワーク化、国内関係者と共

同での海外における商談

会への参加等高付加価値

旅行を取り扱う海外の旅

行会社等へのセールスの

強化、高付加価値旅行層向

均 50％以上とする。 

 機構による航空会社・航

空路線誘致関係者との

商談・個別コンサルティ

ング件数を 90 回以上と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②市場横断プロモーション

の展開 

消費額増大や地方への誘客

に資する市場開拓を目指し、

市場横断訪日マーケティン

グ戦略を踏まえ、市場横断プ

ロモーションを展開する。 

消費額拡大に資する高付加

価値旅行のプロモーション

については、「地方における

高付加価値なインバウンド

観光地づくり事業」における

モデル観光地等と連携し、高

付加価値旅行層向けのサー

ビス内容の収集・蓄積、マッ

チングイベント等を通じた

旅行関係者や地方自治体・

DMO等国内関係者の恒常的な

ネットワーク化、国内関係者

と共同での海外における商

談会への参加等高付加価値

旅行を取り扱う海外の旅行

更に、各国の状況に精通して

いる外国人有識者等の知見を

活用しているか。 

 

（3）国際会議等の誘致・開催

支援 

「観光立国推進基本計画」

（令和 5 年 3 月 31 日閣議決

定）に位置づけられている「ア

ジア主要 5 カ国における国際

会議の開催件数に占める割合

3 割以上・アジア最大の開催

国」の地位奪還（目標：2025年

まで）に貢献するよう、関係

者と連携して国際会議誘致に

関する取り組みを強化してい

るか。 

また、ミーティング、インセ

ンティブについては、デステ

ィネーションとしての日本の

認知度向上に訴求力のある海

外 MICE 見本市等のイベント

や媒体を活用し、露出効果の

最大化を図っているか。 

 

<課題と対応> 

 訪日客数は、2024年におい

て過去最高となる 3,680

万人を記録。また、訪日外

国人旅行消費額は過去最

高の 8.1兆円、一人当たり

消費額は 22 万円を超える

など、訪日旅行市場は好調

に推移する。一方、一人あ

たり地方部宿泊数は政府

目標である 2 泊に対し

1.36泊にとどまっており、

特に地方への誘客に対し、

引き続き戦略的な対応が

求められる。 

 こうした状況のもと、「明

日の日本を支える観光ビ

ジョン」や「観光立国推進

基本計画」等の政府方針、

そしてコロナ禍を経た旅

行者・受入側の意識変化を

踏まえ、令和 5年度に策定

した「訪日マーケティング

戦略」に基づき、訪日プロ

モーションの戦略的高度

化を推進。認知・興味喚起

から想起・予約といった一

連の消費者行動に着目し、

各段階に応じた取組を通

じて、訪日旅行のさらなる

需要拡大を目指す。あわせ

て、市場横断プロモーショ

ンにおいて、高付加価値旅

行の促進や、サステナブ

ル・ツーリズムなどテーマ

別施策にも注力し、消費額

の引き上げや長期滞在、地

方誘客に資する取組を展

開する。また、大阪・関西

万博について、関係省庁や
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日旅行消費額の引き上げ

や長期滞在、地方誘客が見

込めるテーマ別の取組（サ

ステナブル・ツーリズム、

アドベンチャートラベル、

欧米豪市場の訪日無関心

層向けプロモーション等、

取組の成果や市場動向等

を踏まえ、重点的に取り組

むテーマについて設定）、

大阪・関西万博等国内の大

規模イベントと連動した

プロモーションに取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

けメディアやデジタルを

活用した高付加価値旅行

層向けの情報発信の強化

に取り組み、高付加価値旅

行の国内関係者をつなぐ

情報ハブ化を進める。ま

た、高付加価値旅行層のみ

ならず訪日旅行消費額の

引き上げや長期滞在、地方

誘客が見込めるテーマ別

の取組（サステナブル・ツ

ーリズム、アドベンチャー

トラベル、欧米豪市場の訪

日無関心層向けプロモー

ション等、取組の成果や市

場動向等を踏まえ、重点的

に取り組むテーマについ

て設定）に、最適な手法や

媒体を用いて取り組むほ

か、国内関係者との連携の

下、大阪・関西万博等国内

の大規模イベントと連動

したプロモーションに取

り組む。 

 

数値目標 

 中期目標期間中、機構

が実施する消費額拡

大に効果の大きい施

策（高付加価値・テー

マ別・大規模イベント

事業）におけるデジタ

ル広告による延べリ

ーチ数を毎年度平均

5,100 万リーチ以上

とする。 

（参考）デジタル広告

施策全体の想定リーチ

数：1 億 5,300 万リー

チ  

会社等へのセールスの強化、

高付加価値旅行層向けメデ

ィアやデジタルを活用した

高付加価値旅行層向けの情

報発信の強化に取り組み、高

付加価値旅行の国内関係者

をつなぐ情報ハブ化を進め

る。 

また、高付加価値旅行層のみ

ならず訪日旅行消費額の引

き上げや長期滞在、地方誘客

が見込めるテーマ別の取組

を進める。 

具体的には、サステナブル・

ツーリズムへの関心の高ま

りに対応し、国際認証を受け

た地域をはじめとするサス

テナブル・ツーリズムに取り

組む地域やサステナビリテ

ィを体現する観光コンテン

ツの海外向け情報発信を行

う。アドベンチャートラベル

の 推 進 に お い て は 、

Adventure Travel Trade 

Association(ATTA)や国内各

広域 DMO等と連携し、日本全

国のアドベンチャートラベ

ルの魅力発信を行うほか、ア

ドベンチャートラベルコン

テンツの磨き上げと販路拡

大に向けた取り組みも実施

する。さらに、滞在期間が長

く、旅行消費額も多い欧米豪

市場を中心とする旅行者に、

デジタルマーケティングを

駆使して旅行先として魅力

的な日本を認知・興味関心を

高めるプロモーションを行

う。 

同様に、大阪・関西万博にお

自治体等と緊密に連携し、

海外からの誘客につなが

る積極的な情報発信を展

開する。さらに、国際的な

MICE 誘致競争の激化や新

たな政府方針を踏まえ、令

和 5 年度に策定した「MICE

マーケティング戦略」に基

づき、国際会議等の誘致・

開催支援の一層の強化を

図り、交流人口の拡大と日

本の国際的プレゼンス向

上に貢献する。 
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 中期目標期間中、機構

が実施する消費額拡

大に効果の大きい施

策（高付加価値・テー

マ別・大規模イベント

事業）におけるデジタ

ル広告による延べエ

ンゲージメント数を

毎年度平均 235 万エ

ンゲージメント以上

とする。  

（参考）デジタル広告

施策全体の想定エンゲ

ージメント数：1,080

万エンゲージメント  

 中期目標期間中、高付

加価値旅行に関する

商談会における機構

及び共同出展者の商

談件数を毎年度平均

1,500件以上とする。  

 中期目標期間中、上記

の高付加価値旅行に

関する商談会の参加

者による評価につい

て、4段階評価で最上

位の評価を得る割合

を毎年度平均 40％以

上とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いても、日本国際博覧会協会

や国内関係者と連携し、積極

的なプロモーションに取り

組む。具体的には、万博をき

っかけとして日本に興味を

持った外国人を対象に、万博

及び万博のテーマと連動し

た各地域の特色を活かした

ストーリー性のあるコンテ

ンツを旅行者と地域住民の

交流拡大の観点からウェブ

サイト特設ページや動画を

通じて発信する等、地方誘客

に資する取り組みを促進す

る。 

 

数値目標 

 機構が実施する消費額

拡大に効果の大きい施

策（高付加価値・テーマ

別・大規模イベント事

業）におけるデジタル広

告による延べリーチ数

を 5,100 万リーチ以上

とする。 

 機構が実施する消費額

拡大に効果の大きい施

策（高付加価値・テーマ

別・大規模イベント事

業）におけるデジタル広

告による延べエンゲー

ジメント数を 230 万エ

ンゲージメント以上と

する。 

 高付加価値旅行に関す

る商談会における機構

及び共同出展者の商談

件数を 1,500 件以上と

する。 

 上記の高付加価値旅行
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(3)国際会議等の誘致・開

催支援 

国際的な MICE 誘致競争

の激化や、ポストコロナを

見据えた新たなニーズへ

の対応も可能となるよう、

観光立国推進基本計画等

の政府目標・方針も踏ま

え、MICEマーケティング戦

略を策定しつつ国際会議

等の誘致・開催支援に係る

取組を強化する。これらの

取組に際しては、2025年の

大阪・関西万博等、大規模

イベントが集中的に開催

され、MICE開催国としても

日本への注目が集まる機

会を捉えて効 果的に実施

するとともに、これらの開

催後も見据え、MICEの誘致

や開催効果の拡大につな

げる必要がある。また、国

際会議の開催件数のみな

らず、MICE全体に対する誘

致と、訪日参加者数のみな

らず開催効果の拡大を図

るべく、国際会議以外の分

野も含め取組を強化する

必要がある。具体的には、

日本の強みや魅力、安全・

安心、サステナビリティへ

の取組等について、国内ス

テークホルダーと連携し

た効果的な情報発信等の

 

 

 

 

 

 

(3)国際会議等の誘致・開

催支援 

国際的な MICE（Meeting, 

Incentive Travel, 

Convention, Exhibition 

/ Eventの総称）誘致競争

の激化や、ポストコロナを

見据えた新たなニーズへ

の対応も可能となるよう、

観光立国推進基本計画等

の政府目標・方針も踏ま

え、MICEマーケティング戦

略を策定しつつ国際会議

等の誘致・開催支援に係る

取組を強化する。これらの

取組に際しては、他の業務

とも有機的に連携の上、

2025 年の大阪・関西万博

等、大規模イベントが集中

的に開催され、MICE開催国

としても日本への注目が

集まる機会を捉えて効果

的に実施するとともに、こ

れらの開催後も見据え、

MICE の誘致や開催効果の

拡大につなげる必要があ

る。また、国際会議の開催

件数のみならず、MICE全体

に対する誘致と、訪日参加

者数のみならず開催効果

の拡大を図るべく、国際会

議以外の分野も含め取組

を強化する必要がある。 

具体的には、日本の強み

に関する商談会の参加

者による評価について、

4 段階評価で最上位の

評価を得る割合を平均

40％以上とする。  

 

(3)国際会議等の誘致・開催

支援 

国際的な MICE（ Meeting, 

Incentive Travel, 

Convention, 

Exhibition/Eventの総称）誘

致競争の激化や、「観光立国

推進基本計画」及び新たに観

光立国推進閣僚会議で決定

された「新時代のインバウン

ド拡大アクションプラン」等

の政府目標・方針、並びに令

和 5年度に策定した「MICEマ

ーケティング戦略」を踏ま

え、国際会議等の誘致・開催

支援に係る取組の更なる充

実を図る。2025年の大阪・関

西万博等、大規模イベントの

開催により、MICE開催国とし

ての日本への注目が集まる

機会を捉えて効果的にプロ

モーションを実施するとと

もに、これらの開催後も見据

え、MICEの誘致や開催効果の

拡大につなげる必要がある。

また、国際会議の開催件数の

みならず、MICE全体に対する

誘致と、訪日参加者数に限ら

ず開催効果の拡大を図るべ

く、国際会議以外の分野も含

め取組を強化する必要があ

る。具体的には、日本の強み

や魅力、安全・安心、サステ

ナビリティ、大阪・関西万博
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マーケティングの強化、コ

ロナ禍を契機とした新た

なニーズにも対応する専

門人材の育成に取り組む。

加えて、国際会議について

は、IAPCO（※1）に加盟す

るコア PCO（※2）や学協会

の国際本部の関心喚起に

向けたプロモーションの

強化、国内学協会・大学・

研究機 関等との連携によ

る国際会議開催意欲の喚

起、他国との差別化につな

がる都市の魅力創出支援

と情報発 信、オールジャ

パン体制での誘致・開催支

援の実施を行う。また、ミ

ーティング・インセンティ

ブ旅行については、付加価

値のある体験のプロモー

ションと市場毎に最適化

された情報の提供、国際的

な業界団体との連携強化、

コロナ禍を契機としたニ

ーズへの対応に取り組む。 

※1 IAPCO：International 

Association of 

Professional Congress 

Organizers／国際 PCO 協

会 ※2コア PCO：会議運営

会社（PCO）のうち、国際会

議を主催する国際団体・学

術協会本部と契約し、国際

会議の企画や準備・運営を

グローバルに担う PCO 

や魅力、安全・安心、サス

テナビリティへの取組等

について、国内ステークホ

ルダーと連携して情報発

信や見本市への出展、商談

会、セミナー、各種招請を

関係者の評価を踏まえつ

つ効果的に行い、マーケテ

ィングの強化を図る。ま

た、コロナ禍を契機とした

デジタルリテラシーやサ

ステナビリティ等新たな

ニーズにも対応する専門

人材の育成に取り組む。加

えて、国際会議について

は、IAPCO（※1）に加盟す

るコア PCO（※2）や学協会

の国際本部の関心喚起に

向けたプロモーションの

強化、国内学協会・大学・

研究機関等との連携によ

る国際会議開催意欲の喚

起、他国との差別化につな

がる都市の魅力創出支援

と情報発信、オールジャパ

ン体制での誘致・開催支援

の実施を行う。また、ミー

ティング・インセンティブ

旅行については、付加価値

のある体験のプロモーシ

ョンと市場毎に最適化さ

れた情報の提供、国際的な

業界団体との連携強化、コ

ロナ禍を契機としたニー

ズへの対応やコンテンツ

の磨き上げ支援に取り組

む。 

※1 IAPCO：International 

Association of 

Professional Congress 

への取組等について、国内ス

テークホルダーと連携して

情報発信を行うとともに、見

本市、商談会、セミナー、各

種招請を関係者の評価を踏

まえつつ効果的に行い、マー

ケティングの強化を図る。 

また、国際的な業界団体との

連携を強化するとともに、デ

ジタルリテラシーやサステ

ナビリティ等新たなニーズ

に対応する専門人材の育成

に取り組む。 

国際会議については、IAPCO

（※1）と連携し、加盟するコ

ア PCO（※2）に向けた情報発

信や招請等を行い、プロモー

ションを強化するとともに、

国内学協会・大学・研究機関

等の研究者向けセミナーや

説明会の実施により、恒常的

なネットワークの構築等と

潜在的な国際会議主催者の

掘り起こしを行う。加えて、

MICE 開催に係るレガシー効

果を一般に広く啓発する。 

ミーティング・インセンティ

ブ旅行については、付加価値

のあるインセンティブ旅行

コンテンツや体験の磨き上

げ支援を行うとともに、市場

毎に最適化された情報の提

供等のプロモーションに取

り組む。 

※1 IAPCO：International 

Association of 

Professional Congress 

Organizers／国際 PCO協会 

※2 コア PCO：会議運営会社

（PCO）のうち、国際会議を主
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Organizers／国際 PCO 協

会 

※2 コア PCO：会議運営会

社（PCO）のうち、国際会議

を主催する国際団体・学術

協会本部と契約し、国際会

議の企画や準備・運営をグ

ローバルに担う PCO 

 

数値目標 

 中期目標期間中、海外

の国際会議・インセン

ティブ旅行主催者等

と、機構、国内の地方

公共団体及び民間事

業者等との MICE 商談

件数及び機構による

MICE セールス件数

を、毎年度平均 3,400

件以上とする。  

 中期目標期間中、MICE

に関する国内外の商

談会及びセミナー（人

材育成・ウェビナー含

む）の国内参加者及び

海外参加者による評

価について、それぞれ

4 段階評価で最上位

の評価を得る割合を

毎年度平均 40％以上

とする。  

 中期目標期間中、機構

が行った MICE 関係の

情報発信の接触者数

（機構からの送信先

相手方数・延べ数）を

毎年度平均 12 万人以

上とする。  

 

催する国際団体・学術協会本

部と契約し、国際会議の企画

や準備・ 運営をグローバル

に担う PCO 

 

数値目標 

 海外の国際会議・インセ

ンティブ旅行主催者等

と、機構、国内の地方公

共団体及び民間事業者

等との MICE 商談件数及

び機構による MICE セー

ルス件数を、3,400件以

上とする。 

 MICE に関する国内外の

商談会及びセミナー（人

材育成・ウェビナー含

む）の国内参加者及び海

外参加者による評価に

ついて、それぞれ 4段階

評価で最上位の評価を

得る割合を平均 40％以

上とする。 

 機構が行った MICE 関係

の情報発信の接触者数

（機構からの送信先相

手方数・延べ数）を 12万

人以上とする。 
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１.国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取るべき措置 

（1）訪日マーケティング業務 

①市場別プロモーションの展開 

3. 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価  

  
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

(1)訪日マーケテ

ィング業務 

「明日の日本を

支える観光ビジョ

ン」等の政府方針

やコロナによる旅

行者側及び受入側

の変化を踏まえ、

旅行動向に関する

各種公開統計及び

機構が行う各種調

査データ、海外事

務所が収集する市

場動向情報、デジ

タルマーケティン

グを活用・分析し

た上で、戦略を策

定し、訪日旅行の

認知率・興味関心

度・ 想起率・予約

率向上を目指し、

ウェブサイト・SNS

を通じた情報発

信、デジタル広告

等ターゲットに応

じた適切な媒体で

の広告、訪日旅行

関連記事等の露出

促進を目的とした

海外広報やメディ

ア・インフル エン

サー招請、訪日旅

行商品造成や販売

促進に資する旅行

(1)訪日マーケテ

ィング業務 

「明日の日本を

支える観光ビジョ

ン」や観光立国推

進基本計画等の政

府方針やコロナに

よる旅行者側及び

受入側の変化を踏

まえ、旅行動向に

関する各種公開統

計及び機構が行う

各種調査データ、

海外事務所が収集

する市場動向情

報、デジタルマー

ケティング等を活

用・分析した上で、

戦略を策定し、訪

日旅行の認知率・

興味関心度・想起

率・予約率向上を

目指し、ウェブサ

イト・SNS等を通じ

た情報発信、デジ

タル施策等ターゲ

ットに応じた適切

な媒体での広告、

訪日旅行関連記事

化促進を目的とし

た海外広報やメデ

ィア招請、訪日旅

行商品造成や販売

促進に資する旅行

（1）訪日マーケテ

ィング業務 

「明日の日本を支

える観光ビジョ

ン」や「観光立国推

進基本計画」等の

政府方針や、コロ

ナ禍を経た旅行者

側及び受入側の変

化を踏まえ、令和 5

年度に策定した

「訪日マーケティ

ング戦略」に基づ

き、訪日プロモー

ションの戦略的高

度化を図りなが

ら、訪日旅行の認

知度・興味関心度・

想起率・予約率向

上を目指す。具体

的には、戦略で設

定した市場別・市

場横断それぞれの

ターゲット層の特

徴に応じ、ウェブ

サイト・SNS等を通

じた情報発信、デ

ジタル施策等にお

ける適切な媒体で

の広告、訪日旅行

関連記事化促進を

目的とした海外広

報やメディア招

請、訪日旅行商品

＜主な定量的指標＞ 

 機構が実施する

デジタル事業全

体による延べリ

ーチ数を 4億

4,000万リーチ以

上とする。 

 機構が実施する

デジタル事業全

体による延べエ

ンゲージメント

数を 3,320万エ

ンゲージメント

以上とする。 

 機構の SNSでの

地方*コンテンツ

投稿数を 3,700

回以上とする。*

地方=三大都市圏

（東京、神奈

川、千葉、埼

玉、愛知、大

阪、京都、兵

庫）以外 

 機構から海外メ

ディア（在京海

外メディア含

む）へのコンタ

クト回数を

138,500回以上と

する。 

 機構が主催する

商談会のバイヤ

ー参加者評価に

＜主な業務実績＞ 

（1）訪日マーケティング業務  

「明日の日本を支える観光ビジョン」や「観光立国推進基本計

画」等の政府方針、コロナ禍を経た旅行者側及び受入側の変化

を踏まえ、令和 5年度に策定した「訪日マーケティング戦略」

に基づき、各プロモーションを実施した。具体的には、戦略で

設定した市場別・市場横断それぞれのターゲット層の特徴に応

じ、ウェブサイト・SNS 等を通じた情報発信、デジタル施策等

における適切な媒体での広告、訪日旅行関連記事化促進を目的

とした海外広報やメディア招請、訪日旅行商品造成や販売促進

に資する旅行会社招請やセミナー・商談会、訪日旅行の予約促

進のための航空会社・旅行会社との共同広告等の効果的な取組

を実施した。また、令和 6年能登半島地震を受け、引き続き被

災地域の復興支援に係るプロモーションに取組んだ。 

 

①市場別プロモーションの展開  

 

○ 地方誘客の強化に向けた取組 

【一般消費者向け：市場別ウェブサイトや SNSアカウント

等のオウンドメディア、デジタル広告等の媒体を通じたデ

ジタルマーケティング】 

 （韓国） 

7月～2月にかけて山陰地方（島根、鳥取、山口）、関西地

方（奈良、三重）、東北地方（山形、宮城）のショート動画

を各県 1 本制作し、Instagram、YouTube、Naver の各 SNS

で発信した。Instagram の再生回数は、山口編 109 万回、

島根編 240万回、鳥取編 448 万回に上ったうえ、関西地方

のショート動画は、韓国のトレンドであるレトロをコンセ

プトにしたコンテンツと映像テイストが高く評価され、1

月時点で奈良編は Instagram のみでも 1,296万回再生、三

重編 899万回再生と、広くターゲット層に地域の魅力を訴

求した。東北地方のショート動画では、冬の東北旅行の魅

力を夫婦、パートナー、カップルをターゲットに訴求し、

冬らしい雪景色とイルミネーションが好評で、Instagram

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

 

【総合評価】 

（1）①市場別プロモーションの展開 

 好調な訪日旅行需要の更なる喚

起のため、特に「消費額拡大」・

「地方誘客促進」に重点を置き、

市場別マーケティング戦略及び

市場の成熟度を踏まえたきめ細

やかなプロモーションを実施。

有力媒体での情報発信、地方路

線・国内線を活用した共同広告

や招請等を通じた販売促進等の

重点施策を戦略的に展開。 

 北陸復興支援のため、全市場 に

おいてプロモーションを展開。

海外の旅行会社を北陸地域に招

請し、送客につながる旅行商品

の造成を促進したほか、グロー

バルメディアや有力インフルエ

ンサー等による情報発信を通じ

て、北陸地域の観光資源や受入

体制の整備状況を海外に広く

PR。これにより、北陸 4県におけ

る宿泊者数は対前年比 188％増

を記録するなど、復興支援と需

要喚起の両面で成果を創出。 

 また、日米観光交流年、日印観光

交流年等の機会をとらえ、在外

公館、政府関係機関、民間事業パ

ートナーとの連携を通じ、旅行

目的地としての日本の認知度向

上を図った。 

評定 Ｓ 

＜評定に至った理由＞ 

 

【総合評価】 

「消費額拡大」・「地方誘客促進」に重点

を置き、有力媒体での情報発信、地方路

線・国内線を活用した共同広告や招請等、

市場別マーケティング戦略及び市場の成

熟度を踏まえてプロモーションを実施し

た。北陸復興支援では、全市場においてプ

ロモーションを展開し、北陸地域の観光

資源や受入体制の整備状況を海外に広く

PR したことにより、北陸 4 県における宿

泊者数は対前年比 188％増を記録した。ま

た、観光交流年等の機会をとらえ、各関係

団体との連携を通じ、旅行目的地として

の日本の認知度向上を図った。 

 

【質的成果】 

アジアからの地方誘客促進を目的に

「アジアキャンペーン」を展開し、大手旅

行会社との連携による訪日旅行商品等の

販売促進や、メディアやインフルエンサ

ーなどを活用した情報発信に取り組むこ

とでキャンペーンの認知を拡大させた。

この取組みにより、地方の観光コンテン

ツの魅力を訴求するだけでなく、航空券

や宿泊施設などにおいて約 97,000件の予

約を獲得する等、実需も創出した。 

能登半島地震の復興支援については、

韓国・台湾市場において、人気 TV番組や

有力インフルエンサー、旅行会社との連

携を通じたプロモーションを展開した。

結果として、両市場において実際に北陸
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会社招請やセミナ

ー・商談会、訪日

旅行の予約促進の

ための航空会社・

旅行会社との共同

広告等の効果的な

取組により訪日プ

ロモーションの戦

略的高度化を図

る。 

 

 

 

 

 

 

①市場別プロモー

ションの展開 

重点市場におい

て、訪日経験率や

人々の関心等の市

場の特性を踏ま

え、旅行消費単価

や地方訪問意向  

が高いターゲット

等を明確にした、

市場別訪日マーケ

ティング戦略を策

定し、きめ細かな

プロモーションを

展開することを通

じて、リピーター

の獲得、新規訪日

層の開拓、長期滞

在化等を図るため

の周遊型旅行促

進、宿泊費やアク

ティビティ等に対

する支出増による

旅行消費額拡大や

会社招請やセミナ

ー・商談会、訪日旅

行の予約促進のた

めの航空会社・旅

行会社との共同広

告等の効果的な取

組により訪日プロ

モーションの戦略

的高度化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

①市場別プロモー

ションの展開 

重点市場におい

て、訪日経験率や

人々の関心等の市

場の特性を踏ま

え、旅行消費単価

や地方訪問意向が

高いターゲット等

を明確にした市場

別訪日マーケティ

ング戦略を策定

し、きめ細かなプ

ロモーションを展

開することによ

り、リピーターの

獲得、新規訪日層

の開拓、長期滞在

化を図るための周

遊型旅行促進、宿

泊費やアクティビ

ティ、ショッピン

グ等に対する支出

増による旅行消費

造成や販売促進に

資する旅行会社招

請やセミナー・商

談会、訪日旅行の

予約促進のための

航空会社・旅行会

社との共同広告等

の効果的な取組を

実施する。また、令

和 6 年能登半島地

震を受け、引き続

き被災地域の復興

支援に係るプロモ

ーションに取組

む。 

  

①市場別プロモー

ションの展開 

重点市場におい

て、訪日経験率や

人々の関心等の市

場の特性を踏ま

え、旅行消費単価

や地方訪問意向が

高いターゲット等

を明確にした市場

別訪日マーケティ

ング戦略に基づ

き、きめ細かなプ

ロモーションを展

開することによ

り、早期のインバ

ウンド回復、リピ

ーターの獲得、新

規訪日層の開拓、

長期滞在化を図る

ための周遊型旅行

促進、宿泊費やア

クティビティ、シ

ョッピング等に対

ついて、4段階評

価で最上位の評

価を得る割合を

平均 50％以上と

する。 

 機構が主催する

セミナーの参加

者評価につい

て、4段階評価で

最上位の評価を

得る割合を平均

50％以上とす

る。 

 機構による航空

会社・航空路線

誘致関係者との

商談・個別コン

サルティング件

数を 90回以上と

する。 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

市場別プロモーショ

ン事業の実施主体と

して、最新の旅行ト

レンドを把握しなが

ら訪日プロモーショ

ン重点市場毎に戦略

を策定し、ターゲッ

ト層を明確にしたう

えで事業を進めてい

るか。 

また、政府目標の動

向を踏まえ、個々の

事業ごとに招請した

メディアによる番

組・記事の接触者数

における当該動画の再生回数は山形編687万回、宮城編163

万回となった。ウェブサイトにも各 7本の動画及び関連コ

ンテンツを紹介するページを作成し、まだ知られていない

都市の魅力を幅広く PRした。 

 

 （フランス） 

10月～11月の間、フランスの観光ガイドブック「Routard」

のウェブサイト上でオンライン訪日キャンペーンを実施

した。サイト内で記事広告を展開したほか、ユーザー同士

が情報交換を行う Forum Japonページにて、訪日旅行のプ

ロとして機構に加え自治体や DMOなどの計 8団体が、ユー

ザーの質問投稿に回答する形で日本各地の知られざる観

光スポットや旅のコツをフランス語で発信したところ、誘

導広告クリック数は 93,506、リーチ数は約 458万回に達し

た。 Forum Japon ページの 2 か月間のページビュー数は

63,729（前年同期比＋約 358％）、来訪者数 40,568（前年同

期比＋約 740％）を記録し、本取り組みへの非常に高い関

心が感じられた。ユーザーからの質問の多くは、既に決定

している訪日旅行の旅程や交通手段に関するものであっ

たことから、訪日決定フェーズの最終段階又は訪日決定後

の層に向けて、地方誘引に繋がりやすい取組となった。 

 

【一般消費者向け：屋外広告やテレビ・CM等を含むオフラ

イン広告】 

 （韓国） 

北陸メディア招請事業において、12月に韓国の大人気 TV

番組を 2本招請し、それぞれ、1月の地上波放送に加え

て、番組公式の YouTubeや出演タレントの Instagram等

での情報発信を行った。1本目は富山県に招請し、韓国人

にはまだ馴染みのない富山県の美しい自然景観コンテン

ツを放映した結果、大変好評となり、同時間帯に首都圏

で TV放送された 20歳～49歳のターゲット層視聴率にお

いて１位となり、かつ最高記録を更新した（3月時点での

総接触者数は約 157万人）。2 本目は番組初となる海外ロ

ケを新潟県で行い、食事の紹介に限らず、文化的背景や

歴史も含め新潟の魅力を深く紹介し想起率向上を図っ

た。番組放送後、旅行会社や自治体から新潟商品の売り

上げが伸びたとのコメントが寄せられており、番組放送

内容とリンクする商品造成の提案にも繋がった。2番組合

計で番組や SNS等への総接触者数は 250万人となり、北

 

【質的成果】 

〇地方誘客に資するプロモーション 

 アジアからの地方誘客促進を目

的に、2024年 8月から 2025年 3

月にかけて、アジア 10市場を対

象とした「アジアキャンペーン」

を展開。大手旅行会社 Ctrip（シ

ートリップ）および Klook（クル

ック）と連携し、各市場の旅行者

ニーズに応じた訪日旅行商品等

を販売促進するとともに、メデ

ィアやインフルエンサーなどを

活用した情報発信により、本キ

ャンペーンの認知を広範に拡

大。地方の観光コンテンツの魅

力を訴求するだけでなく、航空

券や宿泊施設などにおいて約

97,000 件の予約を獲得する等、

実需も創出した。 

 

〇能登半島地震被災地域の復興支援

プロモーション 

 韓国・台湾市場において、人気 TV

番組や有力インフルエンサー、

旅行会社との連携を通じたプロ

モーションを展開。韓国では、北

陸の魅力を紹介する番組 2 本を

放送し、SNS等を通じて約 250万

人にリーチ。番組放送後は旅行

商品の販売が拡大し、実際の訪

問者数の増加にもつながった。

さらに、TV ショッピング番組と

の連携により、北陸関連ツアー2

商品・合計 1300件の予約を獲得。

台湾では、旅行会社との共同イ

ベント、航空会社との広告連携

を通じて認知を促進し、約

57,000 件の旅行予約を獲得。北

陸の復興支援と地方誘客に貢献

地域への旅行商品販売が拡大し、北陸の

復興支援と地方誘客に貢献した。 

観光交流年を契機として、関係団体と

連携したプロモーションやイベントを実

施し、新たな地方のデスティネーション

の認知度向上に貢献した。 

 

【数値目標】 

数値目標については、全目標で達成率

が 120%を超えるなど、所期の目標を上回

る成果が得られていると認められる。 

 

以上のことから、数値目標については

全て 120％以上達成していることに加え、

重要度の高い目標を達成したという観

点、またアジア地域を中心に、地方誘客促

進を目的としたキャンペーンや北陸地域

の復興支援を実施し実需を獲得したこと

等から、質的にも評価できる実績である

ため、機構の業績向上努力により、中期計

画における所期の目標を量的及び質的に

上回る顕著な成果が得られていると認め

られ、評定を「Ｓ」とする。 

 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は「Ｓ」評定が

妥当であるとの意見で一致した。 
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地方誘客の強化等

を図る。具体的に

は、デジタルマー

ケティング等を活

用した各種プロモ

ーション、国際航

空路線の回復・将

来の拡大につなが

る取組、海外広報

の拡充に向けた国

内外メディアとの

関係強化、旅行会

社以外の関連業 

界も含めた連携強

化等に取り組む。 

額拡大や地方誘客

の強化等を図る。 

具体的には、タ

ーゲットの興味関

心・接触メディア

等の特徴を踏ま

え、ウェブサイト・

SNS、デジタル広告

といったデジタル

マーケティングを

活用した各種プロ

モーション、屋外

広告などを含むオ

フライン広告、旅

行見本市やイベン

トを通じた情報発

信により訪日意欲

の醸成を図る。ま

た、航空関連の商

談会への参加等に

よる航空会社への

働きかけにより国

際航空路線の回

復・将来の拡大に

取り組むほか、誘

客につながる航空

会社・旅行会社と

の共同広告等を実

施する。さらに、訪

日旅行情報の記事

化につながるニュ

ースレターの発出

やメディア招請に

よる国内外メディ

アとの関係の強化

に取り組む。加え

て、旅行会社を対

象としたセミナー

や商談会、招請等

を通じた旅行商品

する支出増による

旅行消費額拡大や

地方誘客の強化等

を図る。 

具体的には、ター

ゲットの興味関

心・接触メディア

等の特徴を踏ま

え、一般消費者向

けの取組として、

市場別ウェブサイ

トや SNS アカウン

ト等のオウンドメ

ディア、デジタル

広告等の媒体を通

じたデジタルマー

ケティング、屋外

広告やテレビ番

組・CM 等を含むオ

フライン広告、旅

行意欲の高い層に

対する旅行見本市

やイベント等を通

じた多様な日本の

魅力の発信によ

り、訪日意欲の醸

成を図る。また、航

空関連の商談会等

への参加等による

航空会社への働き

かけにより国際航

空路線（特に地方

空港）の更なる回

復・拡大に取り組

むほか、誘客につ

ながる航空会社・

旅行会社との共同

広告等を実施す

る。さらに、訪日旅

行情報の記事化に

等の定量的目標

（KPI）を設定し、事

業成果を厳格に管理

する等、PDCAサイク

ル化を徹底し、適正

かつ効果的に事業を

実施しているか。 

更に、各国の状況

に精通している外国

人有識者等の知見を

活用しているか。 

陸地域の魅力発信に寄与した。 

 

【一般消費者向け：旅行意欲の高い層に対する旅行見本市

やイベント等を通じた多様な日本の魅力の発信】 

 （インドネシア） 

8月 30日～9月 1日にかけて「Japan Travel Fair 

2024」を主催し、日本からの共同出展者とともに、北海

道、東北、中部、関西、中国地方を中心に多様な日本の

地方部の観光地や周遊方法について、一般消費者へ情報

発信した。参加した航空会社に自社の国内線等を活用し

た地方空港訪問路線を紹介してもらう取組なども行い、3

日間を通じて来場した約 43,000 人の一般消費者の旅行先

としての日本の地方部の認知・興味関心の向上に繋げ

た。参加旅行会社による航空券および訪日旅行商品販売

を通じた、航空券の総販売枚数における東京路線以外の

地方空港行き航空券販売比率は 30.2%と、前回（2023年

度）実績の 22.6%と比較して 7.6%増加する結果となり、

札幌や伊丹空港行きを中心に、地方路線の予約率向上に

繋がった。 

 

【訪日旅行情報の記事化への取組】 

 （マレーシア）  

10 月 24 日にクアラルンプール市内においてメディア向け

イベントを開催した。10月からの現地系航空会社による新

千歳線復便を契機とし、北海道観光機構の協力のもと、マ

レーシア市場でまだあまり知られていない道東、・道北、・

道南を中心に冬の北海道の魅力を紹介した。イベントには

一般メディア及び旅行関連メディア 20社 26人が出席し、

Business Today や The Sun といった大手メディアをはじ

めとした 11媒体での記事掲載を獲得した。参加者からは、

「北海道には行ったことがあるが、今回のプレゼンで紹介

されたスポットについては知らなかった」「非常に興味深

い」という声が寄せられた。 

 

 （中東）  

年間を通じて中東地域市場向けニュースレターを英語・ア

ラビア語・トルコ語の 3言語で各 6回、現地旅行会社・メ

ディア延べ 58,840 件に配信した。各回では三大都市圏か

ら訪れやすい地方として、栃木県、長野県、・岐阜県、島根

県、・鳥取県、東海、更に自然を楽しむエリアとして九州、

した。 

 

〇観光交流年の機会をとらえた認知

度向上 

 日米観光交流年を契機として、

現地日米交流団体や映画製作会

社との連携プロモーションやア

ニメをフックとしたインフルエ

ンサー招請を通じて西日本の魅

力を訴求。また、日印観光交流年

事業の一環としてインドにおい

て 9 月に在外公館、政府関係機

関等との連携による BtoCイベン

トを実施。これらの取組を通じ

て計約 7 万人の来場者に対して

新たな地方のデスティネーショ

ンを紹介。 

 

【数値目標】 

 機構が実施するデジタル事業全

体 に よ る 延 べ リ ー チ 数 ：

1,996,484,290 リーチ（目標：4 

億 4,000万リーチ以上、達成率：

454％） 

 機構が実施するデジタル事業全

体による延べエンゲージメント

数：84,682,829 エンゲージメン

ト（目標：3,320万エンゲージメ

ント以上、達成率：255％） 

 機構の SNS での地方コンテンツ

投稿数：8,024 回（目標：3,700

回以上、達成率：217％） 

 機構から海外メディア（在京海

外メディア含む）へのコンタク

ト回数： 209,406 回（目標：

138,500回以上、達成率：151％） 

 機構が主催する商談会のバイヤ

ー参加者評価について、4段階評

価で最上位の評価を得る割合：

75.3％（目標：平均 50％以上、
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造成・販売促進、旅

行会社以外の関連

業界を含めた連携

強化等に取り組

む。 

 

数値目標 

 中期目標期間

中、機構が実

施するデジタ

ル事業全体に

よる延べリー

チ数を毎年度

平均4億4,000

万リーチ以上

とする。  

 中期目標期間

中、機構が実

施するデジタ

ル事業全体に

よる延べエン

ゲージメント

数を毎年度平

均 3,400 万エ

ンゲージメン

ト 以 上 と す

る。  

 中期目標期間

中、機構の SNS

での地方 *コ

ンテンツ投稿

数を毎年度平

均 3,700 回以

上とする。*地

方 =三大都市

圏（東京、神奈

川、千葉、埼

玉、愛知、大

阪、京都、兵

庫）以外  

つながるニュース

レターの発出やメ

ディア招請による

国内外メディアと

の関係の強化に取

り組む。加えて、旅

行会社を対象とし

たセミナーや商談

会、招請等を通じ

旅行商品造成・販

売促進、旅行会社

以外の関連業界を

含めた連携強化等

に取り組む。 

 

数値目標 

 機構が実施す

るデジタル事

業全体による

延べリーチ数

を 4 億 4,000

万リーチ以上

とする。 

 機構が実施す

るデジタル事

業全体による

延べエンゲー

ジメント数を

3,320 万エン

ゲージメント

以上とする。 

 機構の SNS で

の地方 *コン

テンツ投稿数

を 3,700 回以

上とする。*地

方 =三大都市

圏（東京、神奈

川、千葉、埼

玉、愛知、大

大阪・関西万博前の契機を捉えて関西を取り上げた。特に

日本らしさを感じられる松本城、出雲大社、桜と犬山城や

神秘的な自然を感じられる屋久島が 3言語共に高いクリッ

ク率を記録し、10件の記事掲載につながった。  

 

【旅行会社を対象としたセミナーや商談会、招請等を通じ

た旅行商品造成・販売促進】 

 （全市場）   

9 月に世界 34 カ国・地域から訪日旅行取扱旅行会社（バイ

ヤー）と日本全国の観光関係事業者（セラー）が集まり、訪

日旅行商品造成のための商談会「VISIT JAPAN トラベル＆

MICE マート 2024」を東京で開催した。インバウンド商談

会終了後にはバイヤー向けに東日本の観光資源の視察旅行

を 12コースで催行した。アドベンチャートラベルやガスト

ロノミー等をテーマに、消費額及び滞在日数の増加に資す

るアウトドアアクティビティや文化体験の視察を実施し

た。商談会には 275 社のバイヤーと 300団体のセラーが参

加し、総商談件数は 8,296 件となった。バイヤーの満足度

（4 段階評価のうち最上位評価）は 75.9％、セラーの満足

度（4段階評価のうち最上位評価）は 58.5％と非常に高く、

効果的なビジネス機会の創出につなげることができた。視

察にはバイヤー218名が参加し、ツアー造成予定本数は 370

本程度を見込む。 

 

 （中国） 

大阪・関西万博を契機とした中国人旅行者の地方誘客促進

のため、2 月 13 日～18 日に中国の旅行会社を招請し、関

西・瀬戸内地域で視察及び商談会を実施した。また、2 月

16 日には、2025 年日本国際博覧会協会との連携により大

阪・関西万博セミナーを開催した。 

視察では、28社の旅行会社を招請し、被招請者の満足度（最

上位評価）は 96%、造成予定ツアー本数は 75本となった。 

また、商談会では、中国側の被招請者（バイヤー）28社と、

日本側のランドオペレーター、ホテル、観光施設など（セ

ラー）34社が商談し、計 301 件の商談を行った。セラーの

満足度（最上位評価）は 71%、バイヤーの満足度（最上位評

価）は 96%となり、セラー・バイヤーともに高い評価を得

た。 

達成率：151％） 

 機構が主催するセミナーの参加

者評価について、4段階評価で最

上位の評価を得る割合：84％（目

標：平均 50％以上、達成率：

168％） 

 機構による航空会社・航空路線

誘致関係者との商談・個別コン

サルティング件数：111回（目標：

90回以上、達成率：123.0％） 

 

以上のことから、機構の業績向上努力

による数値目標の達成に加え、質的な

実績も考慮し、年度計画における所期

の目標を大幅に上回る成果が得られ

ていると判断したため、評定を Sとす

る。 
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 中期目標期間

中、機構から

海外メディア

（在京海外メ

ディア含む）

へのコンタク

ト回数を毎年

度 平 均

138,500 回以

上とする。  

 中期目標期間

中、機構が主

催する商談会

のバイヤー参

加者評価につ

いて、4段階評

価で最上位の

評価を得る割

合を毎年度平

均 50％以上と

する。  

 中期目標期間

中、機構が主

催するセミナ

ーの参加者評

価について、4

段階評価で最

上位の評価を

得る割合を毎

年度平均 50％

以上とする。  

 中期目標期間

中、機構によ

る航空会社・

航空路線誘致

関係者との商

談・個別コン

サルティング

件数を毎年度

平均 90回以上

阪、京都、兵

庫）以外 

 機構から海外

メディア（在

京海外メディ

ア含む）への

コンタクト回

数を 138,500

回 以 上 と す

る。 

 機構が主催す

る商談会のバ

イヤー参加者

評 価 に つ い

て、4段階評価

で最上位の評

価を得る割合

を平均 50％以

上とする。 

 機構が主催す

るセミナーの

参加者評価に

ついて、4段階

評価で最上位

の評価を得る

割 合 を 平 均

50％以上とす

る。 

 機構による航

空会社・航空

路線誘致関係

者との商談・

個別コンサル

ティング件数

を 90回以上と

する。 

 

また、事前にプレスリリースを行い、商談会でのメディア

取材を受け付けた結果、当日 4社の取材があり、うち 2社

での露出があった。また、事後にもプレスリリースを行い、

本事業における機構の大阪・関西万博を契機とした地方誘

客の取り組みを対外的に発信した。 

 

 （ベトナム） 

10月 3日～7日にかけて、旅行会社 13社 13名、メディア 2

社 2名を中国・関西地方（広島・岡山・兵庫・大阪）に招請

した。視察行程中に、広島空港と広島県との連携により広島

県観光セミナー及び交流会を開催した。招請者からは、「戦

後復興を遂げた美しい広島の街並みは唯一無二であり、パ

ッケージツアー造成だけでなく、インセンティブ旅行団体

にも推薦していきたい」、「今回の招請ルートは、ベトナム人

旅行者に人気のある観光コンテンツが豊富であることか

ら、新たな需要喚起に繋がる可能性を大いに秘めていると

感じた。今後は広島をはじめとする中国地方エリアの商品

造成を強化していく 」などの前向きな声が挙がった。結果

として、13 本のツアーが造成販売（約 300 名送客予定）さ

れ、5本のメディア掲載に繋がるなど、広島空港を利用した

中国地方への訪日ツアー造成促進および露出拡大に貢献し

た。 

 

 （ドイツ） 

3月 4日～6日にかけて、ドイツのベルリンで旅行業界・メ

ディア等を対象とした旅行見本市「ITB Berlin 2025」が開

催され、ビジット・ジャパン・ブース（VJブース）を出展

した。宿泊施設・交通会社・自治体・DMO・DMCなどから 30

団体の共同出展参加があり、ドイツに限らず、他国からの

来場者に対して訪日旅行の情報発信及び商品開発を促し

た。VJブースでの商談件数は 1,083件、共同出展者の最上

位評価は 72%となり、国際的な商談の場となった。自治体・

DMO からは、北海道や長野県、大分県、沖縄県などからの

参加団体もおり、地方コンテンツの認知を高める場にもな

った。 

  

 （イタリア） 

10月 9日～11日、イタリア国内最大の規模旅行博 TTGに

VJブースを出展した。イベント全体の出展者は 2,700団

体、75か国から 1,000人ほどのバイヤーが参加し、全体
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とする。  

 

で 18,000件の商談が行われた。VJブースには共同出展者

として 17社が参加し、現地バイヤーらとの商談を実施し

た。イタリアにおいては高い訪日需要が続いていること

からも、新しい地域、地方の商品造成に意欲を持ってい

るエージェントが多く、今後の連携の可能性についての

商談が行われた。また、今年は、希望する共同出展者に

よるプレゼンを行い、航空会社や自治体、DMCなど 8社が

参加した。結果として、3日間で 3,610人がブースに来場

し、商談件数はブース全体で 841件、共同出展者の満足

度（4段階評価のうち最上位評価）は 94%となり、新規で

取引先となりそうなバイヤーとの商談機会を得られた等

の回答を得た。 

  

 （スペイン） 

6 月、スペイン旅行会社協会（CEAV）と連携して現地旅行

会社等を対象としたセミナーを実施した。日本への直行便

を再開予定の航空会社と連携し、地方誘客の需要を喚起し

会場には訪日旅行商品を販売する現地旅行会社 70 名が参

加し、ゴールデンルート以外の地方の魅力の認知向上につ

ながった。参加者からは地方の具体的な行程が非常に有用

だったという声や、今後は各移動手段の要点や価格比較の

情報提供があるとうれしいといった声があげられた。参加

者からの満足度は最上位評価が 95.5％となり、双方向の意

見交換を伴うセミナーとなった。 

 

【航空関連の商談会等への参加等による国際航空路線（特

に地方空港）の更なる回復・拡大】 

 （全市場） 

3 月に、パース（オーストラリア）で開催された「Routes 

Asia 2025」に参加し、アジアを中心とした 27社の航空会

社と商談を実施した。商談した航空会社の 70％は新規就

航・増便・復便を検討し、その内 50%は地方空港への就航

を検討していることなど、航空路線の回復・将来の拡大に

必要な情報の聴取を行うとともに、日本の空港の基本情報

や地方空港における就航需要等に係る最新情報の提供を

実施し、航空会社キーパーソンに対する効果的な情報交換

を行うことができた。 

 

【航空会社・旅行会社との共同広告等】 

 （韓国、中国、台湾、香港、タイ、シンガポール、インド
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ネシア、マレーシア、フィリピン、ベトナム） 

8月～3月にかけて、アジア 10 市場の訪日回数 2～5回程

度のライトリピーターを対象に、グローバルオンライン旅

行会社（OTA）2 社と日系 LCC 航空会社 1 社と連携して共

同広告を実施した。各市場で重点的に取り組む地方（送客

強化地域）を設定したほか、体験型コンテンツ、観光施設

の入場券、鉄道パス等の販売促進を実施し、訪日ファネル

における「予約・購入」の促進に資する取組を行った。 

キャンペーンの周知と送客強化地域の紹介のため、メディ

ア（タイ、シンガポール）、インフルエンサー（韓国、中国）

招請事業も計 4市場で行った。 

OTA と連携した共同広告では、計約 9.7万件の予約があり、

メディア招請では媒体接触者数が約 531万人、インフルエ

ンサー招請では媒体接触者数が約 751 万人 となるなど、

市場横断で地方誘客を戦略的に実施した事例となった。 

 

 （香港） 

9 月から 2 月にかけて、現地系航空会社と連携して、新型

コロナウイルス流行前に就航していた便の復便ならびに

新規就航を行う路線として新千歳、仙台、広島、福岡、熊

本、鹿児島、沖縄便を対象に共同広告を実施し、地方誘客

の強化を図った。SNS 広告やバナー広告等を実施し、約

3,321万リーチ、約 11万の予約人数を獲得し、予約率向上

に繋がる取組ができた。 

  

 （タイ） 

6 月末からタイ＝日本間を就航する 6社の航空会社 との共

同広告を実施し、新千歳、中部、福岡、那覇等の地方便の PR

を中心に行った。また国内線がある航空会社は東京、大阪

から地方路線への乗換便も併せて PRするなど、地方誘客の

強化を積極的に行った。2024年 6月～2025年 1月までの予

約件数は 94,789件に上った。 

 

 （フィリピン） 

11 月～3 月にかけて、フィリピン＝日本間の直行便を運航

する航空会社 3 社と連携し、オンラインにて共同広告を行

った。主に東京、大阪以外の地方に焦点を当てた広告内容

とし、合計で約 4,900万のリーチと 18,800以上の予約を獲

得した。 
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 （ベトナム） 

9 月上旬～3 月にかけて、地方誘客等の新しい旅行商品の

企画促進と送客増を目的とした「訪日旅行商品企画コンテ

スト」を開催した。当コンテストには、ベトナム全国の旅

行会社 27社から 76商品の応募があり、最終的に「地方性」、

「テーマ性」、「独自性」が高い 18商品を選出した。入賞し

た旅行会社 16 社と新規受賞旅行商品を中心に SNS 広告や

Google等で共同広告を実施し、リーチ数約 4,584万および

予約数 6,919人を獲得した。ベトナムからの旅行はゴール

デンルートが主流であるが、北海道や東北地方の商品が多

く見られるなど、当該市場における訪日旅行商品の多様化

と地方誘客促進、予約率向上に繋がる取組みとなった。 

 

 （中東） 

10月～2月にかけて、中東地域＝日本の直行便を運航して

いる航空会社 4 社および中東地域内の 5 カ国・8 社の旅行

会社と連携して共同広告を実施した。オンライン広告に加

えてオフラインによる一般消費者への直接訴求を組み合

わせ多角的な広告展開の実施により、計 2,403人の集客実

績を達成したほか、現地連携航空会社・旅行会社とのネッ

トワーク、コネクション形成、強化にも繋げた。 

 

【メディア招請による国内外メディアとの関係の強化】 

 （中国） 

7月にインフルエンサー及びメディア関係者を招請し、北

東北の魅力・情報発信を行った。アニメ「スラムダン

ク」の聖地の一つである岩手県能代市等ニッチかつ中国

市場に魅力的に映るコンテンツを採用したところ、SNS等

では好意的なフォロワーコメントが多く寄せられた。メ

ディアによるリーチ数は約 1,446 万、インフルエンサー

によるリーチ数は 3,001万、エンゲージメント数は約 10

万と、広く一般消費者にまだ知られていない東北の観光

情報を訴求した。 

 

 （インドネシア） 

2 月 1 日～7 日に、インドネシア市場の海外旅行関心層に

対して訴求力のある旅行インフルエンサーを 2名招請し、

北陸地域（新潟、富山、石川、福井）を視察した。現時点

で唯一インドネシアからの直行便が復便している東京を

起点に、北陸新幹線を活用した周遊行程とし、各地方の日
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本らしい寺社や庭園、自然風景、郷土料理等の食の魅力を

紹介した。招請事業の結果、取材コンテンツの魅力がイン

フルエンサーのインスタグラムにて詳細に紹介され、2 名

合計で総投稿数 59回（リール及びフィード投稿：18、スト

ーリー投稿：41）、総リーチ数約 244万（エンゲージメント

数約 16 万）を超える反応があり、北陸 4 県の訪日旅行先

の認知と興味関心の向上に繋がった。 

 

 （ドイツ） 

7月 3日～9日にかけて、メディア 4社を北海道に招請し、

釧路湿原や阿寒湖の早朝カヌーや雌阿寒岳のハイキング

を体験した。アイヌ文化との交流を目的に「KAMUY LUMINA

（カムイルミナ）」でカムイ舞踊のパフォーマンスを鑑賞

したほか、知床では多様な動物の撮影の機会があり、地元

のガイドより野生熊と人間の共生や動植物の生態系につ

いて学ぶことができた点が参加メディアから高い評価を

得た。アドベンチャートラベルの要素を幅広く紹介したこ

とで実際の記事成果にも繋がり、大手共同メディア「RND」

のネットワークでの露出を獲得したことも奏功し、印刷媒

体とオンライン媒体の合計で 2,898万リーチとなった。 

 

○ 能登半島地震の被災地復興支援に係るプロモーション 

 （台湾） 

北陸地域に関する正確な情報発信や被災地の観光復興・

北陸地域全体の誘客促進プロモーションを実施した。9月

に、台湾の旅行会社 3社との連携により、北陸の旅行商

品を販売する合同ランディングページを制作し、台湾の

インフルエンサーによる北陸地域の訪日取材の記事を掲

載した。また、10月には台湾の 3都市（台北・台中・高

雄）でオフラインイベントを開催し、インフルエンサー

が取材の様子を紹介したほか、12月にはオンラインイベ

ントを開催し、約 2,000人に北陸の魅力を訴求した。こ

のほか、航空会社と連携し国内線の利用促進を図る広告

及び共同広告を実施し、全施策を通じて約 57,000件の予

約数を獲得した。 

 

 （韓国、台湾、中国、香港） 

 北陸地域に関する正確な情報発信や被災地の観光復興を

目的として、9月～3月にかけて、東アジア 4市場のイン

フルエンサーを北陸 4県に招請し、プロモーション動画
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を計 8本制作した。機構サイト内の特設ページで、動画

や北陸新幹線延伸情報などを含む北陸の魅力を多角的に

各市場で拡散させ、動画の再生回数は計 5,600万回を達

成。韓国、台湾、香港の 3市場の広告接触者のうち 1,000

人以上が北陸を訪問し、具体的な送客に繋げた。 

 

 （フィリピン） 

能登半島地震の被災地復興支援のため、11 月～12 月に現

地の有力メディア 11 社を 2 つのコースに分けて北陸地域

に招請した。行程は訪問先の自治体とも調整を行い、立山

黒部アルペンルートや兼六園、恐竜博物館等の観光地の視

察に加え、地元の酒蔵や味噌工場の見学、井波彫刻や漆器

塗り等の体験も実施した。同地域にはフィリピン市場であ

まり知られていないコンテンツも多く、参加したメディア

からは「北陸の自然や食は素晴らしい」「新たな日本を知る

ことができて良かった」等の声が聞かれた。1 月以降、成

果記事が掲載され、媒体接触者数の合計は約 7,565万と広

範な情報発信が実現した。 

 

 （英国） 

英国にて開催された観光旅行見本市「World Travel Mart

（WTM）」に併せ、11月 8日にジャパン・ハウス ロンドン

で英国の旅行会社・メディア関係者や WTMへの日本の共同

出展者を招いてネットワーキングイベント「ビジット・ジ

ャパン・ナイト」を開催した。北陸地域をテーマとし、ゲ

ストスピーカーによる石川県を中心とした伝統工芸につ

いての講演や WTMの共同出展者であった富山県によるプレ

ゼンテーションを実施したほか、会場内に北陸 4県（石川・

富山・福井・新潟）の観光地を PRするための情報提供デス

クを設置した。北陸新幹線延伸で利便性が向上したことに

より、注目度が増している北陸地域の文化、伝統、自然、

食等の様々な魅力を発信した結果、120 名を超える参加者

の約 9割が最上位評価をつけ、満足度の高いイベントとな

った。 

 

 （主に欧米豪） 

能登半島地震の被災地復興支援に係るプロモーションと

して、観光需要・経済活動の回復や風評被害の払拭等を図

るため、グローバルメディア（CNN、euronews.）と連携し、

北陸四県（福井、石川、富山、新潟）の魅力を紹介する短
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編番組やデジタル記事を通じて、サステナブルなストーリ

ーを発信するとともに、サステナブルな旅行目的地として

の日本の認知拡大を図ることを目的としたプロモーショ

ンを実施した。 

CNN による番組風広告（2 分 30 秒、1 分）、euronews.によ

るスポンサード編成番組（5分×2本、30秒×2本）を制作

し、9月～12月にかけて合計で 1,018回放映され、媒体側

が推定した視聴者数は 6億 4,486 万人に上り、北陸四県の

サステナブルなストーリーを広く発信することができた。 

 

 （中国） 

能登半島地震被害地域の復興支援に寄与すべく、2024年度

中に中国特有の SNSである WeChatや Weibo、REDで北陸地

域（福井、富山、新潟、石川）の情報を約 100件発信した。

中でも 6 月に WeChat で発信した新潟の長岡花火大会を含

む花火大会特集記事は 46,000 の閲覧数を記録し（通常閲

覧数 8,000程度）、北陸の情報拡散と魅力発信に繋がった。 

 

○ 観光交流年等の機会を捉えた認知度向上への取組等 

 （米国） 

日米観光交流年の一環として、5 月にニューヨークで開催

された「Japan Parade /Japan Street Fair（ジャパンパレ

ード／ジャパンストリートフェア）」に参加した。Lucas 

Film 社等との連携によるフロートの走行や動画の配信等

を通じて、約 5万人の来場者に対して日本の魅力の訴求を

行った。訪日観光ブースでは、北陸地域をはじめとする日

本各地のパンフレットや情報提供を行い、日米観光交流年

の機運を高めるとともに、地方誘客の促進に寄与した。ま

た、あわせて一般消費者参加型の訪日促進プロモーション

として、8 日間の日本旅行が当たる懸賞キャンペーンを実

施したところ、27,000件を超える応募があり、北米市場で

の接点拡大に貢献した。 

 

 （米国） 

日米観光交流年の一環として、12月 6日～11日にかけて、

米国人旅行者の訪日旅行への興味関心度の向上と地方誘

客促進を目的とし、20 代～40 代のリピーター層を主なタ

ーゲットとして、ポケモンローカルアクツと連携し、東京

都、鳥取県、岡山県、香川県にインフルエンサーを招請し

た。鳥取砂丘の自然体験、倉吉の伝統的な街並み、座禅体
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験、旅館宿泊、岡山城における歴史や後楽園の日本庭園、

倉敷の街並み、直島や瀬戸内の景色について、ポケモンロ

ーカルアクツと絡めながら撮影し、地方の魅力を訴求する

コンテンツを制作することができた。本招請の成果とし

て、媒体接触者数約 663万、エンゲージメント数約 63万と

アニメをフックとした日本の観光を広く PRした。 

 

 （インド） 

9 月 28 日～29 日の 2 日間にわたり、ニューデリーにある

ショッピングモールで「Japan Travel Fair」（JTF）を開催

した。JTF は日印観光交流年の一環として民間主体で開催

されたアニメイベント「Mela! Mela! Anime Japan!!」の一

角で行われ、2 日間で推計約 2 万人が来場する盛況ぶりを

みせた。日本を代表する日系企業が多数参加したことに加

え、在インド日本国大使館、国際交流基金（JF）、日本貿易

振興機構（JETRO）等の政府関係機関が協力し、さらに自治

体国際化協会シンガポール事務所も共同出展したことで、

オールジャパンで地方の魅力を訴求した。 

 

 （インド） 

日印観光交流年の一環として、2本の招請事業を実施した。

１本目は 11月 28日～12月 4 日にかけて山梨県、長野県、

北陸地域（富山、石川、福井）へ、2本目は 2月 10日～17

日にかけて北海道へ、それぞれ旅行会社 6社 6名を招請し

た。北陸ルートは、インド市場で人気が上昇しているアル

ペンルートの定着と、能登半島地震からの復興を踏まえた

行程とした。被招請者からは「ゴールデンルートの依存か

ら脱却し、アルペンルートを第二の柱にしたい」、「紅葉の

美しさを経験して秋の商品も積極的に検討したい」等のコ

メントが寄せられ、将来的な訪日旅行商品の幅を広げるこ

とに繋がった。北海道ルートでは、急速に知名度が上昇し

ている北海道で撮影されたインド映画の公開を見据え、札

幌と札幌から簡単にアクセスできる周辺の観光地を周遊

する行程とした。また、北海道・札幌市と連携し、地域の

観光関係者と意見交換するミニセミナーを開催した。イン

ド側から「ゴールデンルートに 3泊程度加えることで商品

化が可能なことに気が付いた」、「学校休暇と重なる 5月に

桜を楽しむことができる旅行先として販売することが、北

海道を売り出す最初の一歩としては効果的」等の好意的な

コメントが寄せられた。2本の招請の結果、少なくとも 760
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名以上の送客が予定されている。 

 

【在外公館等、旅行会社以外の関連業界を含めた連携強化】 

 （ブラジル） 

9 月に在サンパウロ日本国総領事館と共同で一般消費者を

対象としたセミナーを実施し、高付加価値旅行や北陸地域

の魅力についてプロモーションを実施した。セミナーで

は、機構及び観光庁が誘致に取り組む高付加価値旅行モデ

ルコースの紹介、北陸新幹線を利用した関東、北陸、関西、

東海地方の周遊が容易に可能であること、併せて周辺の観

光情報を紹介した。消費者に直接プロモーションをできる

機会が限られる中、日本の最新の施策・取り組みについて、

消費者に直接プロモーションできたことは意義深く、参加

者の 100％から最上位の評価を得ることができた。また、

3 月には在ブラジル日本国大使館と共同で旅行会社等を対

象としたセミナーを実施した。2025年に迎える日伯友好交

流年 130周年を意識し、2023 年 9月からのビザ緩和を経て

急増を見せている訪日ブラジル人の動向に触れつつ、特に

北陸新幹線を利用した関東、北陸、関西、東海地方の周遊

が容易となったことや沿線の観光情報を提供した。また、

観光庁プロジェクトである「特別な体験の提供等によるイ

ンバウンド消費の拡大・質向上推進事業」に選定された 3

事業者が参加し、日本酒、能楽、ドリフト VR体験等の体験

型コンテンツを提供したことで、イベントは大いに盛り上

がり、参加者の 95%から最上位評価を得た。 

 

 （フランス） 

5 月 2 日、パリ日本文化会館にて、観光庁と共催で日仏間

の相互交流を拡大することを目的とした「日仏観光イベン

ト」を実施した。日仏両国の政府関係者、旅行業界関係者、

メディア等 120名が来場し、機構から北陸地域の観光魅力

について紹介したほか、建築家／東京大学特別教授・名誉

教授の隈研吾氏をはじめとする日仏の著名人をゲストス

ピーカーに迎え、日本の文化・地方・食に関連した情報を

発信した。同イベントには経済協力開発機構（OECD） 閣僚

理事会出席のため訪仏中の岸田総理大臣も訪れ、来場者に

対して訪日を呼びかけた。来場者への満足度調査の結果

は、最上位評価が 100％と、非常に満足度の高いイベント

となった。 
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 （フランス） 

7 月 25 日～8 月 11 日まで、オリンピック競技大会（フラ

ンス・パリ）開催に伴い、公益財団法人日本オリンピック

委員会（JOC）が「TEAM JAPAN HOUSE」を主催した。メダリ

ストを中心とした日本選手団の記者会見や日本文化の発

信が行われる中で、機構もブースを出展し、訪日観光プロ

モーションを実施した。国際的なスポーツイベントにちな

み、日本全国のアウトドアアクティビティ資源やマラソン

大会を紹介するパネルを展示したところ好評を博し、来場

者アンケートにおいても目標値である最上位評価 50％以

上を達成した。 

 

 

○ 旅行消費額拡大に向けた取組 

【一般消費者向け：市場別ウェブサイトや SNSアカウント

等のオウンドメディア、デジタル広告等の媒体を通じたデ

ジタルマーケティング】 

 （シンガポール） 

航空会社のオンラインメディアに瀬戸内に関する高付加

価値旅行コンテンツの記事広告を掲載した。同社のファー

スト、ビジネス、プレミアムエコノミークラスの利用・検

索のある人を含むターゲットに SNS広告を発信し、当該ペ

ージと機構の高付加価値旅行サイトへ誘引し、瀬戸内やそ

の他地域の高質な旅を訴求した。データを適切に分析・活

用することで、ターゲット層である高付加価値旅行者層と

その潜在層に広告を表示させることができ、約 226万のリ

ーチ数を得た。 

 

【一般消費者向け：旅行意欲の高い層に対する旅行見本市

やイベント等を通じた多様な日本の魅力の発信】 

 （タイ） 

11月 8日～10日に、タイ最大規模の訪日旅行に特化した

フェア「第 16回 FITフェア」をバンコク市内の高級ショ

ッピングモールで主催した。日本の自治体・観光関連団

体・企業等 67団体とタイの航空会社・旅行会社等 41団

体が出展し、一般消費者に対して訪日情報発信や旅行商

品の販売を実施したところ、3日間の来場者数は約

62,000人、訪日旅行商品購入額は約 1億 3,000万 THB

（約 5.7億円/3月 31日時点 1THB=4.4円換算）と、いず

れも過去最高を記録した。あらかじめ出展者に対し本フ
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ェアのテーマが地方の魅力発信であると伝えることで旅

行会社が地方の商品を目玉商品と位置付け、相談カウン

ターには地方の観光地に関する質問やそこに至る交通手

段に関する問い合わせが多く寄せられるなど、地方の魅

力を訴求する機会となった。 

 

 （中東） 

6 月 21 日～22 日に、クウェートで開催された観光イベン

ト「Tourista EXPO 2024」に在クウェート日本国大使館と

共同で出展した。海外からは日本が唯一の参加国であり、

会期中、日本ブースには、クウェート人富裕層を中心とし

た約 1,000人が来訪し賑わいを見せた。ブースでは、訪日

観光情報や大阪・関西万博に関する情報を提供したほか、

訪日旅行に関する具体的な個別相談を 132件実施し、現地

富裕層に対し旅行先としての日本の認知・興味・関心向上

を図った。 

 

【訪日旅行情報の記事化への取組】 

 （シンガポール） 

10月 21日～22日にかけて、旅行関係メディアとのネット

ワーキングイベント・商談会「IMM Asia 2024」に初参加し

た。機構はメディア 33社と面会し、北陸地域を中心とする

地方や高付加価値旅行などの魅力を訴求するとともに、各

メディアとのネットワーキングを実施した。また、本イベ

ント・商談会を通して新たに関係構築したメディアも対象

に、PR会社を活用したプレスリリース発信を行った。特に、

シンガポールからの訪日客数や国内線を利用した訪日旅

行のＰＲ、大阪・関西万博の開催、トラベルエチケットな

どをテーマに 1 月 16 日に発信したプレスリリースにおい

ては、シンガポールの 4大言語（英語、中国語、マレー語、

タミル語）で計 16件（内、シンガポールメディア 13件）

掲載され、媒体接触者数は 2,100 万に達するなど大きな反

響が得られた。 

 

【旅行会社を対象としたセミナーや商談会、招請等を通じ

た旅行商品造成・販売促進】 

 （中国） 

4月 15日～18日にかけて、中国・海南省（三亜市）で開

催された高付加価値旅行商談会に、機構の上海、成都、

広州の３事務所が参加した。中国で高付加価値旅行を取
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り扱う旅行会社が主催するイベントで、機構として自由

商談を含む計 75件の商談に対応し、高付加価値旅行先と

しての日本を訴求した。本商談会は、ラグジュアリーブ

ランドホテルや各国政府観光局等総勢 500名超が参加す

る大型商談会であり、商談会参加を通して、中国の 30都

市から参加した 158社 174名の高付加価値旅行関係者と

の新たな関係構築に取り組んだ。 

 

 （米国） 

プリンセスクルーズ社と連携し、米国高付加価値旅行層コ

ンソーシアム「Travel Leaders Network」に加盟する旅行

会社 40社を 7月に招請した。静岡県、鹿児島県、長崎県の

クルーズ港視察や周辺の観光資源視察を行った結果、アン

ケートでは 3 港合計で回答者の 79％より最上位評価を得

た。また、招請後、参加人数を 8名に絞って実施したポス

トツアーにおいては、福井県・金沢市を中心に訪問し、参

加者からは一般非公開の加賀友禅工房訪問等の高付加価

値コンテンツを中心に高評価が寄せられ、アンケート結果

では参加者全員が今後の商品化・送客に高い意欲を見せる

など、北陸を盛り込んだ旅行商品造成を後押しした。 

 

 （米州） 

北米最大級のクルーズ見本市・商談会「Cruise360（フロ

リダ州）」に出展し、トラベルアドバイザー、メディアな

ど業界関係者約 600人とのネットワーキングや訪日セミ

ナーを実施した。クルーズ商品を取り扱うアドバイザー

と計 155件の商談を実施し、クルーズ・デスティネーシ

ョンとしての日本の認知度向上を図った。またメキシコ

において、「ILTM Latine America」及び「ILTM North 

America」商談会へ参加し、北米の高付加価値旅行取り扱

い旅行会社と計 63件の商談を行うなど、高付加価値をテ

ーマとした訪日商品の造成を働きかけた。 

 

 （カナダ） 

6 月 4 日、韓国観光公社（KTO）、トロント事務所および現

地の航空会社と連携し、高付加価値旅行者を顧客に抱える

旅行会社職員 50 名を対象としたセミナー・ネットワーキ

ングイベントを開催した。機構と KTOからそれぞれ、日韓

両国の高付加価値旅行コンテンツや両国を巡る際のモデ

ルルートを紹介し、参加者の 90％から最上位評価の満足度
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を得た。 

 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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②市場横断プロモーションの展開 

3. 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

  

  
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

（1）訪日マーケテ

ィング業務 

②市場横断プロモ

ーションの展開 

 

消費額増大や地

方への誘客に資す

る市場開拓を目指

し、市場横断訪日

マーケティング戦

略を策定し市場横

断プロモーション

を展開する。 

具体的には、高付

加価値旅行推進に

資するプロモーシ

ョンとして、高付

加価値旅行層向け

のサービス内容の

収集・蓄積、国内

関係者のネットワ

ーク化、高付加価

値旅行を取り扱う

海外の旅行会社等

へのセールスの強

化、高付加価値旅

行層向けの情報発

信の強化に取り組

み、高付加価値旅

行の国内関係者を

つなぐ情報ハブ化

を進める。また、

高付加価値旅行層

のみならず訪日旅

行消費額の引き上

げや長期滞在、地

（1）訪日マーケテ

ィング業務 

②市場横断プロモ

ーションの展開 

 

消費額増大や地方

への誘客に資する市

場開拓を目指し、市

場横断訪日マーケテ

ィング戦略を策定し

市場横断プロモーシ

ョンを展開する。 

具体的には、高付加

価値旅行推進に資す

るプロモーションと

して、高付加価値旅

行層向けのサービス

内容の収集・蓄積、

セミナー等を通じた

旅行関係者や地方自

治体・DMO 等国内関

係者の恒常的なネッ

トワーク化、国内関

係者と共同での海外

における商談会への

参加等高付加価値旅

行を取り扱う海外の

旅行会社等へのセー

ルスの強化、高付加

価値旅行層向けメデ

ィアやデジタルを活

用した高付加価値旅

行層向けの情報発信

の強化に取り組み、

高付加価値旅行の国

内関係者をつなぐ情

（1）訪日マーケテ

ィング業務 

②市場横断プロモ

ーションの展開 

 

消費額増大や地方

への誘客に資する

市場開拓を目指し、

市場横断訪日マー

ケティング戦略を

踏まえ、市場横断プ

ロモーションを展

開する。 

消費額拡大に資す

る高付加価値旅行

のプロモーション

については、「地方

における高付加価

値なインバウンド

観光地づくり事業」

におけるモデル観

光地等と連携し、高

付加価値旅行層向

けのサービス内容

の収集・蓄積、マッ

チングイベント等

を通じた旅行関係

者や地方自治体・

DMO 等国内関係者

の恒常的なネット

ワーク化、国内関係

者と共同での海外

における商談会へ

の参加等高付加価

値旅行を取り扱う

海外の旅行会社等

＜主な定量的指標＞ 

 機構が実施する

消費額拡大に効

果の大きい施策

（高付加価値・

テーマ別・大規

模イベント事

業）におけるデ

ジタル広告によ

る延べリーチ数

を 5,100 万リー

チ以上とする。 

 機構が実施する

消費額拡大に効

果の大きい施策

（高付加価値・

テーマ別・大規

模イベント事

業）におけるデ

ジタル広告によ

る延べエンゲー

ジメント数を

230 万エンゲー

ジメント以上と

する。 

 高付加価値旅行

に関する商談会

における機構及

び共同出展者の

商 談 件 数 を

1,500 件以上と

する。 

 上記の高付加価

値旅行に関する

商談会の参加者

による評価につ

＜主な業務実績＞ 

②市場横断プロモーションの展開  

○ 消費額拡大に資する高付加価値旅行推進プロモーション 

【高付加価値旅行層向けのサービス内容の収集・蓄積】 

· （全市場）  

観光庁やその他省庁の補助を受けたものを含め、観光庁

が選定した高付加価値旅行のモデル観光地を中心に全国

の優良な高付加価値旅行コンテンツを収集・選定した。

食、アート、文化等の分野別の専門家の評価も経て、希少

性のある特別な体験やその土地ならではの本質的な魅力

を楽しむことができる体験、施設等を 20件選定し、機構

が運営する高付加価値旅行の特設ウェブページに 4 言語

（英語・フランス語・ドイツ語・スペイン語）で掲載した。

これらのコンテンツは、商談会や旅行会社招請を通じて

海外旅行会社へ紹介しているが、前年度に選定・掲載した

コンテンツを含め、合計 145 件となり、高付加価値旅行

として提案可能な地域や行程の多様化が期待できる結果

となった。また、新たに各モデル観光地の概要（デスティ

ネーションとしてのコアバリュー、代表的な観光コンテ

ンツ、宿泊施設等)を紹介するページを新設し、地方の魅

力発信の強化を図った。 

 

【マッチングイベント等を通じた旅行関係者や地方自治

体・DMO等国内関係者の恒常的なネットワーク化】 

· （全市場） 

高付加価値旅行の受入に関係する国内関係者のネットワ

ーク創出を目的に、DMC（バイヤー）と旅行者にサービス

を提供する観光関連事業者（宿泊・観光・交通等）・地方

自治体・DMO（セラー）とのマッチングイベントを計 6回

実施した。うち 3 回は、観光庁が選定した高付加価値旅

行のモデル観光地のセラー、うち１回はアドベンチャー

トラベルのセラー、残り 2回は全国からセラーを公募（モ

デル観光地を含む）してイベントを実施した。6回の合計

で、バイヤーが延べ 152 名、セラーが 171 名の計 323 名

が参加し、計 1,123 件の面談が行われ、国内の高付加価

値旅行関係者の新たなネットワーキングを創出した。 

＜評定と根拠＞ 

評定 S： 

 

【総合評価】 

 消費額拡大に資する高付

加価値旅行への取組みに

ついて、食、アート、文

化等、日本ならではの希

少性ある体験の多言語発

信や、海外旅行会社と高

付加価値旅行に意欲的な

国内事業者との商談会開

催等を通じたネットワー

クと販路の構築を図ると

ともに、高付加価値旅行

者向けガイドの育成を行

った。 

 アドベンチャートラベル

（AT）関連イベントに積

極的に出展し、日本の AT

コンテンツの情報発信や

関係者とのネットワーク

構築を推進するととも

に、機構として初めて「ア

ドベンチャーウィーク沖

縄」を開催し、海外から

招請した有力旅行会社や

メディアに対し、積極的

な PR活動を展開した。 

 大阪・関西万博の開催を

契機とした万博＋観光促

進の観点より、機構本部

及び世界各国の海外事務

所において、旅行博出展

や訪日観光セミナーの実

施、旅行会社・メディア

評定 Ｓ 

＜評定に至った理由＞ 

 

【総合評価】 

機構が定める訪日マーケティング戦略を踏ま

え、ターゲットを明確にした上で市場横断プロモ

ーションを実施した。具体的には、日本ならではの

希少性ある体験の多言語発信や、海外旅行会社と

高付加価値旅行に意欲的な国内事業者とのネット

ワーク及び販路構築を図るための商談会開催等に

より、消費額拡大に資する高付加価値旅行拡大に

向けて取り組んだ。またアドベンチャートラベル

関連では、イベントに積極的に出展するとともに、

機構として初めて「アドベンチャーウィーク沖縄」

を開催し、海外から招請した有力旅行会社やメデ

ィアに対し、積極的な PR活動を展開した。大阪・

関西万博の開催に向けては、BtoB・BtoC の両面か

ら、あらゆる機会を通じて万博＋観光の PRを行っ

た。またこれらの事業を実施するにあたっては、招

請したメディアによる記事や番組への接触者数等

を定量的目標として定めて成果を管理するなど、

PDCA サイクル化を徹底してより効果的な事業実施

に繋げた。 

 

【質的成果】 

高付加価値旅行に携わる国内関係者のネットワ

ーク構築を目的に、マッチングイベントを複数回

開催した。特に欧米豪中東地域の旅行会社が参加

した「Japan Luxury Showcase 2025」においては、

参加した旅行会社から 2026年までに 1.3万人の訪

日送客を見込むとの回答が得られるなど、今後の

実需創出に貢献した。またアドベンチャートラベ

ルに関する取組みでは、機構として初めて「アドベ

ンチャーウィーク沖縄」を実施し、海外から招請し

た有力旅行会社やメディアに対し、積極的な PR活

動を展開した。大阪・関西万博に向けたプロモーシ
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方誘客が見込める

テーマ別の取組

（サステナブル・

ツーリズム、アド

ベンチャートラベ

ル、欧米豪市場の

訪日無関心層向け

プロモーション

等、取組の成果や

市場動向等を踏ま

え、重点的に取り

組むテーマについ

て設定）、大阪・関

西万博等国内の大

規模イベントと連

動したプロモーシ

ョンに取り組む。 

報ハブ化を進める。

また、高付加価値旅

行層のみならず訪日

旅行消費額の引き上

げや長期滞在、地方

誘客が見込めるテー

マ別の取組（サステ

ナブル・ツーリズム、

アドベンチャートラ

ベル、欧米豪市場の

訪日無関心層向けプ

ロモーション等、取

組の成果や市場動向

等を踏まえ、重点的

に取り組むテーマに

ついて設定）に、最

適な手法や媒体を用

いて取り組むほか、

国内関係者との連携

の下、大阪・関西万

博等国内の大規模イ

ベントと連動したプ

ロモーションに取り

組む。 

 

数値目標 

 中期目標期間

中、機構が実施

する消費額拡

大に効果の大

きい施策（高付

加価値・テーマ

別・大規模イベ

ント事業）にお

けるデジタル

広告による延

べリーチ数を

毎 年 度 平 均

5,100 万リーチ

以上とする。 

へのセールスの強

化、高付加価値旅行

層向けメディアや

デジタルを活用し

た高付加価値旅行

層向けの情報発信

の強化に取り組み、

高付加価値旅行の

国内関係者をつな

ぐ情報ハブ化を進

める。 

また、高付加価値旅

行層のみならず訪

日旅行消費額の引

き上げや長期滞在、

地方誘客が見込め

るテーマ別の取組

を進める。 

具体的には、サステ

ナブル・ツーリズム

への関心の高まり

に対応し、国際認証

を受けた地域をは

じめとするサステ

ナブル・ツーリズム

に取り組む地域や

サステナビリティ

を体現する観光コ

ンテンツの海外向

け情報発信を行う。

アドベンチャート

ラベルの推進にお

いては、Adventure 

Travel Trade 

Association(ATTA) 

や国内各広域 DMO

等と連携し、日本全

国のアドベンチャ

ートラベルの魅力

発信を行うほか、ア

いて、4段階評価

で最上位の評価

を得る割合を平

均 40％以上とす

る。 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

市場横断プロモー

ション事業の実施主

体として、最新の旅

行トレンドを把握し

ながら訪日プロモー

ション重点市場毎に

戦略を策定し、ター

ゲット層を明確にし

たうえで事業を進め

ているか。 

また、政府目標の

動向を踏まえ、個々

の事業ごとに招請し

たメディアによる番

組・記事の接触者数

等 の 定 量 的 目 標

（KPI）を設定し、事

業成果を厳格に管理

する等、PDCAサイク

ル化を徹底し、適正

かつ効果的に事業を

実施しているか。 

更に、各国の状況

に精通している外国

人有識者等の知見を

活用しているか。 

 

【商談会への参加等高加価値旅行を取り扱う海外の旅行

会社等へのセールスの強化】 

 （アジア、オセアニア） 

7 月にシンガポールで開催された「ILTM Asia Pacific 

2024」に共同出展者 15団体（DMC、宿泊施設、DMO・地方

自治体等）とともに、ブースを出展した。同商談会には主

にアジア、オセアニア地域からのバイヤーが 660 名、セ

ラー677団体が参加した。機構及び共同出展者 15団体合

計で 997 件の商談を行い、海外の旅行会社に対して、日

本の高付加価旅行に関する情報提供を効果的に行うこと

ができた。また、共同出展者の満足度（4段階評価のうち

最上位評価）は 93.3％と高い評価を得ることができ、共

同出展者に対し、海外の有力な旅行会社とのネットワー

キングや商談の機会を提供することができた。 

 

  （欧米豪・中東） 

12月にフランス・カンヌで開催された「ILTM Cannes 202

４」に共同出展者 30 団体（DMC、宿泊施設、DMO・地方

自治体等）とともに、ブースを出展した。同商談会には全

体で、主に欧米豪、中東地域からのバイヤーが 2,593 名、

セラー2,350団体、メディア 100 社が参加した。機構及

び共同出展者 30 団体合計で 1,399 件の商談を行い、海

外の旅行会社に対して、日本の高付加価旅行に関する情

報提供を効果的に行うことができた。また、共同出展者

の満足度（4 段階評価のうち最上位評価）は 83.3％と高

い評価を得ることができ、共同出展者に対し、海外の有

力な旅行会社とのネットワーキングや商談の機会を提供

することができた。 

 

 （欧州） 

高付加価値旅行コンソーシアム Serandipians に加盟す

る有力な旅行会社 5 社（フランス、英国、ドイツ、ベル

ギー、ルクセンブルグ）を日本に招請し、日本の地方の視

察・体験機会を提供した。Serandipiansが 2024年以降の

テーマとしている「Craftsmanship（匠の技）」に合わせた

行程として、越前和紙工房（福井県）、ジーンズ工房（広

島県）等の視察、体験を行った。参加旅行会社の満足度

（4 段階評価のうち最上位評価）は 100％となったほか、

本事業をきっかけに、参加旅行会社全社が今後訪日旅行

等の招請、専用ウェブサ

イトや SNS を活用した情

報発信等、BtoB・BtoCの

両面から、あらゆる機会

を通じて万博＋観光の

PRを行った。 

 

【質的成果】 

〇マッチングイベント等を通

じた旅行関係者や地方自治

体・DMO等国内関係者の恒常的

なネットワーク化 

 高付加価値旅行に携わる

国内関係者のネットワー

ク構築を目的に、旅行手

配を行う DMC と観光事業

者・自治体・DMOをつなぐ

イベントを計 6 回開催。

2025 年 2 月に行った

「 Japan Luxury 

Showcase 2025」では、欧

米豪中東地域の旅行会社

が参加し、商談会や国内

観光資源の視察等を通

じ、高付加価値旅行商品

の造成や販売促進を図っ

た。なお、参加した旅行

会社からは、2026年まで

に 1.3 万人の訪日送客を

見込むとの回答が得られ

るなど、今後の実需創出

にも貢献した。 

 

〇アドベンチャートラベルの

取組み 

 機構初の取組みとして

「アドベンチャーウィー

ク沖縄」を実施。有力な

AT 関連の旅行会社およ

びメディア関係者計 15

ョンでは、旅行会社向けセミナーや商談会等の

BtoB向け施策の他、BtoC向け施策として、外国人

ライターによる記事や動画の制作、デジタル広告

を活用した情報発信、オリジナルデジタルアート

の制作と配布等を積極的に展開し、「万博＋観光」

の観点で万博と日本各地の魅力を広くアピールし

た。 

 

【数値目標】 

数値目標については、全目標で達成率が 120%を

超えるなど、所期の目標を上回る成果が得られて

いると認められる。 

 

以上のことから、数値目標については全て 120％

以上達成していることに加え、重要度の高い目標

を達成したという観点、また消費額拡大に向けて

商談会等のイベントを積極的に行ったことや、ア

ドベンチャーウィーク沖縄を開催するなど機構と

して初めての取組みも行っていること等から、質

的にも評価できる実績であるため、機構の業績向

上努力により、中期計画における所期の目標を量

的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると

認められ、評定を「Ｓ」とする。 

 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は「Ｓ」評定が妥当であ

るとの意見で一致した。 
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（参考）デジタ

ル広告施策全

体の想定リー

チ数：1億 5,300

万リーチ  

 中期目標期間

中、機構が実施

する消費額拡

大に効果の大

きい施策（高付

加価値・テーマ

別・大規模イベ

ント事業）にお

けるデジタル

広告による延

べエンゲージ

メント数を毎

年度平均 235万

エンゲージメ

ント以上とす

る。 （参考）デ

ジタル広告施

策全体の想定

エンゲージメ

ント数：1,080

万エンゲージ

メント  

 中期目標期間

中、高付加価値

旅行に関する

商談会におけ

る機構及び共

同出展者の商

談件数を毎年

度平均 1,500件

以上とする。  

 中期目標期間

中、上記の高付

加価値旅行に

関する商談会

ドベンチャートラ

ベルコンテンツの

磨き上げと販路拡

大に向けた取り組

みも実施する。さら

に、滞在期間が長

く、旅行消費額も多

い欧米豪市場を中

心とする旅行者に、

デジタルマーケテ

ィングを駆使して

旅行先として魅力

的な日本を認知・興

味関心を高めるプ

ロモーションを行

う。 

同様に、大阪・関西

万博においても、日

本国際博覧会協会

や国内関係者と連

携し、積極的なプロ

モーションに取り

組む。具体的には、

万博をきっかけと

して日本に興味を

持った外国人を対

象に、万博及び万博

のテーマと連動し

た各地域の特色を

活かしたストーリ

ー性のあるコンテ

ンツを旅行者と地

域住民の交流拡大

の観点からウェブ

サイト特設ページ

や動画を通じて発

信する等、地方誘客

に資する取り組み

を促進する。 

 

を取り扱うこととなった。参加者の 1 人は自身も旅行会

社を経営する Serandipians会長で、機構と共同で行った

日本国内メディア向けのメディアブリーフィングでは、

高付加価値旅行のデスティネーションとしての日本の各

地域の更なる誘客のポテンシャルについての発言があっ

た。 

 

 （欧米豪・中東） 

旅行消費額の増加と地方への誘客強化のため、「Japan 

Luxury Showcase 2025」を 2024 年 2月に続き主催し、欧

米豪・中東地域の高付加価値旅行を取り扱う旅行会社 16

か国 40社を招請した。参加旅行会社（バイヤー）は、観

光庁選定の高付加価値旅行モデル観光地を参考に、「歴

史」「文化」「自然」「信仰」「アート」「ウェルネス」等の

テーマを設定した 9コース（日光・八幡平、北陸、奈良・

和歌山等）に分かれて、各地域の特別感のある文化・自然

系の観光コンテンツの視察・体験を行った後、全国のラ

グジュアリーホテル・高級旅館及び DMC、運輸事業者 45 

社（セラー） との商談を実施した。バイヤーの満足度（4

段階評価のうち最上位評価）は 87.5％、商談件数は 678

件に上り、バイヤー・セラー双方から有望な連携先を見

つけることができたという声が聞かれた。商談会に限定

した満足度（4 段階評価のうち最上位評価）はバイヤー

77.5％、セラーで 53.3％となった。更には、本事業を通

して「日本への送客を大いに検討する」と回答したバイ

ヤーは全体の 97.5%に上り、今後の日本への送客予定に

関してのヒアリングでは、2025年が 5,600人、2026年が

8,000人との回答があり、高い送客効果が確認できた。 

 

【高付加価値旅行層向けの情報発信の強化】  

 （主に欧米豪）  

モデル観光地の認知度向上を目的に、主に欧米豪市場の

訪日経験層向けに、CNNと連携し、各地域の魅力をストー

リーとして伝える短編番組を制作・放映した。具体的に

は、番組風広告（60秒の 1種類）では八幡平の雄大な自

然と漆に代表されるクラフトマンシップの視点から地域

の魅力を紹介した。また、編成番組（旅行番組、30分×1

種類（総集編）、60 秒ヴィネット×5 種類）内では、CNN

名を沖縄に招請し、国内

サプライヤーに対してプ

ロの視点から助言を行っ

た。参加した旅行会社は、

今後具体的な旅行商品化

を予定。また、BtoC 向け

の取組みとして、AT 有力

団体代表者によるインタ

ビュー動画を通じた日本

各地の AT コンテンツの

紹介や、ウェブサイトを

通じた情報発信等を行っ

た。 

 

〇大阪・関西万博に向けたプ

ロモーション 

 BtoB向け施策として、旅

行会社向けセミナーや商

談会等を通じて、「万博＋

観光」の PRおよび国内関

係者とのネットワーク構

築を推進するとともに、

BtoC向け施策として、外

国人ライターによる万博

テーマに関連した記事や

動画の制作、デジタル広

告を活用した情報発信、

オリジナルデジタルアー

トの制作と配布等を積極

的に展開し、万博及び日

本各地の魅力を広くアピ

ールした。 

 

【数値目標】 

 機構が実施する消費額拡

大に効果の大きい施策

（高付加価値・テーマ別・

大規模イベント事業）に

おけるデジタル広告によ

る 延 べ リ ー チ 数 ：
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の参加者によ

る評価につい

て、4 段階評価

で最上位の評

価を得る割合

を毎年度平均

40％以上とす

る。  

数値目標 

 機構が実施す

る消費額拡大

に効果の大き

い施策（高付

加価値・テー

マ別・大規模

イ ベ ン ト 事

業）における

デジタル広告

による延べリ

ー チ 数 を

5,100 万リー

チ 以 上 と す

る。 

 機構が実施す

る消費額拡大

に効果の大き

い施策（高付

加価値・テー

マ別・大規模

イ ベ ン ト 事

業）における

デジタル広告

による延べエ

ンゲージメン

ト数を 230 万

エンゲージメ

ント以上とす

る。 

 高付加価値旅

行に関する商

談会における

機構及び共同

出展者の商談

件数を 1,500

件 以 上 と す

る。 

 上記の高付加

価値旅行に関

特派員が知る人ぞ知るデスティネーションとして紀伊半

島の伝統工芸、自然、食の魅力を訪問・体験する様子が紹

介された。番組風広告は 288 回、編成番組は短尺版含め

840回放送され、媒体側が推定した視聴者数は前者が 2.6

億人、後者が 3.8億人に上り、広く上記地域の魅力を発

信することができた。 

 

【高付加価値旅行ガイドの育成】  

 （主に欧米豪）  

高付加価値旅行者が求める体験やサービスを提供する英

語ガイドを育成するための研修を、48名の受講者を対象

に実施した。具体的には、高付加価値旅行者とのコミュ

ニケーションのあり方や食・工芸・アート等の専門家に

よるオンラインでの座学研修のほか、実践的なガイド模

擬ツアーや高付加価値旅行者が実際に宿泊・体験するホ

テルや観光コンテンツの視察等多様なプログラムを行っ

た。研修の終盤には、受講者とガイド手配を行う DMC と

のマッチングイベントも実施し、新たなビジネスにつな

がる機会を提供した。受講者からは、高付加価値旅行者

を満足させるための対応力や柔軟性を高めることができ

たという声が聞かれたほか、ガイドとのマッチングイベ

ントに参加した DMC の満足度は 8 割、平均して 26 人の

有望ガイドと面談できたとの回答を得て、ガイド不足の

課題に貢献した。 

 

○ 訪日旅行消費額の引き上げや長期滞在、地方誘客が見込

めるテーマ別の取組 

【サステナブル・ツーリズムの取組】 

 (主に欧米豪) 

サステナビリティに関心の高い高付加価値旅行者層に向

けて、グローバルメディア（BBC）と連携し、日本でのサ

ステナブルな旅の魅力（「自然と自然に根ざした文化」）

をストーリーで伝える番組風広告（2分・60秒・30秒の

計 3種）を制作した。奥松島を取り上げ、1～2月にかけ

て放映を行った。合計で 102 回放送され、媒体側が推定

した視聴者数は 3.9 億人に上り、日本のサステナブルな

ストーリーを広く発信することができた。 

また、サステナブルの国際認証やアワードを取得してい

る地域を「訪日外国人旅行者に対する魅力訴求」と「持続

可能な観光に取り組む地域」の両面を重視したストーリ

240,466,204 リーチ（目

標：5,100万リーチ以上、

達成率：472％）  

 機構が実施する消費額拡

大に効果の大きい施策

（高付加価値・テーマ別・

大規模イベント事業）に

おけるデジタル広告によ

る延べエンゲージメント

数：28,896,463エンゲー

ジメント（目標：230 万エ

ンゲージメント以上、達

成率：1256％）  

 高付加価値旅行に関する

商談会における機構及び

共同出展者の商談件数：

4,474件（目標：1,500件

以上、達成率：298％）  

 上記の高付加価値旅行に

関する商談会の参加者に

よる評価について、4 段

階評価で最上位の評価を

得る割合：77.8％（目標：

平均 40％以上、達成率：

195％）  

 

以上のことから、機構の業績

向上努力による数値目標の達

成に加え、質的な実績も考慮

し、年度計画における所期の

目標を大幅に上回る成果が得

られていると判断したため、

評定を Sとする。 
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する商談会の

参加者による

評 価 に つ い

て、4段階評価

で最上位の評

価を得る割合

を平均 40％以

上とする。 

 

ーとして取り上げるデジタル記事を 5 本制作し、機構が

運営するサステナブル特設ページに英語で掲載した。  

 

 (主に欧米豪) 

能登半島地震の被災地復興支援に係るプロモーションと

して、観光需要・経済活動の回復や風評被害の払拭等を

図るため、グローバルメディア（CNN、euronews.）と連携

し、北陸四県（福井、石川、富山、新潟）の魅力を紹介す

る短編番組やデジタル記事を通じて、サステナブルなス

トーリーを発信するとともに、サステナブルな旅行目的

地としての日本の認知拡大を図ることを目的としたプロ

モーションを実施した。 

CNNによる番組風広告（2分 30秒、1分）、euronews.によ

るスポンサード編成番組（5分×2本、30秒×2本）を制

作し、9 月～12 月にかけて合計で 1,018 回放映され、媒

体側が推定した視聴者数は 6 億 4,486 万人に上り、北陸

四県のサステナブルなストーリーを広く発信することが

できた。（再掲） 

 

【アドベンチャートラベルの取組】 

 （欧米豪） 

地方誘客、消費単価の拡大に資するアドベンチャートラ

ベル（AT）旅行者の誘客を目的に、国際的な AT業界団体 

Adventure Travel Trade Association（ATTA）とともに

11月にアドベンチャーウィークを沖縄にて開催した。ガ

イド研修、サプライヤー向けセミナー等の事前準備、フ

ァムツアーを通じて商品を磨き上げ、沖縄側サプライヤ

ー13社と被招請者 15名（旅行会社 12名、メディア 3名）

との商談会を行った。また、2025年度東北で実施予定の

アドベンチャーウィークに先立ち、2024年度は、開催地

の募集・選定およびサプライヤー向け事前研修を実施し

た。 

 

 （主に欧米豪） 

継続的に AT デスティネーションとしての日本を PR する

ために、10月にパナマで開催された Adventure Travel 

World Summit 2024に参加。日本各地の広域 DMO 等（8 

団体）と連携した Japan Lounge でのネットワーキング・

情報発信、クロージングセレモニーでのプレゼンテーシ

ョン商談会・メディアコネクトに参加し、26件 の商談を
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実施した。 大会には世界の業界関係者が約 605名参加し

ており、Japan Lounge で各広域 DMO 等と一体となり情

報発信を行うことで、日本のプレゼンスを大いに高める

ことができた。 

 

· （米国） 

旅行会社の招請事業を実施した。また、6月にアッシュビ

ルで開催された AdventureELEVATE2024に参加した。業界

関係者約 280 名が集まる本イベントにてランチ時のプレ

ゼンテーション、エンターテイメント、食事と「JNTOス

テーション」での情報発信を実施した。商談では、旅行

会社 13社、メディア 2社に機構のアドベンチャートラベ

ルの取り組みや、日本の多彩なアドベンチャーデスティ

ネーションを紹介した。 

 

· （主に欧米豪） 

AT特設ページ内に、実際に現地で体験して記事化したコ

ンテンツ「Travel Logs」を東北海道、北東北、山陰方面

で 3 本制作したほか、スノー、ダイビングを中心とした

既存コンテンツの内容更新を行うとともに、サイト全体

の回遊促進を図ることを目的とした TOP ページの改修を

行った。加えて、グローバルメディアと連携し、ATTAの

Shannon Stowell CEOによる、日本各地の ATコンテンツ

を紹介するインタビュー動画、ウポポイへの誘客を目的

としたアイヌ伝統文化の紹介と合わせた短編番組動画等

の新しいコンテンツを拡充し、継続的に日本のアドベン

チャートラベルの魅力を世界に向けて情報発信した。 

 

【欧米豪市場を中心とする旅行者向けにデジタルマーケ

ティングを駆使して日本を認知・興味関心を高めるプロ

モーション】 

 （米国、カナダ、メキシコ、オーストラリア、英国、フラ

ンス、ドイツ、イタリア、スペイン、インド、中東地域、

北欧地域） 

欧米豪市場における訪日旅行に関心がない「訪日無関心

層」に対して、各個人の興味・関心を大きく 7 つに分類

（7つのパッション）し、それらを切り口に、日本に触れ

るきっかけを作り、旅行先としての日本の「認知」を拡

大するため、7 つのパッションを表現する静止画と動画

を使ったウェブ広告を実施。多様な 12市場の訪日無関心
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層約 8,436 万人にリーチし、クリック数約 342 万件、

100％動画再生数約 349万件を達成。複数メディアを横断

して 1 ユーザーに繰り返し広告を配信する手法でエンゲ

ージメントを高めることができた。 

 

【大阪・関西万博に向けたプロモーション】 

 （中国、台湾、韓国、米国、ドイツ、イタリア、中東地域

を中心とする各市場） 

2025年日本国際博覧会協会の PR重点期間（9月～11月）

に合わせて、大阪・関西万博およびそのテーマに関連す

る地域の観光を題材とした 3 つのコンテンツ（①取材記

事、②ストーリー動画、③デジタルアート）を制作し、

これらを活用したデジタル広告を実施し、万博や訪日関

心層に対して多様なアプローチを行った。 

①万博テーマに関連した地域観光を題材に外国人ラ

イターが取材した 6 本の記事と取材で出会った地域

の人々との交流の様子等を収めたショート動画を 6

本制作した。 

②全国を 8 地域に分け、各地域の万博テーマに関連

した観光を題材に、外国人旅行者が実際に旅行して

いるようなセミドキュメンタリースタイルで動画 8

本を制作した。各動画は 5～7分の長さで、3～5つの

観光体験や施設を地域やストーリーに合わせた多様

なキャストが紹介した。 

③万博テーマに関連した地域観光を題材にデジタル

アート 20点を制作し、ウェブサイトで公開するとと

もに、2025年日本国際博覧会協会の EXPO2025デジタ

ルウォレット※1との連携により NFT（Non Fungible 

Token）※2として 7000枚配布した。 

プロモーションを通じて、約 8,226万人にリーチし、

約 1,560 万のエンゲージメントを獲得した。また、

2025 年日本国際博覧会協会が大阪・関西万博のテー

マに親和性のある高付加価値な旅行商品をオンライ

ン販売する観光ポータルサイトへの遷移数は約 1.7

万となった。結果として、大阪・関西万博を契機に、

開催地以外の地域の魅力に関する情報を効果的に発

信することができた。 

※1…大阪・関西万博でのキャッシュレス推進の理解促進

や、万博のテーマである「デジタル」「未来への行動」の
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理解促進と万博参加を目的としたアプリサービス。 

※2…ブロックチェーンを基盤に作成された、代替不可能

なデータ。 

 

· （全市場） 

2025年開催の大阪・関西万博に向け、万博のテーマに関連

した 全国の観光コンテンツをストーリーで紹介する動画

7本に加えて、被災地の観光復興を目的に被災地 4県を取

り上げた動画 1本を追加で制作した。また、動画の短尺版

をオンライン広告に使用していたことで視聴回数が約 53

万回となり、万博＋観光のターゲットである７市場に向け

た発信を行うことができた。  

 

【クルーズ誘致プロモーション】 

 （全市場） 

4 月にマイアミビーチ（米国）で開催された「Seatrade 

Cruise Global 2024」に地方自治体 20団体と共同で日本

ブースを出展し、欧米を中心としたクルーズ船社 10社と

の商談会を実施した。商談は計 73件行い、クルーズ船の

日本への寄港促進や寄港地におけるエクスカーションの

拡充を働きかけた。また、現地で開催されたカンファレ

ンスに参加し、クルーズ業界の最新の動向に関するレポ

ートを作成し、日本の港湾関係者に共有した。 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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（3）国際会議等の誘致・開催支援業務 

3. 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

（3）国際会議等の

誘致・開催支援 

国際的な MICE 誘

致競争の激化や、ポ

ストコロナを見据え

た新たなニーズへの

対応も可能となるよ

う、観光立国推進基

本計画等の政府目

標・方針も踏まえ、

MICE マーケティン

グ戦略を策定しつつ

国際会議等の誘致・

開催支援に係る取組

を強化する。これら

の取組に際しては、

2025年の大阪・関西

万博等、大規模イベ

ントが集中的に開催

され、MICE開催国と

しても日本への注目

が集まる機会を捉え

て効果的に実施する

とともに、これらの

開催後も見据え、

MICE の誘致や開催

効果の拡大につなげ

る必要がある。また、

国際会議の開催件数

のみならず、MICE全

体に対する誘致と、

訪日参加者数のみな

らず開催効果の拡大

を図るべく、国際会

議以外の分野も含め

取組を強化する必要

（3）国際会議等の誘致・開

催支援 

国際的な MICE（Meeting, 

Incentive Travel, 

Convention, Exhibition / 

Event の総称）誘致競争の激

化や、ポストコロナを見据え

た新たなニーズへの対応も

可能となるよう、観光立国推

進基本計画等の政府目標・方

針も踏まえ、MICE マーケテ

ィング戦略を策定しつつ国

際会議等の誘致・開催支援に

係る取組を強化する。これら

の取組に際しては、他の業務

とも有機的に連携の上、2025

年の大阪・関西万博等、大規

模イベントが集中的に開催

され、MICE 開催国としても

日本への注目が集まる機会

を捉えて効果的に実施する

とともに、これらの開催後も

見据え、MICE の誘致や開催

効果の拡大につなげる必要

がある。また、国際会議の開

催件数のみならず、MICE 全

体に対する誘致と、訪日参加

者数のみならず開催効果の

拡大を図るべく、国際会議以

外の分野も含め取組を強化

する必要がある。 

具体的には、日本の強みや

魅力、安全・安心、サステナ

ビリティへの取組等につい

て、国内ステークホルダーと

連携して情報発信や見本市

（3）国際会議等の誘致・開

催支援 

国際的な MICE（ Meeting, 

Incentive Travel, 

Convention, 

Exhibition/Event の総称）

誘致競争の激化や、「観光立

国推進基本計画」及び新た

に観光立国推進閣僚会議で

決定された「新時代のイン

バウンド拡大アクションプ

ラン」等の政府目標・方針、

並びに令和 5 年度に策定し

た「MICE マーケティング戦

略」を踏まえ、国際会議等の

誘致・開催支援に係る取組

の更なる充実を図る。2025

年の大阪・関西万博等、大規

模イベントの開催により、

MICE 開催国としての日本へ

の注目が集まる機会を捉え

て効果的にプロモーション

を実施するとともに、これ

らの開催後も見据え、MICE

の誘致や開催効果の拡大に

つなげる必要がある。また、

国際会議の開催件数のみな

らず、MICE 全体に対する誘

致と、訪日参加者数に限ら

ず開催効果の拡大を図るべ

く、国際会議以外の分野も

含め取組を強化する必要が

ある。具体的には、日本の強

みや魅力、安全・安心、サス

テナビリティ、大阪・関西万

博への取組等について、国

＜主な定量的指標＞ 

 海外の国際会

議・インセンテ

ィブ旅行主催者

等と、機構、国

内の地方公共団

体及び民間事業

者等との MICE

商談件数及び機

構による MICE

セールス件数

を、3,400 件以

上とする。 

 MICE に関する

国内外の商談会

及びセミナー

（人材育成・ウ

ェビナー含む）

の国内参加者及

び海外参加者に

よる評価につい

て、それぞれ 4

段階評価で最上

位の評価を得る

割 合 を 平 均

40％以上とす

る。 

 機構が行った

MICE 関係の情

報発信の接触者

数（機構からの

送信先相手方

数・延べ数）を

12 万人以上と

する。 

 

＜主な業務実績＞  

【日本の強みや魅力、安全・安心、サステナビリティ、

大阪・関西万博への取組等についての国内ステークホ

ルダーと連携した情報発信】 

· 訪問者のアクセシビリティ向上を目的に、MICEウェブ

サイトのトップページを大きく刷新し、地方の魅力を

活かした国際会議 2件を取材、ケーススタディとして

日英の記事及び動画にて掲載した。また、日本が安心・

安全で、魅力的な観光デスティネーションとして評価

されている点、国際会議を誘致する上で学術的な優位

性がある点等、日本の MICE の強みを数字で分かりや

すく紹介するページを作成した。加えて、観光庁が提

供する MICE における CO2 排出量測定ツールを掲載し

たほか、ステークホルダーのサステナビリティに対す

る意識を高めるため、国内約 60都市の MICE施設およ

び MICE サプライヤーより情報収集を行い、MICE 専用

サイト（日・英）および日本コンベンション都市ガイ

ド（日・英）を改修し、各施設やサプライヤーが取得

しているサステナビリティ認証の有無を掲載した。こ

れらの改修およびコンテンツ拡充に関する情報等を

SNS やオンライン広告を通じて発信した結果、対象ペ

ージを含むウェブサイトの訪問ユニークユーザー数

は 24万人（目標 15万人以上）、広告接触者数は 2, 432

万回（目標 800万回以上）となり、日本が行うサステ

ナビリティの各種取り組みについて効果的に情報発

信をすることができた。 

· MICE 専門見本市（5 月 IMEX Frankfurt・10 月 IMEX 

America・11月 IBTM World ）及び JNTO主催のインセ

ンティブ旅行商談会（ソウル、台北、ホーチミン、シ

ンガポール、クアラルンプール、バンコク、マニラ）

にて、万博の PR 動画の放映やプレゼンテーションを

通じて大阪・関西万博の紹介を行った。また、 JNTOが

運営する B2B 向け SNS（LinkedIn）にて万博関連情報

を発信した結果、年間で最もユニークインプレッショ

ンの高い投稿となり、幅広い市場のミーティングプラ

ンナー等へ万博関連情報を効果的に発信することが

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

【総合評価】 

 国際会議開催件数を

2030 年までに世界第 5

位以内(※)とする政府

目標に向け、地方都市

での中小規模会議の開

催実績を着実に積み上

げていくため、国内で

の国際会議開催の理解

促進と意欲喚起を目的

に、国内メディアを活

用したプロモーション

や大学関係組織との新

たな連携を強化。(※) 

令和 6 年は世界第 7 位

（アジア太平洋地域第

1位） 

 成長著しい訪日インセ

ンティブ旅行市場にお

ける更なる誘致拡大に

向け、多様な招請事業

を通じてビジネス機会

の創出に貢献するとと

もに、海外見本市にて

セミナーを実施し、新

市場開拓を促進。 

 国際会議・学会等の日

本誘致に向け、国内キ

ーパーソンと強く連携

して誘致活動を実施。

誘致成功事例を創出。 

 国内 MICE担当者向けに

レベル別研修を実施

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

 

【総合評価】 

国内での国際会議開催件数の政府目

標達成に向け、地方都市での中小規模会

議の開催実績を着実に積み上げていく

ため、国内メディアを活用したプロモー

ションや大学関係組織との新たな連携

を強化し、理解促進と意欲喚起に取り組

んだ。また訪日インセンティブ旅行の誘

致拡大に向け、多様な招請事業や海外見

本市でのセミナー開催等を通じて新市

場開拓を促進した。加えて、国内キーパ

ーソンとの連携強化や MICE 担当者向け

の研修実施等により、ネットワーク構築

や人材育成にも貢献した。 

 

【質的成果】 

国際会議の誘致強化に向け、BSテレ東

にて番組を制作・放映した他、日経新聞

や YouTubeを活用した広告を展開し、国

内関係者へ広く国際会議開催の意義を

周知した。また、新たにリサーチ・アド

ミニストレーション協議会（RA協議会）

に賛助会員として加盟し、年次総会でプ

ロモーション活動を行った。 

インセンティブ旅行招請事業におい

ては、視察に加え、商談会への参加等、

日本側関係者のビジネス機会につなげ

るさまざまな取組を行った。 

参加者約 4,000人のうち、約 3,000 人

の外国人参加者を見込む「第 26 回世界

哲学会議（The 26th World Congress of 

Philosophy）」について、関係省庁、団体

等と一体となって誘致活動を行った結
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がある。 

具体的には、日本

の強みや魅力、安全・

安心、サステナビリ

ティへの取組等につ

いて、国内ステーク

ホルダーと連携した

効果的な情報発信等

のマーケティングの

強化、コロナ禍を契

機とした新たなニー

ズにも対応する専門

人材の育成に取り組

む。加えて、国際会

議については、IAPCO

（※1）に加盟するコ

ア PCO（※2）や学協

会の国際本部の関心

喚起に向けたプロモ

ーションの強化、国

内学協会・大学・研

究機関等との連携に

よる国際会議開催意

欲の喚起、他国との

差別化につながる都

市の魅力創出支援と

情報発信、オールジ

ャパン体制での誘

致・開催支援の実施

を行う。また、ミー

ティング・インセン

ティブ旅行について

は、付加価値のある

体験のプロモーショ

ンと市場毎に最適化

された情報の提供、

国際的な業界団体と

の連携強化、コロナ

禍を契機としたニー

ズへの対応に取り組

への出展、商談会、セミナー、

各種招請を関係者の評価を

踏まえつつ効果的に行い、マ

ーケティングの強化を図る。

また、コロナ禍を契機とした

デジタルリテラシーやサス

テナビリティ等新たなニー

ズにも対応する専門人材の

育成に取り組む。加えて、国

際会議については、IAPCO（※

1）に加盟するコア PCO（※

2）や学協会の国際本部の関

心喚起に向けたプロモーシ

ョンの強化、国内学協会・大

学・研究機関等との連携によ

る国際会議開催意欲の喚起、

他国との差別化につながる

都市の魅力創出支援と情報

発信、オールジャパン体制で

の誘致・開催支援の実施を行

う。また、ミーティング・イ

ンセンティブ旅行について

は、付加価値のある体験のプ

ロモーションと市場毎に最

適化された情報の提供、国際

的な業界団体との連携強化、

コロナ禍を契機としたニー

ズへの対応やコンテンツの

磨き上げ支援に取り組む。 

※1 IAPCO： 

International Association 

of Professional Congress 

Organizers／国際 PCO協会 

※2 コア PCO： 

会議運営会社（PCO）のうち、

国際会議を主催する国際団

体・学術協会本部と契約し、

国際会議の企画や準備・運営

をグローバルに担う PCO 

 

内ステークホルダーと連携

して情報発信を行うととも

に、見本市、商談会、セミナ

ー、各種招請を関係者の評

価を踏まえつつ効果的に行

い、マーケティングの強化

を図る。 また、国際的な業

界団体との連携を強化する

とともに、デジタルリテラ

シーやサステナビリティ等

新たなニーズに対応する専

門人材の育成に取り組む。 

国際会議については、IAPCO

（※1）と連携し、加盟する

コア PCO（※2）に向けた情

報発信や招請等を行い、プ

ロモーションを強化すると

ともに、国内学協会・大学・

研究機関等の研究者向けセ

ミナーや説明会の実施によ

り、恒常的なネットワーク

の構築等と潜在的な国際会

議主催者の掘り起こしを行

う。加えて、MICE 開催に係

るレガシー効果を一般に広

く啓発する。 

ミーティング・インセンテ

ィブ旅行については、付加

価値のあるインセンティブ

旅行コンテンツや体験の磨

き上げ支援を行うととも

に、市場毎に最適化された

情報の提供等のプロモーシ

ョンに取り組む。 

※1 IAPCO：International 

Association of 

Professional Congress 

Organizers／国際 PCO協会 

※2コア PCO：会議運営会社

（PCO）のうち、国際会議を

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

「観光立国推進基

本計画」（令和 5年 3

月 31日閣議決定）に

位置づけられている

「アジア主要 5 カ国

における国際会議の

開催件数に占める割

合 3 割以上・アジア

最大の開催国」の地

位奪還（目標：2025

年まで）に貢献する

よう、関係者と連携

して国際会議誘致に

関する取組を強化し

ているか。 

また、ミーティン

グ、インセンティブ

については、デステ

ィネーションとして

の日本の認知度向上

に訴求力のある海外

MICE 見本市等のイ

ベントや媒体を活用

し、露出効果の最大

化を図っているか。 

できた。 

· インセンティブ旅行招請事業において、シンガポール

および中国からのグループを対象に大阪・関西方面の

ファムトリップを行った。その中で万博協会によるプ

レゼンテーションや建設現場の視察を行い、「万博を

訪れるインセンティブツアーを顧客に提案したい」と

の声も聞かれた。 

 

【見本市、商談会、セミナー、招請の実施】 

· 国内ステークホルダーとともに欧米で開催された

MICE 専門見本市（IMEX Frankfurt、IMEX America、

IBTM World）に日本ブースを出展し、デスティネーシ

ョンとしての日本の認知度向上およびミーティング

プランナー等との商談やネットワーキングを通した

新規リードの獲得を図った。各見本市では、会期中に

機構による日本の強みや各都市の特徴、サステナビリ

ティの取り組みを紹介するプレゼンテーションを複

数回実施するとともに、共同出展者及び万博協会制作

の PR 動画の放映、日本文化体験アトラクション等を

実施し、現地バイヤーの日本への興味関心を喚起し

た。また、 IMEX Frankfurt では、2024年１月に発生

した能登半島地震復興支援の一環として、会場に北陸

４県（石川、福井、富山、新潟）のイメージを使用し

た広告を掲出。会場のメインエントランス及び廊下の

２か所に大きく広告を掲出したことでバイヤーから

も注目を浴び、MICEデスティネーションとしての日本

を効果的に PRした。３見本市全体として、計 44の国

内共同出展者が参加し、合計 1,898件の商談（目標達

成率 166％)を行った。具体的な案件を有するバイヤー

や日本をデスティネーションとして具体的に検討す

るバイヤーも多くみられ、参加者からも効果的な商談

ができたと評価が高く、満足度（4 段階評価のうち最

上位評価）は 82.4％に達した。 

· インセンティブ旅行に特化した商談会をソウル・台

北・ホーチミン・シンガポール・クアラルンプール・

バンコク・マニラの 8都市で実施した。日本からセラ

ーとして地方コンベンションビューロー、ホテルなど

の宿泊施設、ランドオペレーター、観光施設など計 108

団体が参加し、開催都市のインセンティブ旅行を取り

扱う有力旅行会社計 124団体がバイヤーとして参加し

し、人材育成と国内外

ネットワーク構築に貢

献。 

 

 

【質的成果】 

〇国際会議の誘致強化に向

けた国内プロモーション活

動と新たな連携先の開拓 

 国際昆虫学会議（京都）

及びアジア太平洋ギフ

テッド教育研究大会

（高松）を取材し、BSテ

レ東にて番組を制作・

放映した。併せて日経

新聞や YouTube を活用

した広告を展開し、国

内関係者へ広く国際会

議開催の意義を周知し

た。 

 新たにリサーチ・アド

ミニストレーション協

議会（RA 協議会）に賛

助会員として加盟。大

学において研究者のサ

ポート等を行う RAとの

ネットワーク構築を目

的に、年次総会でプロ

モーション活動を行っ

た。 

 

〇インセンティブ旅行招請

事業におけるビジネス機会

の創出 

 インセンティブ旅行招

請事業において、視察

に加え、日本側関係者

のビジネス機会につな

げるさまざまな取組を

行った。スペイン・メキ

果、東京での開催誘致に成功した。 

MICE 人材育成に向けて担当者のレベ

ル別の研修を効果的な内容で実施し、参

加者からも高い評価を得ることとなっ

た。 

 

【数値目標】 

数値目標については、全目標で達成率

が 120%を超えるなど、所期の目標を上回

る成果が得られていると認められる。 

 

以上のことから、機構の業績向上努力

により、中期計画における所期の目標を

上回る成果が得られていると認められ

るため、評定を「Ａ」とする。 

 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は「Ａ」評

定が妥当であるとの意見で一致した。 
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む。 

 

※1IAPCO： 

International 

Association of 

Professional 

Congress 

Organizers ／ 国 際

PCO 協会 

 

※2 コア PCO： 

会議運営会社（PCO）

のうち、国際会議を

主催する国際団体・

学術協会本部と契約 

し、国際会議の企画

や準備・ 運営をグロ

ーバルに担う PCO 

数値目標 

 中期目標期間中、海外

の国際会議・インセン

ティブ旅行主催者等

と、機構、国内の地方公

共団体及び民間事業者

等との MICE商談件数及

び機構による MICEセー

ルス件数を、毎年度平

均 3,400件以上とする。  

 中期目標期間中、MICE

に関する国内外の商談

会及びセミナー（人材

育成・ウェビナー含む）

の国内参加者及び海外

参加者による評価につ

いて、それぞれ 4 段階

評価で最上位の評価を

得る割合を毎年度平均

40％以上とする。  

 中期目標期間中、機構

が行った MICE関係の情

報発信の接触者数（機

構からの送信先相手方

数・延べ数）を毎年度平

均 12万人以上とする。  

 

主催する国際団体・学術協

会本部と契約し、国際会議

の企画や準備・ 運営をグロ

ーバルに担う PCO 

 

数値目標 

 海外の国際会議・イン

センティブ旅行主催者

等と、機構、国内の地方

公共団体及び民間事業

者等との MICE商談件数

及び機構による MICEセ

ールス件数を、3,400件

以上とする。 

 MICE に関する国内外の

商談会及びセミナー

（人材育成・ウェビナ

ー含む）の国内参加者

及び海外参加者による

評価について、それぞ

れ 4 段階評価で最上位

の評価を得る割合を平

均 40％以上とする。 

 機構が行った MICE関係

の情報発信の接触者数

（機構からの送信先相

手方数・延べ数）を 12

万人以上とする。 

 

た。実施後のアンケートでは日本セラー、現地バイヤ

ーの満足度（4 段階評価のうち最上位評価）はそれぞ

れ 64％、91％を記録し、参加者からは「日本マーケッ

トへの意欲が高いバイヤーと商談できた」「新たなホ

テルやランドオペレーターと繋がれた」などのコメン

トが寄せられた。 

· 海外から訪日インセンティブ旅行を取り扱う有力な

旅行会社を招請し、地方都市においてユニークベニュ

ーや体験コンテンツの視察を行った。8 月にシンガポ

ール市場から 6名を招請し広島、倉敷、神戸、大阪を

視察した。うち 1名は MICE専門メディアで、視察の記

事が「TTG MICE」に掲載された。10月には北京市場か

ら 7名を招請し、日本航空と提携して国内路線を活用

した大阪、淡路島、徳島、東京を巡る行程を紹介した。

11月はスペイン市場から 4名、メキシコ市場から 2名

を招請し、横浜、名古屋、犬山、を視察したほか、東

京において日本の DMC、ホテル等 10社と自由形式の商

談と交流を行った。2 月にはマレーシア市場から 6 名

を招請し、松島、仙台、蔵王を視察したほか、東京に

おいて、機構と一般社団法人日本コングレス・コンベ

ンションビューローが主催する国際 MICE エキスポ

（IME）の商談会に参加した。招請事業全体において参

加者の満足度（4 段階評価のうち最上位評価）75％を

達成した 

· 9月に開催した「VISIT JAPAN トラベル＆MICE マート 

2024」に参加した MICEバイヤー15名（シンガポール、

マレーシア、インドネシア、タイ、ベトナム、フィリ

ピン、インド、香港、豪州）に向けて視察旅行を行っ

た。視察先は 2025年に万博を控えた大阪と、1月に能

登半島地震を経験した北陸（金沢、軽井沢）の 2本の

コースを設定した。視察先では特にユニークベニュー

の山本能楽堂（大阪）、金箔作り体験（金沢）、チーム

ビルディングとしてのカーリング体験（軽井沢）など

が高い評価を得、アンケートでは視察旅行全体の満足

度（4段階評価のうち最上位評価）は 60％となった。 

 

【国際的な業界団体との連携強化】 

· 東南アジアの旅行業団体 ASEANTAが 5月に札幌市で年

次総会を開催。ASEAN 外の都市では初開催となった。

機構は誘致の段階からシンガポール事務所、クアラル

シコからの招請では日

本側との自由商談や交

流、マレーシアからの

招請では国際 MICEエキ

スポ（IME）2026の商談

会への参加、中国から

の招請では日系航空会

社と共同で大阪・関西

万博に着目した関西方

面の視察を行った。 

 

〇国際会議の誘致・開催支

援への取組 

 「第 26回世界哲学会議

（ The 26th World 

Congress of 

Philosophy）」につい

て、文部科学省、観光

庁、東京観光財団等と

一体となって誘致活動

を行った結果、東京で

の 開 催 誘 致 に 成 功

（2028 年開催予定）。参

加者約 4,000人のうち、

約 3,000 人の外国人参

加者を見込む。 

 

〇MICE 人材育成と国内外ネ

ットワーク構築への貢献 

 国内 MICE担当者のレベ

ルに応じて、上級・中

級・初級の研修を実施。

中級者セミナーではイ

ンセンティブ旅行でニ

ーズの高いチームビル

ディング体験を行い、

参加者がその効果を自

ら実感することができ

た。英語で実施した上

級者セミナーでは招請
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ンプール事務所が札幌市による誘致活動を支援。また

年次総会では機構も招待され、ASEANTA 会長らとネッ

トワーキングを行ったほか、年次総会に併せて開催さ

れたシンポジウムで講演とファシリテーターを務め

た。 

· 有力な国際会議案件をもつ会議運営会社（PCO）の国際

団体である国際 PCO協会（IAPCO）と締結したデスティ

ネーション・パートナーシップ協定に基づき、IAPCO総

会への参加、IAPCO ニュースレターを活用した情報発

信、人材育成セミナーの共同実施等を行った。 

· MICEの専門見本市 IMEX Frankfurtや IBTM World で

は IAPCO 関係者が日本ブースを訪問し JNTO セミナー

に参加するなど、IAPCO メンバーの有力な PCO とのネ

ットワーク強化及び日本の PRを行うことができた。 

 

【新たなニーズに対応する専門人材の育成】 

· MICE 部署に配属されて間もない自治体・コンベンシ

ョンビューロー等の初任者を主な対象に、国際会議や

インセンティブ旅行に関する専門家による講義を初

級～上級までのレベルに分けて実施し、受講者数 335

名（対目標 119％）、満足度最上位 78％（対目標 195％）

を達成した。 

· E ラーニング形式で学ぶ初級者セミナー（6 月～8月）

では、受講者のレベルに幅があることから、入門編と

して新たにアニメによる教材を「MICE」 「国際会議」 

「インセンティブ旅行」の 3点制作したところ、アン

ケートで約 9 割から「役に立った」と評価されたほか、

「自社の研修でも活用したい」との意見があり、セミ

ナー後に JNTOの MICEウェブサイトに掲載した。 

· MICE 関連業界において、MICE 誘致・開催に係る業務

に概ね 3 年以上携わる担当者を対象とした集合形式

の中級者セミナー（8月）では、インセンティブ旅行・

国際会議開催の最新のケーススタディやコンベンシ

ョンビューローや DMCに求められる役割についての講

義・グループワークの他、初の試みとしてチームビル

ディング体験を行った。参加者からは、実務に直結し

たスキルの習得や、リアル参加だからこそのチームビ

ルディングやグループワーク実施により参加者同士

の横のつながりができたことなどが高く評価された。 

· 上級者向けには、IAPCO（国際 PCO 協会）の幹部を講

事業に参加した国際会

議のキーパーソンとの

交流会を実施。参加者

同士によるネットワー

キングやビジネス上の

新たな出会いにも貢献

し、参加者より高い評

価を獲得した。 

 

【数値目標】 

 海外の国際会議・イン

センティブ旅行主催者

等と、機構、国内の地方

公共団体及び民間事業

者等との MICE商談件数

及び機構による MICEセ

ールス件数：5,741 件

（目標：3,400件以上、

達成率：169％） 

 MICE に関する国内外の

商談会及びセミナー

（人材育成・ウェビナ

ー含む）の国内参加者

及び海外参加者による

評価について、それぞ

れ 4 段階評価で最上位

の評価を得る割合：【国

内】76.2％（目標：平均

40％以上、達成率：

191％）、【海外】73.5％

（目標：平均 40％以上、

達成率：184％）  

 機構が行った MICE関係

の情報発信の接触者

数：238,448 人（目標：

12 万人以上、達成率：

199％） 

 

以上のことから、機構の業

績向上努力により、年度計
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師に招き、国際会議誘致・開催における、サステナビ

リティの取組や MICE 業界における AI の活用等を含

む最新のトレンドや誘致競争に打ち勝つためのリー

ド選定や提案書の書き方・プレゼンテーションスキル

などを講義やワークショップ形式で学ぶ英語セミナ

ーを 12月に開催。また講義部分を 1 月～2 月にオン

デマンドで配信した。セミナーの参加者からは MICE 

業界の世界のトレンドを学べたことや講師及び他の

参加者との交流が高い評価を得た。 

 

○ 国際会議の誘致・開催支援への取組 

【IAPCOと連携し、コア PCOに向けた情報発信や招請

等の実施】 

· 12月にデスティネーション・パートナーシップ協定を

締結する IAPCO（国際 PCO 協会）の協力を得て、国際

会議案件を持つ大手会議運営会社（コア PCO）を７名

招請し、富山・金沢コースと大阪・長崎コースに分か

れて、国際会議場等を視察して日本への会議誘致を促

進した。会議施設やホテルに加え、国際会議の社交行

事等に活用可能な城や日本庭園、歴史的建造物といっ

たユニークベニューの視察と各施設で提供可能な文

化体験を紹介。参加者からは、海外にあまり知られて

いない日本の地方都市にも国際会議開催のポテンシ

ャルがあることや、日本の魅力をあらためて知ること

ができたとして、満足度の最上位評価が 100％の高評

価を得た。 

· 国際会議の誘致活動において、機構が主催者、学会、

関係省庁、自治体、その他ステークホルダーとのコー

ディネーションの役割を担うことで、オールジャパン

体制で国際会議の誘致活動を行い、日本への誘致に結

び付けるとともに、効果的な開催に向けた支援を行っ

た。具体的には、主催者向け支援として開催候補地の

選定、ギブアウェイ作成、開催候補地としてのプレゼ

ンテーション指導、会議参加者増を狙った誘致を予定

しているイベントの前回大会等でのプロモーション

活動支援のほか、機構及び国土交通省、外務省等の中

央省庁からの招請レター発出サポート等を実施した。

計 39件の誘致・開催支援を実施し、関係省庁や地方自

治体、コンベンションビューローや DMCと連携し、オ

ールジャパン体制で誘致開催支援に取り組むことが

画における所期の目標を上

回る成果が得られていると

判断したため、評定を Aとす

る。 
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できた。 

 

（誘致支援例） 

 会議名：第 26回世界哲学会議 

開催時期：2028 年 

開催都市：東京都 

参加者数：全体参加者 約 4000名（うち海外参加者 

約 3000名） 

 会議名：国際金融暗号学会 

開催時期：2025 年 

開催都市：沖縄県宮古島市 

参加者数：全体参加者 約 150名（うち海外参加者 

約 100名） 

・ 会議名：International Congress on Catalysis 

開催時期：2028 年 

開催都市：京都府京都市 

参加者数：全体参加者 約 2500名 （うち海外参加者 

約 1500名） 

・ 会議名：Annual Meeting of the Asia Oceania 

Geosciences Society -AOGS 

開催時期：2028 年 

開催都市：福岡県福岡市 

参加者数：全体参加者 約 3500名 （うち海外参加者 

約 1750名） 

 

    （開催支援例） 

・ 会議名： IEEE International Conference on 

Robotics and       Automation -ICRA - 

開催時期：2024 年 

開催都市：神奈川県横浜市 

参加者数：全体参加者 約 7000名 （うち海外参加者 

約 2000名） 

・ 会議名： 国際昆虫学会議 

開催時期：2024 年 

開催都市：京都府京都市 

参加者数：全体参加者 約 4000名 （うち海外参加者 

約 3000名） 

 

 

【国内学協会・大学・研究機関等の研究者向けセミナ
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ーや説明会の実施】 

· 国際会議の主催者になり得る国内研究者等に向けて、

日本での国際会議開催に対する興味関心を喚起する

とともに、広く一般市民に対して国際会議開催の意義

の浸透を図るため、日本経済新聞、BSテレビ東京とタ

イアップした国内プロモーションを展開。8 月に開催

された国際昆虫学会議（京都）及びアジア太平洋ギフ

テッド教育研究大会（高松）を取材し、特別番組「世

界から日本へ 日本を世界へ～探索！国際会議の現

場～」を制作するとともに、新聞広告や SNS等を活用

した広告展開を行った。作成した特別番組の動画は、

機構のウェブサイトに掲載するとともに、国際会議主

催者セミナー等においても周知・活用した。 

· 国際会議の日本への誘致促進や、国際会議開催の意義

における啓蒙活動などを担うことを目的に機構が任

命している MICE アンバサダー同士の情報交換、意見

交換を目的としたネットワーキングイベント「アンバ

サダーの集い」を 10月１日に実施。国内の著名研究者

等 36名が参加し、満足度（4段階評価のうち最上位評

価）は 83％となった。機構の活動や支援メニューの説

明を行った他、出席したアンバサダーから新たな国際

会議誘致の見込などの情報収集を行うとともに、アン

バサダーが所属する大学との新たな連携手法につい

て意見交換を行い、機構にとって今後の事業計画につ

ながる有効な情報収集の機会となった。 

· 今年度、MICEアンバサダーは計 64人。国際 MICEエキ

スポ（IME）での基調講演や国内向けプロモーションに

おける特別番組への出演等、国際会議誘致の重要性に

かかる普及啓蒙活動にご尽力いただいた他、上記 ICRA

等、大型国際会議の誘致・開催に寄与した。新任アン

バサダーとして、有識者による審査会を経て新たに 6

人を選定し、3月にプレスリリースを行った。 

· 大学において研究者のサポートを行うリサーチ・アド

ミニストレーター（RA）とのネットワーキング構築を

目的に、今年度より一般社団法人リサーチ・アドミニ

ストレーション協議会の賛助会員として加盟。10月 16

日～17日に沖縄科学技術大学院大学（OIST）で開催さ

れた RA協議会第 10回年次大会では、ブース出展とラ

ンチョンセミナーにて国際会議誘致開催における機

構の活動を周知した。 
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· 国内学協会・大学・研究機関等の関係者に向けて、日

本における国際会議の誘致・開催の意義及び効果的な

国際会議の開催手法等を共有するため、学術会議総会

にて、同会議会員に対して機構の国際会議支援内容に

ついて説明を行った。加えて、日本学術会議との初共

催として、国際会議主催者セミナーを日本学術会議講

堂にて開催した。今後国際会議の誘致・開催を検討す

る主催者とのネットワークを図るとともに、潜在的な

国際会議主催者の掘り起こしを行い、セミナー参加者

数は対面開催・オンデマンド配信で合計 193名、参加

者満足度（4段階評価のうち最上位評価）は 82％とな

った。 

 

【MICE開催に係るレガシー効果の共有】 

· 主催者や開催都市の関係者等の努力や功績を称える

とともに、ベストプラクティスとなる事例を広く共有

し、国際会議の誘致・開催を促進することを目的とし

た「国際会議誘致・開催貢献賞」を選定し、第 34回国

際 MICEエキスポ（IME2025）内にて表彰式を実施した。

今年度は、国際会議誘致の部で 6件、国際会議開催の

部で 11件の計 17件の応募があり、そのうち、誘致の

部 4件、開催の部 5件の計 9件が貢献賞受賞会議とし

て選定された。今年度は岐阜市で開催された会議は初

めて受賞するなど地方都市で誘致・開催された会議が

複数選定され、富山新聞や福島民報など計 20 件のメ

ディア掲載があった。 

· 沖縄で開催された自然史標本保存学会・生物多様性情

報標準化委員会 2024 年沖縄合同大会（SPNHC-TDWG 

2024）、奈良で開催された第 17 回国際寄生植物学会

（17th World Congress on Parasitic Plants）の主

催者への取材を通して、ベストプラクティスとなり得

るノウハウやサステナビリティの取り組み等を収集

し、機構が運営する MICE ウェブサイトにて取材記事

及びインタビュー動画として日英で情報発信を行っ

た。動画については、日本で国際会議の開催を検討し

ている国内外の有望な主催者やミーティングプラン

ナー等をターゲットとした広告展開により拡散し、広

告接触者数は 94.9万回に至った。 

 

○ ミーティング・インセンティブ旅行の誘致・開催支援
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への取組 

【付加価値のあるインセンティブ旅行コンテンツや

体験の磨き上げ支援】 

· インセンティブ旅行に関するファムトリップを実施

するにあたり、事前に地元コンベンションビューロー

と調整するとともに、アンケート結果や同行した機構

職員がヒアリングした内容等をもとに、視察コンテン

ツへの評価や改善点に関するフィードバックレポー

トを作成し、提供した（対象地域：富山、石川、大阪、

長崎、軽井沢、横浜、名古屋、徳島、神戸）。 

· 海外のインセンティブプランナーや旅行会社向けに、

日本ならではの特別感のあるインセンティブ旅行コ

ンテンツをまとめた冊子（英語・簡体字・繁体字・韓

国語・タイ語、ベトナム語の 6言語で展開）を改訂す

るとともに、新規コンテンツを追加し、「 JAPAN 

Curating Unforgettable Experiences」としてウェブ

サイトに掲載した。 

 

【市場毎に最適化された情報の提供】 

· 本部及び各海外事務所にて、現地の MICE 取扱旅行会

社、PCO、ミーティングプランナーに対してニュースレ

ター等により、市場のニーズにあった情報提供を行っ

た。MICE 関係の情報発信における接触者数は、年間目

標 12万人に対して約 23.8万人に達した。この結果、

MICE ウェブサイトの各種資料のダウンロード数や案

件への照会数の増加につながった。 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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●一定の事業等のまとまり：国内支援業務 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―２ 国内支援業務（一定の事業等まとまり） 

業務に関連する政策・施

策 

政策目標 6 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・

強化 

施策目標 20 観光立国を推進する 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国際観光振興機構法 第 9条 第 1号、第 2号、第 3号 

通訳案内士法 第 11条 

当該項目の重要度、困難

度 

重要度：高 

（2）国内支援業務（デスティネーションとしての魅力向上に向けた取組） 

①地方への支援強化 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

予算事業 ID：004237 

 

2．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ① 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 基準値 

（ 前 中 期

目 標 期 間

最 終 年 度

値等） 

令和 

5年度 

（達成率） 

令和 

6年度 

 

令和 

7年度 

 

令和 

8年度 

 

令和 

9 年度 

 

  令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

令和 

9年度 

 

①
地
方
へ
の
支
援
強
化 

個別コンサ

ル件数 

4,000 件  4,702 件 

（117.6％） 

4,533 件 

（113％） 

 

    予算額 

（千円） 

632,742 625,107    

セミナー・

研修会の開

催回数 

25 回  33 回 

（132.0％） 

35 回 

（140％） 

 

    決算額 

（千円） 

641,040 

 

676,571    

セミナー・

研修会の参

加人数 

1,000 人  1,167 人 

（116.7％） 

2,324 人 

（232％） 

 

    経常費用 

（千円） 

176,784 

 

582,047    

セミナー・

研修会の参

加者評価 

最上位評価 

割合 50％ 

 70.5％ 

（141.0％） 

69.3％ 

（139％） 

 

    経常利益 

（千円） 

245,250 

 

676,941    

（特定テー

マ）セミナ

ー・研修会

の開催回数 

10 回  15 回 

（150.0％） 

16 回 

（160％） 

    行政コスト 

（千円） 

176,784 582,047    

（特定テー

マ）セミナ

ー・研修会

の参加者評

価 

最上位評価 

割合 50％ 

 67.1％ 

（134.2％） 

59.3％ 

（119％） 

 

    従事人員数  

 

-    



 

51 

地方コンテ

ンツ投稿数

（再掲） 

3,700 回  6,489 回 

（175.4％） 

8,024 回 

（217％） 

          

関係機関へ

の情報提供

回数 

2 回  3 回 

（150.0％） 

2 回 

（100％） 

           

②
訪
日
旅
行
の
満
足
度
向
上

に
資
す
る
取
組 

観光案内所

向けの研修

会の評価 

 

最上位評価 

割合 60％ 

 77.4％ 

（129.0％） 

83.3% 

（139％） 

 

           

観光案内所

向けの情報

提供の評価 

 

最上位評価 

割合 50％ 

 50.2％ 

（100.4％） 

37.5％ 

（75％） 

 

           

 

3. 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

（2）国内支援業務 

①地方への支援強化 

機構の知見やノウハ

ウ、海外事務所、本部と

国内関係者との機能的

ネットワークを最大限

活用し、観光魅力の向

上や地方によるプロモ

ーションの高度化、持

続可能な観光の推進に

資する地方への支援を

強化し、各地域のマー

ケティング力を高める

ことで、我が国のイン

バウンド推進の基盤強

化を図る。 

具体的には、広域連

携 DMO をはじめとする

DMO や地方運輸局など

各地域との連携強化、

海外市場の最新動向や

求められるコンテンツ

（2）国内支援業務 

①地方への支援強化 

機構の知見やノウハ

ウ、海外事務所、本部と

国内関係者との機能的ネ

ットワークを最大限活用

し、観光魅力の向上や地

方によるプロモーション

の高度化、持続可能な観

光の推進に資する地方へ

の支援を強化し、各地域

のマーケティング力を高

めることで、我が国のイ

ンバウンド推進の基盤強

化を図る。 

具体的には、広域連携

DMO をはじめとする DMO

や地方運輸局など各地域

との連携強化、海外市場

の最新動向や求められる

コンテンツを踏まえた地

域へのコンサルティン

（2）国内支援業務 

①地方への支援強化 

機構の知見やノウハウ、

海外事務所、本部と国内

関係者との機能的ネット

ワークを最大限活用し、

観光魅力の向上や地方誘

客に資するプロモーショ

ンの高度化、持続可能な

観光の推進に資する地域

への支援を強化し、マー

ケティング力を高めるこ

とで、我が国のインバウ

ンド推進の基盤強化を図

る。 

具体的には、各地での研

修会開催や本部職員・海

外事務所現地職員による

コンテンツ視察等を通じ

て地域との関係構築を図

るとともに、機構との連

携協定に基づき広告事業

＜主な定量的指標＞ 

①地方への支援強化 

 事業パートナーに対

する機構職員による

個別コンサルティン

グ件数を 4,000 件以

上とする。 

 機構が実施する自治

体・DMO等向けのセミ

ナー・研修会の開催

回数を 25 回以上と

する。  

 機構が実施する自治

体・DMO等向けセミナ

ー・研修会の参加人

数を 1,000 人以上と

する。（総合的内容で

広く対象者を募り開

催するもの）  

 機構が実施する自治

体・DMO等向けのセミ

ナー・研修会参加者

国内支援業務（一定の事業等のまとまり）  

＜主な業務実績＞（以下、各項目の具体的な取組実績

は、各項の「主な業務実績」を参照） 

（2）①地方への支援強化 

（2）②訪日旅行の満足度向上に資する取組（受入環

境整備） 

 

＜数値目標達成率＞ 

（2）①地方への支援強化 

 事業パートナーに対する機構職員による個別コ

ンサルティング件数（目標：4,000件以上、達成

率：113％） 

 機構が実施する自治体・DMO 等向けのセミナー・

研修会の開催回数（目標：25回以上、達成率：

140％）  

 機構が実施する自治体・DMO等向けセミナー・研

修会の参加人数（総合的内容で広く対象者を募

り開催するもの） （目標：1,000人以上、達成

率：232％） 

 機構が実施する自治体・DMO 等向けのセミナー・

研修会参加者による評価について、4 段階評価

で最上位の評価を得る割合（目標：平均 50％以

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

【総合評価】 

（2）①地方への支援強化 

 好調なインバウンド需要に

対応した受入基盤の強化に

向けて、地域によるインバ

ウンドへの取組支援や賛助

団体・会員のマーケティン

グ支援のため、研修会、セミ

ナー、ウェブサイトを通じ

て、最新の市場動向や地域

における取組み事例等の情

報提供を実施。また、きめ細

やかなコンサルティングを

通じて、地域のプロモーシ

ョン高度化および賛助団

体・会員の満足度の向上を

図った。 

 機構の各プロモーションに

おける地域との相互連携体

評定 Ａ 

＜細分化した項目の評定の算術平均

＞ 

（Ａ４点×１項目×２（重要度の高い

項目のため）＋Ｂ３点×１項目）÷（２

項目+１）≒３．６７ 

⇒算術平均に最も近い評定は「Ａ」評

定である。 

※算定にあたっては評定毎の点数を、

Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２

点、Ｄ：１点とし、重要度の高い項目に

ついては加重を２倍としている。 

※算術平均値は小数点第二位で四捨

五入 

 

＜評価に至った理由＞ 

【総合評価】 

（2）①地方への支援強化では、各地での

受入基盤の強化に向けて、研修会、セミ

ナー、ウェブサイトを通じて、最新の市

場動向や地域における取組み事例等の

情報提供を実施し、地域によるインバウ
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を踏まえた地域へのコ

ンサルティング・情報

提供、地方の観光コン

テンツの募集・収集・海

外への発信等に取り組

む。また、訪日客の受入

環境の向上に向けて、

受け皿となる観光地に

おける地域交通や決済

システムなどの現地の

ニーズや課題を把握し

て関係機関への情報提

供による働きかけを通

じて課題の解決に積極

的に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グ・情報提供、地方の観

光コンテンツの募集・収

集・海外への発信等に取

り組む。実施にあたって

は、消費額増大や地方へ

の誘客に資する市場開拓

を目指し、「高付加価値」・

「テーマ別」（サステナブ

ル・ツーリズム、アドベ

ンチャートラベル、欧米

豪市場の訪日無関心層向

けプロモーション等、取

組の成果や市場動向等を

踏まえ、重点的に取り組

むテーマについて毎年度

設定）に係る内容も考慮

する。また、訪日客の受

入環境の向上に向けて、

受け皿となる観光地にお

ける地域交通や決済シス

テムなどの現地のニーズ

や課題を把握して関係機

関への情報提供による働

きかけを通じて課題の解

決に積極的に貢献する。 

 

数値目標 

 中期目標期間中、事

業パートナーに対

する機構職員によ

る個別コンサルテ

ィング件数を毎年

度平均 4,000件以上

とする。  

 中期目標期間中、機

構が実施する自治

体・DMO 等向けのセ

ミナー・研修会の開

催回数を毎年度平

均 25回以上とする。  

等を連携して実施する広

域連携ＤＭＯをはじめ、

ＤＭＯ・自治体・地方運

輸局など地方誘客に対応

する各組織との連携強化

に取り組む。また、海外

市場の最新動向や求めら

れるコンテンツを踏まえ

た地域へのコンサルティ

ング・情報提供、地域の

観光コンテンツの募集・

収集・海外への発信等に

取り組み、その実施にあ

たっては、消費額増大や

地方への誘客に資する市

場開拓を目指し、「高付加

価値」・「テーマ別」（サス

テナブル・ツーリズム、

アドベンチャートラベ

ル、大阪・関西万博等、

取組の成果や市場動向等

を踏まえ、重点的に取り

組むテーマについて設

定）に係る内容も考慮す

る。     

また、訪日客の受入環境

の向上に向けて、受け皿

となる観光地における地

域交通や決済システムな

どの現地のニーズや課題

を把握して関係機関への

情報提供による働きかけ

を通じて課題の解決に積

極的に貢献する。 

 

数値目標 

 事業パートナーに

対する機構職員に

よる個別コンサル

テ ィ ン グ 件 数 を

による評価につい

て、4段階評価で最上

位の評価を得る割合

が平均50％以上とす

る。  

 機構が実施する特定

テーマ（=(1)②に記

載の「高付加価値」・

「テーマ別」（サステ

ナブル・ツーリズム、

アドベンチャートラ

ベル、大阪・関西万博

等、取組の成果や市

場動向等を踏まえ、

重点的に取り組むテ

ーマについて設定）

に関する自治体・DMO 

等向けのセミナー・

研修会の開催回数を

10回以上とする。（上

記回数の内数）  

 機構が実施する特定

テーマ（=(1)②に記

載の「高付加価値」・

「テーマ別」（サステ

ナブル・ツーリズム、

アドベンチャートラ

ベル、大阪・関西万博

等、取組の成果や市

場動向等を踏まえ、

重点的に取り組むテ

ーマについて設定）

に関する自治体・DMO 

等向けのセミナー・

研修会参加者による

評価について、4段階

評価で最上位の評価

を得る割合を平均

50％以上とする。（上

記評価の内数）  

上、達成率：139％）  

 機構が実施する特定テーマ（=(1)②に記載の「高

付加価値」・「テーマ別」（サステナブル・ツーリ

ズム、アドベンチャートラベル、欧米豪市場の

訪日無関心層向けプロモーション等、取組の成

果や市場動向等を踏まえ、重点的に取り組むテ

ーマについて毎年度設定）に関する自治体・DMO 

等向けのセミナー・研修会の開催回数（目標：

10回以上、達成率：160％）（上記回数の内数）  

 機構が実施する特定テーマ（=(1)②に記載の「高

付加価値」・「テーマ別」（サステナブル・ツーリ

ズム、アドベンチャートラベル、欧米豪市場の

訪日無関心層向けプロモーション等、取組の成

果や市場動向等を踏まえ、重点的に取り組むテ

ーマについて毎年度設定）に関する自治体・DMO 

等向けのセミナー・研修会参加者による評価に

ついて、4 段階評価で最上位の評価を得る割合

（目標：平均 50％以上、達成率：119％）（上記

評価の内数）  

 機構の SNS での地方コンテンツ投稿数（目標：

3,700回以上、達成率：217％）【再掲】 

 把握した訪日客の受入環境に係るニーズや課題

の関係機関への情報提供回数（目標：2回以上、

達成率：100％）  

 

（2）②訪日旅行の満足度向上に資する取組（受入環

境整備） 

 機構が実施した外国人観光案内所向けの研修会

の参加者による評価について、4 段階評価で最

上位の評価を得る割合（目標：平均 60％以上、

達成率：139％）  

 機構による外国人観光案内所向けの情報提供

（災害・医療機関等情報含む）に対する外国人

観光案内所による評価について、4 段階評価で

最上位の評価を得る割合（目標：平均 50％以上、

達成率：75％）  

 

制の構築のため、2022 年度

末に広域連携 DMO と締結し

た連携協定もふまえ、事業

計画段階からの連携拡大、

地域が推奨する地域コンテ

ンツの収集・発信やコンテ

ンツの磨き上げに資する助

言を実施。 

 

（2）②訪日旅行の満足度向上に

資する取組（受入環境整備） 

 「観光立国推進基本計画」

を踏まえ、観光案内所の体

制（1,500か所以上）を維持

しつつ（※）、各地の周遊促

進や、訪日旅行者のニーズ

を踏まえた提供サービスの

拡充を課題と捉え、認定案

内所向けの情報提供や研修

会等を実施。また、全国通訳

案内士試験の安定的・効率

的な運営にも取組み、受入

環境整備の推進により、訪

日旅行の満足度の向上を図

った。（※）機構が認定する

外国人向けの観光案内所数

は、1,513箇所（R6年度末現

在） 

 訪日外国人旅行者の安全・

安心を確保するため、ユニ

バーサル対応や災害･医療

機関に関する情報提供を拡

充。SNS やウェブサイト､多

言語コールセンター等によ

る災害時･緊急時の迅速か

つ正確な情報発信･情報提

供を実施｡ 

 

<課題と対応> 

 訪日旅行需要が順調に回復

ンド対応支援や賛助団体・会員のマーケ

ティング支援を行っただけでなく、きめ

細やかなコンサルティングを通じて、地

域のプロモーション高度化および賛助

団体・会員の満足度の向上を図った。ま

た地域との相互連携体制の構築のため、

事業計画段階からの連携拡大、地域が推

奨する地域コンテンツの収集・発信やコ

ンテンツの磨き上げに資する助言を実

施した。 

 

（2）②訪日旅行の満足度向上に資する

取組（受入環境整備）については、各地

の周遊促進や、訪日旅行者のニーズを踏

まえた提供サービスの拡充を課題と捉

え、認定案内所向けの情報提供や研修会

等を実施した。また、全国通訳案内士試

験の安定的・効率的な運営、ユニバーサ

ル対応、災害･医療機関に関する情報提

供を拡充させるなど、受入環境整備に貢

献した。特に災害対応においては、SNSや

ウェブサイト､多言語コールセンター等

による迅速かつ正確な情報発信･情報提

供を実施した。 

 

【数値目標】 

訪日旅行の満足度向上に資する取組

（受入環境整備）の一部指標においては

目標を達成できなかったものの、ほとん

どの指標で目標を達成している。 

 

以上のことから、機構の業績向上努力

により、中期計画における所期の目標を

上回る成果が得られていると認められ

るため、「Ａ」評定とする。 

 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は「Ａ」評

定が妥当であるとの意見で一致した。 
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 中期目標期間中、機

構が実施する自治

体・DMO 等向けセミ

ナー・研修会の参加

人数を毎年度平均

1,000 人以上とす

る。（総合的内容で

広く対象者を募り

開催するもの）  

 中期目標期間中、機

構が実施する自治

体・DMO 等向けのセ

ミナー・研修会参加

者による評価につ

いて、4 段階評価で

最上位の評価を得

る割合が毎年度平

均 50％以上とする。  

 中期目標期間中、機

構が実施する特定

テーマ（=（１）②に

記載の「高付加価

値」・「テーマ別」（サ

ステナブル・ツーリ

ズム、アドベンチャ

ートラベル、欧米豪

市場の訪日無関心

層向けプロモーシ

ョン等、取組の成果

や市場動向等を踏

まえ、重点的に取り

組むテーマについ

て毎年度設定）に関

する自治体・DMO 等

向けのセミナー・研

修会の開催回数を

毎年度平均 10回以

上とする。（上記回

数の内数）  

 中期目標期間中、機

4,000 件以上とす

る。  

 機構が実施する自

治体・DMO 等向けの

セミナー・研修会の

開催回数を 25 回以

上とする。  

 機構が実施する自

治体・DMO 等向けセ

ミナー・研修会の参

加人数を 1,000人以

上とする。（総合的

内容で広く対象者

を募り開催するも

の）  

 機構が実施する自

治体・DMO 等向けの

セミナー・研修会参

加者による評価に

ついて、4 段階評価

で最上位の評価を

得 る 割 合 が 平 均

50％以上とする。  

 機構が実施する特

定テーマ（=(1)②に

記載の「高付加価

値」・「テーマ別」（サ

ステナブル・ツーリ

ズム、アドベンチャ

ートラベル、大阪・

関西万博等、取組の

成果や市場動向等

を踏まえ、重点的に

取り組むテーマに

ついて設定）に関す

る自治体・DMO 等向

けのセミナー・研修

会の開催回数を 10

回以上とする。（上

記回数の内数）  

  【再掲】機構の SNS

での地方*コンテン

ツ投稿数を 3,700 回

以上とする。*地方=

三大都市圏（東京、神

奈川、千葉、埼玉、愛

知、大阪、京都、兵庫）

以外  

 把握した訪日客の受

入環境に係るニーズ

や課題の関係機関へ

の情報提供回数を 2

回以上とする。  

 

②訪日旅行の満足度向上

に資する取組（受入環境

整備） 

 機構が実施した外国

人観光案内所向けの

研修会の参加者によ

る評価について、4段

階評価で最上位の評

価を得る割合を平均

60％以上とする。  

 機構による外国人観

光案内所向けの情報

提供（災害・医療機関

等情報含む）に対す

る外国人観光案内所

による評価につい

て、4段階評価で最上

位の評価を得る割合

を平均50％以上とす

る。  

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

①地方への支援強化 

し、また、国際競争も激しさ

を増しつつある中、旅行者

側及び受け入れ側双方のニ

ーズに対応し、これまで以

上に消費額増加、地方誘客

の促進に資する取組みを強

化する必要がある。 

 こうした状況を踏まえ、地

域におけるインバウンド推

進の基盤強化を図るべく、

機構が有する知見・ノウハ

ウ、海外事務所、本部と国内

関係者とのネットワークを

最大限に活用し、プロモー

ションの更なる高度化、持

続可能な観光の実現に向け

た支援を強化する。さらに、

旅行者の満足度向上を図る

受入環境整備の一環とし

て、観光案内所の機能強化

に資する取組みや災害時･

緊急時の迅速かつ正確な情

報発信･情報提供等を通じ

て、質の高い受入体制の整

備に努める。 
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構が実施する特定

テーマ（=（１）②に

記載の「高付加価

値」・「テーマ別」（サ

ステナブル・ツーリ

ズム、アドベンチャ

ートラベル、欧米豪

市場の訪日無関心

層向けプロモーシ

ョン等、取組の成果

や市場動向等を踏

まえ、重点的に取り

組むテーマについ

て毎年度設定）に関

する自治体・DMO 等

向けのセミナー・研

修会参加者による

評価について、4 段

階評価で最上位の

評価を得る割合を

毎年度平均 50％以

上とする。（上記評

価の内数）  

 【再掲】中期目標期

間中、機構の SNSで

の地方*コンテンツ

投稿数を毎年度平

均 3,700回以上とす

る。*地方=三大都市

圏（東京、神奈川、

千葉、埼玉、愛知、

大阪、京都、兵庫）

以外  

 中期目標期間中、把

握した訪日客の受

入環境に係るニー

ズや課題の関係機

関への情報提供回

数を毎年度平均 2回

以上とする。  

 機構が実施する特

定テーマ（=(1)②に

記載の「高付加価

値」・「テーマ別」（サ

ステナブル・ツーリ

ズム、アドベンチャ

ートラベル、大阪・

関西万博等、取組の

成果や市場動向等

を踏まえ、重点的に

取り組むテーマに

ついて設定）に関す

る自治体・DMO 等向

けのセミナー・研修

会参加者による評

価について、4 段階

評価で最上位の評

価を得る割合を平

均 50％以上とする。

（上記評価の内数）  

 【再掲】機構の SNS

での地方*コンテン

ツ投稿数を 3,700回

以上とする。*地方=

三大都市圏（東京、

神奈川、千葉、埼玉、

愛知、大阪、京都、

兵庫）以外  

 把握した訪日客の

受入環境に係るニ

ーズや課題の関係

機関への情報提供

回数を 2回以上とす

る。  

 

 

 

 

 

 

在外公館や地方自治体等

と連携し、オールジャパ

ン体制で訪日外国人旅行

者の戦略的誘客が実現し

ているか。 

地方への訪日外国人旅行

者の誘客のために、地域

への誘客・消費につなが

る外国人目線ニーズ等の

情報提供や相談対応、地

域の観光資源をプロモー

ションしていくための助

言等を通じて、地方が行

うプロモーションの質の

向上を支援しているか。 

 

②訪日旅行の満足度向上

に資する取組（受入環境

整備） 

「観光立国推進基本計

画」を踏まえ、観光案内所

の体制（1,500か所以上）

を維持しつつ、観光案内

所のブランド力強化、サ

ービスの質の向上、持続

可能な観光、自然災害や

感染症等への対応等の課

題の解決が図られている

か。 

そのために、DX 技術の活

用や観光案内所間の連携

強化・ネットワーク化等

の観光案内所の機能強化

の取組を進められている

か。 

TICについて、機構のネッ

トワークや民間のノウハ

ウを取り入れた効果的な

運営により、対面による

質の高い情報提供を行う
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②訪日旅行の満足度向

上に資する取組（受入

環境整備） 

観光案内所の更なる

質の向上を図るため、

DX の活用による情報発

信の強化や観光案内所

間のネットワーク・連

携の拡充、体験型コン

テンツの提供といった

旅行者ニーズを踏まえ

た提供サービスの拡

充、観光地の周遊促進

に資する機能強化を支

援する。さらに、多様な

業態への制度周知を行

い、必要な場所への認

定案内所の設置を促進

する。ツーリスト・イン

フォメーション・セン

ター（TIC）については、

案内所支援業務の中核

として全国の案内所と

の連携を強化する。 

また、ユニバーサル

対応や災害・医療機関

に関する情報提供の拡

充、観光関係事業者や

自治体と連携した情報

発信等、訪日外国人旅

行者の安全・安心の確

保に資する受入環境整

備を推進する。 

加えて、通訳案内士

試験事務の安定的・効

率的な運営及び通訳案

内士の質的向上に取り

組む。 

 

②訪日旅行の満足度向

上に資する取組（受入環

境整備） 

観光案内所の更なる質

の向上を図るため、DXの

活用による情報発信の強

化や観光案内所間のネッ

トワーク・連携の拡充、

体験型コンテンツの提供

といった旅行者ニーズを

踏まえた提供サービスの

拡充、観光地の周遊促進

に資する機能強化を支援

する。さらに、多様な業

態への制度周知を行い、

必要な場所への認定案内

所の設置を促進する。ツ

ーリスト・インフォメー

ション・センター（TIC）

については、案内所支援

業務の中核として全国の

案内所との連携を強化す

る。 

また、ユニバーサル対

応や災害・医療機関に関

する情報提供の拡充、観

光関係事業者や自治体等

と連携した情報発信等、

訪日外国人旅行者の安

全・安心の確保に資する

受入環境整備を推進す

る。 

加えて、通訳案内士試

験事務の安定的・効率的

な運営及び通訳案内士の

質的向上に取り組む。 

 

数値目標 

 中期目標期間中、機

 

②訪日旅行の満足度向

上に資する取組（受入環

境整備） 

観光案内所の更なる質の

向上を図るため、DXの活

用による情報発信の強化

や観光案内所間のネット

ワーク・連携の拡充、体

験型コンテンツの提供と

いった旅行者ニーズを踏

まえた提供サービスの拡

充、観光地の周遊促進に

資する機能強化を支援す

る。さらに、多様な業態

への制度周知を行い、必

要な場所への認定案内所

の設置を促進する。ツー

リスト・インフォメーシ

ョン・センター（TIC）に

ついては、案内所支援業

務の中核として全国の案

内所との連携を強化す

る。 

また、ユニバーサル対応

や災害・医療機関に関す

る情報提供の拡充、観光

関係事業者や自治体等と

連携した情報発信等、訪

日外国人旅行者の安全・

安心の確保に資する受入

環境整備を推進する。 

加えて、通訳案内士試験

事務の安定的・効率的な

運営及び通訳案内士の質

的向上に取り組む。 

 

数値目標 

 機構が実施した外

国人観光案内所向

とともに、案内所支援業

務の中核として全国の案

内所との連携を強化して

いるか。 

改正通訳案内士法によ

る新たな制度の元で、全

国通訳案内士試験を安定

的に実施していくため、

更なる事務の効率化等を

図りながら、全国通訳案

内士試験の実施に関する

事務を行っているか。 
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構が実施した外国

人観光案内所向け

の研修会の参加者

による評価につい

て、4 段階評価で最

上位の評価を得る

割合を毎年度平均

60％以上とする。  

 中期目標期間中、機

構による外国人観

光案内所向けの情

報提供（災害・医療

機関等情報含む）に

対する外国人観光

案内所による評価

について、4 段階評

価で最上位の評価

を得る割合を毎年

度平均 50％以上と

する。  

 

けの研修会の参加

者による評価につ

いて、4 段階評価で

最上位の評価を得

る割合を平均 60％

以上とする。  

 機構による外国人

観光案内所向けの

情報提供（災害・医

療機関等情報含む）

に対する外国人観

光案内所による評

価について、4 段階

評価で最上位の評

価を得る割合を平

均 50％以上とする。 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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（2）国内支援業務（デスティネーションとしての魅力向上に向けた取組） 

①地方への支援強化 

3. 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

  
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

（2）国内支援業務 

①地方への支援強

化 

機構の知見やノ

ウハウ、海外事務

所、本部と国内関

係者との機能的ネ

ットワークを最大

限活用し、観光魅

力の向上や地方に

よるプロモーショ

ンの高度化、持続

可能な観光の推進

に資する地方への

支援を強化し、各

地域のマーケティ

ング力を高めるこ

とで、我が国のイ

ンバウンド推進の

基盤強化を図る。 

具体的には、広

域連携 DMO をはじ

めとする DMO や地

方運輸局など各地

域との連携強化、

海外市場の最新動

向や求められるコ

ンテンツを踏まえ

た地域へのコンサ

ルティング・情報

提供、地方の観光

コンテンツの募

集・収集・海外への

発信に取り組む。

また、訪日客の受

（2）国内支援業務 

①地方への支援強化 

機構の知見やノウハウ、海

外事務所、本部と国内関係者

との機能的ネットワークを最

大限活用し、観光魅力の向上

や地方によるプロモーション

の高度化、持続可能な観光の

推進に資する地方への支援を

強化し、各地域のマーケティ

ング力を高めることで、我が

国のインバウンド推進の基盤

強化を図る。 

具体的には、広域連携 DMO

をはじめとする DMO や地方運

輸局など各地域との連携強

化、海外市場の最新動向や求

められるコンテンツを踏まえ

た地域へのコンサルティン

グ・情報提供、地方の観光コン

テンツの募集・収集・海外への

発信等に取り組む。実施にあ

たっては、消費額増大や地方

への誘客に資する市場開拓を

目指し、「高付加価値」・「テー

マ別」（サステナブル・ツーリ

ズム、アドベンチャートラベ

ル、欧米豪市場の訪日無関心

層向けプロモーション等、取

組の成果や市場動向等を踏ま

え、重点的に取り組むテーマ

について毎年度設定）に係る

内容も考慮する。また、訪日客

の受入環境の向上に向けて、

受け皿となる観光地における

（2）国内支援業務 

①地方への支援強化 

機構の知見やノウハウ、海

外事務所、本部と国内関係

者との機能的ネットワー

クを最大限活用し、観光魅

力の向上や地方誘客に資

するプロモーションの高

度化、持続可能な観光の推

進に資する地域への支援

を強化し、マーケティング

力を高めることで、我が国

のインバウンド推進の基

盤強化を図る。 

具体的には、各地での研修

会開催や本部職員・海外事

務所現地職員によるコン

テンツ視察等を通じて地

域との関係構築を図ると

ともに、機構との連携協定

に基づき広告事業等を連

携して実施する広域連携

ＤＭＯをはじめ、ＤＭＯ・

自治体・地方運輸局など地

方誘客に対応する各組織

との連携強化に取り組む。

また、海外市場の最新動向

や求められるコンテンツ

を踏まえた地域へのコン

サルティング・情報提供、

地域の観光コンテンツの

募集・収集・海外への発信

等に取り組み、その実施に

あたっては、消費額増大や

地方への誘客に資する市

＜主な定量的指標＞ 

 事業パートナ

ーに対する機

構職員による

個別コンサル

ティング件数

を 4,000 件以

上とする。 

 機構が実施す

る自治体・DMO 

等向けのセミ

ナー・研修会の

開催回数を 25 

回以上とする。 

 機構が実施す

る自治体・DMO 

等向けセミナ

ー・研修会の参

加 人 数 を 

1,000 人以上

とする。（総合

的内容で 広く

対象者を募り

開催するもの） 

 機構が実施す

る自治体・DMO 

等向けのセミ

ナー・研修会参

加者による評

価について、4 

段階評価で最

上 位の評価を

得る割合が平

均 50％以上と

する。 

＜主な業務実績＞  

①地方への支援強化 

○ 観光魅力の向上や地方によるプロモーショ

ンの高度化、持続可能な観光の推進に資する

地方への支援強化 

【各地での研修会開催や本部職員・海外事務

所現地職員によるコンテンツ視察等を通じて

地域との関係構築】 

 地域でインバウンドに携わる関係者に対し

て機構の知見やノウハウを活かした実用的

な情報提供を行うため、6月から 10月にかけ

て、自治体・DMO 等を対象としたインバウン

ド研修会を全国 10 都市にて開催し、高付加

価値旅行やアドベンチャートラベル等特定

テーマへの取り組み手法を紹介した。また、

研修会にあわせて海外現地職員による視察

を実施し、コンテンツの磨き上げ支援を目的

とした地域へのフィードバックを行った。あ

わせて、取り組みの認知度を高めるため、地

方紙へ取材の働きかけを行い、地域における

機構のプレゼンス向上を図った。 

 日本各地の多くの希望者が参加できるよう、

オンライン方式でのセミナーを開催し、イン

バウンドの基礎知識を伝える初級者セミナ

ーを 5月に、データ活用方法を伝える地域セ

ミナーを 11 月に開催した。 

（成果） 

➢ インバウンド研修会 10 回。最上位評価

61.9%（目標 50.0%）。 

➢ 初級者セミナー1 回。最上位評価 78.1%

（目標 50.0%）。 

➢ 地域セミナー1回。最上位評価 62.3%（目

標 50.0%）。 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

【総合評価】 

 好調なインバウンド需要に対応し

た受入基盤の強化に向けて、地域

によるインバウンドへの取組支援

や賛助団体・会員のマーケティン

グ支援のため、研修会、セミナー、

ウェブサイトを通じて、最新の市

場動向や地域における取組み事例

等の情報提供を実施。また、きめ

細やかなコンサルティングを通じ

て、地域のプロモーション高度化

および賛助団体・会員の満足度の

向上を図った。 

 機構の各プロモーションにおける

地域との相互連携体制の構築のた

め、2022年度末に広域連携 DMOと

締結した連携協定もふまえ、事業

計画段階からの連携拡大、地域が

推奨する地域コンテンツの収集・

発信やコンテンツの磨き上げに資

する助言を実施。 

 

【質的成果】 

〇情報提供を通じた地方支援強化 

 自治体、DMO 等の地域のインバウ

ンド従事者を対象に、高付加価値

等の特定テーマへの取り組み方、

機構の知見やノウハウ等を紹介す

るインバウンド研修会を、地方運

輸局エリアごとに計 10回開催。 

 インバウンドの基礎情報の習得を

目的としたオンラインセミナーを

評定 Ａ 

＜評価に至った理由＞ 

 

【総合評価】 

地域によるインバウンドへの取

組支援や賛助団体・会員のマーケテ

ィング支援のため、様々な機会を通

じて、最新の市場動向や地域におけ

る取組み事例等の情報提供を実施

した。地域との相互連携体制の構築

については、2022年度末に広域連携

DMOと締結した連携協定もふまえ、

様々な角度から助言を実施し、相互

連携を推進した。 

 

【質的成果】 

情報提供を通じた地方支援強化

では、自治体、DMO等の地域のイン

バウンド従事者を対象に、インバウ

ンド研修会を地方運輸局エリアご

とに計 10 回開催。加えて、インバ

ウンドの基礎情報の習得を目的と

したオンラインセミナーを計 2 回

実施し、参加者の満足度は目標値を

上回ることが出来た。賛助団体・会

員向けには、ニーズを踏まえたテー

マ設定をしてオンライン・オフライ

ンのセミナーを実施した。また国内

外において合計 4,533 件のコンサ

ルティングを実施し、インバウンド

に取り組む関係者の個々のニーズ

に応じた情報提供を通じて、地域の

課題等の解決を支援した。 

地域との相互連携体制の構築で

は、自治体、DMO、運輸局等から各種
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入環境の向上に向

けて、受け皿とな

る観光地における

地域交通や決済シ

ステムなどの現地

のニーズや課題を

把握して関係機関

への情報提供によ

る働きかけを通じ

て課題の解決に積

極的に貢献する。 

地域交通や決済システムなど

の現地のニーズや課題を把握

して関係機関への情報提供に

よる働きかけを通じて課題の

解決に積極的に貢献する。 

 

数値目標 

 中期目標期間中、事業パ

ートナーに対する機構職

員による個別コンサルテ

ィング件数を毎年度平均

4,000件以上とする。  

 中期目標期間中、機構が

実施する自治体・DMO 等

向けのセミナー・研修会

の開催回数を毎年度平均

25回以上とする。  

 中期目標期間中、機構が

実施する自治体・DMO 等

向けセミナー・研修会の

参加人数を毎年度平均

1,000人以上とする。（総

合的内容で広く対象者を

募り開催するもの）  

 中期目標期間中、機構が

実施する自治体・DMO 等

向けのセミナー・研修会

参加者による評価につい

て、4 段階評価で最上位

の評価を得る割合が毎年

度平均 50％以上とする。  

 中期目標期間中、機構が

実施する特定テーマ（=

（１）②に記載の「高付

加価値」・「テーマ別」（サ

ステナブル・ツーリズム、

アドベンチャートラベ

ル、欧米豪市場の訪日無

関心層向けプロモーショ

ン等、取組の成果や市場

場開拓を目指し、「高付加

価値」・「テーマ別」（サステ

ナブル・ツーリズム、アド

ベンチャートラベル、大

阪・関西万博等、取組の成

果や市場動向等を踏まえ、

重点的に取り組むテーマ

について設定）に係る内容

も考慮する。     

また、訪日客の受入環境の

向上に向けて、受け皿とな

る観光地における地域交

通や決済システムなどの

現地のニーズや課題を把

握して関係機関への情報

提供による働きかけを通

じて課題の解決に積極的

に貢献する。 

 

数値目標 

 事業パートナーに対

する機構職員による

個別コンサルティン

グ件数を 4,000 件以

上とする。  

 機構が実施する自治

体・DMO 等向けのセミ

ナー・研修会の開催回

数を 25 回以上とす

る。  

 機構が実施する自治

体・DMO 等向けセミナ

ー・研修会の参加人数

を 1,000 人以上とす

る。（総合的内容で広

く対象者を募り開催

するもの）  

 機構が実施する自治

体・DMO 等向けのセミ

ナー・研修会参加者に

 機構が実施す

る特定テーマ

（ =(1)② に 記

載の「高付加価

値」・「テーマ

別」（サステナ

ブル・ツーリズ

ム、アドベ ン

チャートラベ

ル、大阪・関西

万博等、取組の

成果や市場動

向等を踏まえ、 

重点的に取り

組むテーマに

ついて設定）に

関する自治体・

DMO 等向けの

セミナー・研修

会の  開催  回

数を 10 回以上

とする。（上記

回数の内数） 

 機構が実施す

る特定テーマ

（ =(1)② に 記

載の「高付加価

値」・「テーマ

別」（サステナ

ブル・ツーリズ

ム、アドベ ン

チャートラベ

ル、大阪・関西

万博等、取組の

成果や市場動

向等を踏まえ、 

重点的に取り

組むテーマに

ついて設定）に

関する自治体・

 

【広域連携ＤＭＯをはじめ、ＤＭＯ・自治体・

地方運輸局など地方誘客に対応する各組織

との連携強化】 

 訪日旅行者の地方部への訪問・滞在促進を図

るため、地域資源やニーズに精通した広域連

携 DMO が推薦するコンテンツをはじめ地域

の観光魅力を記事広告等を通じて海外に向

けて発信することにより、地域の関係者と一

体となったプロモーション事業を通じて、各

地域への興味・関心の向上を図った。また、

広域連携 DMOのインバウンド事業戦略の情報

収集や、地域に対する機構のプロモーション

スケジュールの定期的な提供等、双方向の情

報共有を通じて、広域連携 DMOをはじめとす

る地域の各組織との連携強化を図った。 

 

【地域へのコンサルティング・情報提供】 

 賛助団体、会員をはじめ地域でインバウンド

に取り組む方々に対し、海外事務所によるオ

ンライン面談や日本国内でのオフラインの

相談機会等を通じて、個別の課題に応じたコ

ンサルティングを 4、533 件実施し、インバ

ウンドに取り組む関係者の個々のニーズや、

海外市場の最新動向を踏まえたアドバイス

を提供することで、地域の課題等の解決を支

援した。 

（成果） 

個別コンサルティング件数：実績4,533件（目

標４,000件） 

 

 9 月 5 日、6 日の 2 日間、賛助団体・会員に

対して、国際観光の現状の共有、海外の訪日

市場の大局的な理解促進及びネットワーキ

ングの機会提供を目的に「JNTOインバウンド

旅行振興フォーラム」を開催し 508人が参加

した。賛助団体・会員のニーズを踏まえ、高

付加価値旅行をテーマとしたパネルディス

カッション等を実施した結果、参加者からは

「各市場の現状、今後の活動、プロモーショ

計 2 回実施。参加者の満足度（最

上位評価）は、目標の 50％に対し

て、初任者向けセミナーでは

78.1％、データ活用を主要テーマ

とした地域セミナーでは 62.3％

を獲得。 

 賛助団体・会員向けには、オンラ

イン・オフラインのセミナーを高

付加価値旅行、インセンティブ旅

行等、ニーズを踏まえたテーマを

設定した結果、最上位評価はイン

バウンドフォーラムで 86.5%、セ

ミナーで 64.4％（11回平均）を達

成。 

 海外事務所長が直接相談に応じる

インバウンド旅行振興フォーラム

での個別相談会等、国内外におい

て合計 4,533 件のコンサルティン

グを実施。インバウンドに取り組

む関係者の個々のニーズに応じた

情報提供を通じて、地域の課題等

の解決を支援。 

 

〇地域との相互連携体制の構築 

 自治体、DMO、運輸局等から地域が

推奨する訪日外国人の受入体制が

整った体験型コンテンツ 60件、地

域お薦めの観光情報 120件、計 180

件の地域コンテンツを収集し、機

構の多言語サイトにおいて発信。

コンテンツの選定や磨き上げの参

考となるよう、外国人有識者から

見たコンテンツの評価を中心とし

た応募団体向け説明会（参加人数

218名）、希望団体への個別フィー

ドバック（23団体）を実施。 

 広域連携 DMO と連携して、グロー

バルメディアを活用し各 DMO が推

薦するコンテンツをはじめとする

地域の観光の魅力発信や、地域の

観光情報等を収集し、機構の多言語

サイトにおいて発信した。さらに、

コンテンツの選定や磨き上げの参

考となるよう、外国人有識者から見

たコンテンツの評価を中心とした

応募団体向け説明会、希望団体への

個別フィードバックを実施した。こ

の他、広域連携 DMO と連携して、

地域の魅力発信や、地域の要望が高

いデジタル広告の知識向上を目的

とするオンラインセミナー等を開

催し、地域との相互連携を推進し

た。 

 

【数値目標】 

数値目標については、全ての目標

において目標達成率が 100％もしく

は 120％を超えており、全体として

大幅に目標を達成しているため、所

期の目標を上回る成果が得られて

いると認められる。 

 

以上のことから、数値目標につい

ては全体として大幅に目標を達成

している他、インバウンド関係者の

各ニーズに応じたセミナーの開催

により高い満足度を得たことや

様々な機会を通じた地域と連携強

化により地方部への訪問・滞在促進

を図ったこと等を総合的に勘案し

た結果、機構の業績向上努力によ

り、中期計画における所期の目標を

上回る成果が得られていると認め

られるため、評定を「Ａ」とする。 

 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は「Ａ」

評定が妥当であるとの意見で一致

した。 
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動向等を踏まえ、重点的

に取り組むテーマについ

て毎年度設定）に関する

自治体・DMO 等向けのセ

ミナー・研修会の開催回

数を毎年度平均 10 回以

上とする。（上記回数の内

数）  

 中期目標期間中、機構が

実施する特定テーマ（=

（１）②に記載の「高付

加価値」・「テーマ別」（サ

ステナブル・ツーリズム、

アドベンチャートラベ

ル、欧米豪市場の訪日無

関心層向けプロモーショ

ン等、取組の成果や市場

動向等を踏まえ、重点的

に取り組むテーマについ

て毎年度設定）に関する

自治体・DMO 等向けのセ

ミナー・研修会参加者に

よる評価について、4 段

階評価で最上位の評価を

得る割合を毎年度平均

50％以上とする。（上記評

価の内数）  

 【再掲】中期目標期間中、

機構の SNS での地方*コ

ンテンツ投稿数を毎年度

平均 3,700 回以上とす

る。 *地方=三大都市圏

（東京、神奈川、千葉、

埼玉、愛知、大阪、京都、

兵庫）以外  

・ 中期目標期間中、把握した

訪日客の受入環境に係るニー

ズや課題の関係機関への情報

提供回数を毎年度平均 2 回以

上とする。  

よる評価について、4

段階評価で最上位の

評価を得る割合が平

均 50％以上とする。 

 機構が実施する特定

テーマ（=(1)②に記載

の「高付加価値」・「テ

ーマ別」（サステナブ

ル・ツーリズム、アド

ベンチャートラベル、

大阪・関西万博等、取

組の成果や市場動向

等を踏まえ、重点的に

取り組むテーマにつ

いて設定）に関する自

治体・DMO 等向けのセ

ミナー・研修会の開催

回数を 10 回以上とす

る。（上記回数の内数）  

 機構が実施する特定

テーマ（=(1)②に記載

の「高付加価値」・「テ

ーマ別」（サステナブ

ル・ツーリズム、アド

ベンチャートラベル、

大阪・関西万博等、取

組の成果や市場動向

等を踏まえ、重点的に

取り組むテーマにつ

いて設定）に関する自

治体・DMO 等向けのセ

ミナー・研修会参加者

による評価について、

4段階評価で最上位の

評価を得る割合を平

均 50％以上とする。

（上記評価の内数）  

 【再掲】機構の SNSで

の地方*コンテンツ投

稿数を 3,700 回以上

DMO 等向けの

セミナー・研修

会参加者に よ

る評価につい

て、4 段階評価

で最上位の評

価を得る割合

を平均 50％以

上とする。（上

記評価の内数） 

 【再掲】機構の

SNS での地方*

コンテンツ投

稿 数 を 3,700 

回以上とする。

*地方 =三大都

市圏（東京、神

奈川、千葉、埼

玉、愛知、大阪、

京都、兵庫）以

外  

 把握した訪日

客の受入環境

に係るニーズ

や課題の関係

機関への情報

提供回数を 2 

回以上とする。 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

  

＜評価の視点＞ 

在外公館や地方自治

体等と連携し、オー

ルジャパン体制で訪

日外国人旅行者の戦

略的誘客が実現して

いるか。 

地方への訪日外国

ン手法など現地の活動がまとめられていて

わかりやすく、有用だった」といった声があ

った。 

（成果） 

満足度（4段階の最上位評価）86.5％ 

 

 賛助団体・会員を対象としたオンライン・オ

フラインのセミナーを 11 回実施した。賛助

団体・会員のニーズが高いテーマ選定を行っ

た結果、今年度は、中東市場における高付加

価値旅行やインセンティブ旅行、情報発信の

トレンドと効果的に伝えるための手法（タイ

およびフィリピン市場）、ターゲットセグメ

ント、PR・情報発信、誘客のポイント（イタ

リア市場）、FIT をターゲットとした BtoC プ

ロモーション（フランス市場）等を取り上げ

た。 

（成果） 

満足度（４段階の最上位評価）64.4%（1１回

平均）、セミナー件数 1１回 

 

【地方の観光コンテンツの募集・収集・海外

への発信】 

 全国の自治体・DMO・運輸局から訪日外国人旅

行者の受入体制が整った体験型観光コンテ

ンツ 60 件、地域がお勧めする観光情報 120

件を収集し、機構のグローバルサイトに掲載

することにより情報発信に取り組むととも

に、機構内でのプロモーションへの活用を図

った。また、地域へのフィードバックとして、

海外から求められるコンテンツ等について

説明会を開催し、218名が参加した。加えて、

コンサルティングを希望した 23 団体に対し

ては、オンラインよる個別フィードバックを

実施し、外国人有識者から見たコンテンツの

評価や機構におけるコンテンツ活用状況な

ど、地域のコンテンツの磨き上げに資する助

言を行った。 

 

要望が高いデジタル広告の知識向

上を目的とするオンラインセミナ

ー等を開催し、地域との相互連携

を推進。 

 

【数値目標】 

 事業パートナーに対する機構職員

による個別コンサルティング件

数：4,533 件（目標：4,000 件以

上、達成率：：113 ％） 

 機構が実施する自治体・DMO 等向

けのセミナー・研修会の開催回数：

35 回（目標：25回以上、達成率：：

140 ％）  

 機構が実施する自治体・DMO 等向

けセミナー・研修会の参加人数（総

合的内容で広く対象者を募り開催

するもの）：2,324 人（目標：1,000

人以上、達成率：232 ％）  

 機構が実施する自治体・DMO 等向

けのセミナー・研修会参加者によ

る評価について、4 段階評価で最

上位の評価を得る割合：69.3 ％

（目標：平均 50％以上、達成率：

139 ％）  

 機 構 が 実 施 す る 特 定 テ ー マ

（=(1)②に記載の「高付加価値」・

「テーマ別」（サステナブル・ツー

リズム、アドベンチャートラベル、

大阪・関西万博等、取組の成果や

市場動向等を踏まえ、重点的に取

り組むテーマについて設定）に関

する自治体・DMO 等向けのセミナ

ー・研修会の開催回数：16 回（目

標：10回以上、達成率：160 ％）

（上記回数の内数）  

 機 構 が 実 施 す る 特 定 テ ー マ

（=(1)②に記載の「高付加価値」・

「テーマ別」（サステナブル・ツー

リズム、アドベンチャートラベル、
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 とする。*地方=三大都

市圏（東京、神奈川、

千葉、埼玉、愛知、大

阪、京都、兵庫）以外  

 把握した訪日客の受

入環境に係るニーズ

や課題の関係機関へ

の情報提供回数を 2

回以上とする。  

人旅行者の誘客の

ために、地域への誘

客・消費につながる

外国人目線ニーズ

等の情報提供や相

談対応、地域の観光

資源をプロモーシ

ョンしていくため

の助言等を通じて、

地方が行うプロモ

ーションの質の向

上を支援している

か。 

【自治体・DMO の情報発信へのデジタルマー

ケティング支援強化】 

· 地域情報の発信を強化するデジタルマーケ

ティング手法を活用したプロモーション支

援メニューを展開し、8 団体から申込みがあ

った。2つのメニューのうち、「Japan Monthly 

Web Magazine 記事広告」のメニューは 8件、

「デジタル広告商品」のメニューは１ 件申

込があり、多くの地域に対し、機構のデジタ

ルマーケティングにおけるノウハウ等を活

かした支援を提供することができた。 

 

○ 訪日客の受入環境の向上 

【現地のニーズや課題についての関係機関

への情報提供】 

· 機構が認定する観光案内所からの報告を通

じて確認された、豪雨、台風、南海トラフ臨

時情報発令等の災害、猛暑、二次交通、決済

システム等、受入環境に係る課題をとりまと

め、観光庁への情報提供を実施した。 

（成果） 

受入対策上の課題の情報提供 2回 

 

 

大阪・関西万博等、取組の成果や

市場動向等を踏まえ、重点的に取

り組むテーマについて設定）に関

する自治体・DMO 等向けのセミナ

ー・研修会参加者による評価につ

いて、4 段階評価で最上位の評価

を得る割合：59.3 ％（目標：平均

50％以上、達成率：119 ％）（上記

評価の内数）  

 機構の SNS での地方コンテンツ投

稿数：8,024 回（目標：3,700回以

上、達成率：217％） 【再掲】 

 把握した訪日客の受入環境に係る

ニーズや課題の関係機関への情報

提供回数：2 回（目標：2回以上、

達成率：100 ％）  

 

以上のことから、機構の業績向上努力

により、年度計画における所期の目標

を上回る成果が得られていると判断し

たため、評定を A とする。 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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②訪日旅行の満足度向上に資する取組（受入環境整備） 

3. 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価  

  

  

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

②訪日旅行の満足

度向上に資する取

組（受入環境整備） 

観光案内所の更

なる質の向上を図

るため、DXの活用に

よる情報発信の強

化や観光案内所間

のネットワーク・連

携の拡充、体験型コ

ンテンツの提供と

いった旅行者ニー

ズを踏まえた提供

サービスの拡充、観

光地の周遊促進に

資する機能強化を

支援する。さらに、

多様な業態への制

度周知を行い、必要

な場所への認定案

内所の設置を促進

する。ツーリスト・

インフォメーショ

ン・センター（TIC）

については、案内所

支援業務の中核と

して全国の案内所

との連携を強化す

る。 

また、ユニバーサ

ル対応や災害・医療

機関に関する情報

提供の拡充、観光関

係事業者や自治体

と連携した情報発

信等、訪日外国人旅

②訪日旅行の満足度向上

に資する取組（受入環境

整備） 

観光案内所の更なる質

の向上を図るため、DX の

活用による情報発信の強

化や観光案内所間のネッ

トワーク・連携の拡充、体

験型コンテンツの提供と

いった旅行者ニーズを踏

まえた提供サービスの拡

充、観光地の周遊促進に

資する機能強化を支援す

る。さらに、多様な業態へ

の制度周知を行い、必要

な場所への認定案内所の

設置を促進する。ツーリ

スト・インフォメーショ

ン・センター（TIC）につ

いては、案内所支援業務

の中核として全国の案内

所との連携を強化する。 

また、ユニバーサル対

応や災害・医療機関に関

する情報提供の拡充、観

光関係事業者や自治体等

と連携した情報発信等、

訪日外国人旅行者の安

全・安心の確保に資する

受入環境整備を推進す

る。 

加えて、通訳案内士試

験事務の安定的・効率的

な運営及び通訳案内士の

質的向上に取り組む。 

 

②訪日旅行の満足度向

上に資する取組（受入環

境整備） 

観光案内所の更なる質

の向上を図るため、DX

の活用による情報発信

の強化や観光案内所間

のネットワーク・連携の

拡充、体験型コンテンツ

の提供といった旅行者

ニーズを踏まえた提供

サービスの拡充、観光地

の周遊促進に資する機

能強化を支援する。さら

に、多様な業態への制度

周知を行い、必要な場所

への認定案内所の設置

を促進する。ツーリス

ト・インフォメーショ

ン・センター（TIC）につ

いては、案内所支援業務

の中核として全国の案

内所との連携を強化す

る。 

また、ユニバーサル対応

や災害・医療機関に関す

る情報提供の拡充、観光

関係事業者や自治体等

と連携した情報発信等、

訪日外国人旅行者の安

全・安心の確保に資する

受入環境整備を推進す

る。 

加えて、通訳案内士試験

事務の安定的・効率的な

運営及び通訳案内士の

＜主な定量的指標＞ 

・ 機構が実施した外

国人観光案内所向け

の研修会の参加者に

よる評価について、4 

段階評価で最上位の

評 価を得る割合を平

均 60％以上とする。 

・ 機構による外国人

観光案内所向けの情

報提供（災害・医療機

関等情報含む）に対す

る外国人観光案 内所 

による評価について、

4 段階評価で最上位

の評価を得る割合を

平均 50％以上とす

る。 

  

＜その他の指標＞ 

なし 

   

＜評価の視点＞ 

「観光立国推進基

本計画」を踏まえ、観

光 案 内 所 の 体 制

（1,500 か所以上）を

維持しつつ、観光案内

所のブランド力強化、

サービスの質の向上、

持続可能な観光、自然

災害や感染症等への

対応等の課題の解決

が図られているか。 

そのために、DX 技

術の活用や観光案内

＜主な業務実績＞ 

②訪日旅行の満足度向上に資する取組（受入環境整備） 

○ 観光案内所の更なる質の向上 

【DX の活用による情報発信の強化や観光案内所間の

ネットワーク・連携の拡充と機能強化、旅行者ニーズ

を踏まえた提供サービスの拡充、観光地の周遊促進に

資する機能強化支援】 

· 機構が認定案内所向けに運営するウェブサイト（以

下、専用サイト）を改修し、毎月の業務実績報告の入

力作業の省力化・効率化を実現するとともに、報告情

報を分析しやすい環境を整備した。また、頻繁に受け

る問い合わせ事項のグラフ化、同エリアの案内所等と

の比較機能等を追加した結果、各案内所における自己

分析をより容易に実施できるようになり、DXの活用に

よる情報発信の強化につながった。 

· 観光案内所の機能強化のため、新たに、機構の賛助団

体・会員から、案内所業務に活用できるサービス情報

を募集し、専用サイトに情報を掲載することにより、

随時閲覧できる環境を整備した。今年度は、多言語対

応の飲食店検索サイトやハイヤー予約サイト等、計 7

サービスを掲載した。 

· 認定観光案内所向けに年間 20回発信した メールマガ

ジンでは、案内所のネットワーク・連携の拡充のため、

案内所間の取り組みを共有するだけでなく、案内業務

に必要な医療情報、災害情報を含んだ情報提供を提供

した。 

（成果） 

満足度（4段階評価の最上位評価）37.5％（2回平均） 

  

· 案内所間の交流及び情報交換の機会を創出し、案内所

業務を通して他地域への周遊を促進するため、認定案

内所向けに、地域別研修会を 3回（①関東②東北③北

陸信越）、全国版研修会を都内で 1回開催した。4回の

研修会の全参加者数は 402 名であった。 

· 地域別研修会では、旅行者のニーズを踏まえた提供サ

ービスの拡充に寄与する講演を、全国版研修会では観

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

【総合評価】 

 「観光立国推進基本計

画」を踏まえ、観光案内

所の体制（1,500 か所以

上）を維持しつつ（※）、

各地の周遊促進や、訪日

旅行者のニーズを踏まえ

た提供サービスの拡充を

課題と捉え、認定案内所

向けの情報提供や研修会

等を実施。また、全国通

訳案内士試験の安定的・

効率的な運営にも取組

み、受入環境整備の推進

により、訪日旅行の満足

度の向上を図った。（※）

令和 6 年度末現在、機構

が認定する外国人向けの

観光案内所は 1,513 か

所。 

 訪日外国人旅行者の安

全・安心を確保するため、

ユニバーサル対応や災

害･医療機関に関する情

報提供を拡充。SNS やウ

ェブサイト､多言語コー

ルセンター等による災害

時･緊急時の迅速かつ正

確な情報発信･情報提供

を実施｡ 

 

【質的成果】 

〇認定案内所業務等を通じた

評定 Ｂ 

＜評価に至った理由＞ 

 

【総合評価】 

観光案内所の体制を維持しつつ、各地

の周遊促進や、訪日旅行者のニーズを踏

まえた提供サービスの拡充を課題と捉

え、認定案内所向けの情報提供や研修会

等を実施した他、全国通訳案内士試験の

安定的・効率的な運営にも取組んだ。 

また訪日外国人旅行者の安全・安心を

確保するため、ユニバーサル対応や災

害･医療機関に関する情報提供を拡充し

た。 

 

【質的成果】 

認定案内所業務等を通じた受入環境

の向上については、複数回に渡る研修会

の実施により、案内所の機能強化及び案

内所間のネットワークの拡充に寄与し

た。また様々な媒体を活用した案内所へ

の情報提供を実施し、満足度向上に繋げ

た。通訳案内士試験については、利便性

向上と認知度向上に取組んだ。 

災害時・緊急時の訪日外国人への効果

的・効率的な情報発信では、公式 SNS（X・

Weibo）及びウェブサイトでの迅速な情

報発信、24時間対応の多言語コールセン

ターやチャットボットでの問い合わせ

対応等を実施。南海トラフ地震臨時情報

が初めて発出された際には、速やかに地

震の際に役立つ情報を発信し、Ｘの閲覧

数は 1,915,346回を記録した（通常時の

約 240 倍）。さらにウェブサイトを大幅

に改修し、ユーザーの利便性向上を図っ

た。 
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行者の安全・安心の

確保に資する受入

環境整備を推進す

る。 

加えて、通訳案内

士試験事務の安定

的・効率的な運営及

び通訳案内士の質

的向上に取り組む。 

 

 

数値目標 

 中期目標期間中、機

構が実施した外国人

観光案内所向けの研

修会の参加者による

評価について、4段階

評価で最上位の評価

を得る割合を毎年度

平均 60％以上とす

る。  

 中期目標期間中、機

構による外国人観光

案内所向けの情報提

供（災害・医療機関等

情報含む）に対する

外国人観光案内所に

よる評価について、4

段階評価で最上位の

評価を得る割合を毎

年度平均 50％以上と

する。  

 

質的向上に取り組む。 

 

数値目標 

 機構が実施した外

国人観光案内所向

けの研修会の参加

者による評価につ

いて、4段階評価で

最上位の評価を得

る割合を平均 60％

以上とする。  

 機構による外国人

観光案内所向けの

情報提供（災害・医

療機関等情報含む）

に対する外国人観

光案内所による評

価について、4段階

評価で最上位の評

価を得る割合を平

均 50％以上とす

る。 

所間の連携強化・ネッ

トワーク化等の観光

案内所の機能強化の

取組を進められてい

るか。 

TIC について、機構

のネットワークや民

間のノウハウを取り

入れた効果的な運営

により、対面による質

の高い情報提供を行

うとともに、案内所支

援業務の中核として

全国の案内所との連

携を強化しているか。 

改正通訳案内士法

による新たな制度の

元で、全国通訳案内士

試験を安定的に実施

していくため、更なる

事務の効率化等を図

りながら、全国通訳案

内士試験の実施に関

する事務を行ってい

るか。 

光案内所で役立つユニバーサル対応に関し、同分野の

第一人者による講演を実施したほか、グループディス

カッションによる事例共有や認定案内所の見学を通

じて、案内所の機能強化及び案内所間のネットワーク

の拡充に寄与した。 

· 今年度も、優良事例の横展開を図るとともに、案内所

スタッフのモチベーション向上のため、3 つのテーマ

において、独自の取り組みを行い顕著な実績のあった

観光案内所の表彰を実施した。表彰された案内所は以

下の通り。また、全国版研修会にて表彰式を行い、そ

の結果が 6社のメディアで取り上げられた。 

なお、表彰された案内所は以下の通り。 

➢ 「訪日客へのホスピタリティ」部門  

【カテゴリー2】ワンダーコンパス別府（大分県）  

【カテゴリー3】奈良県猿沢イン（奈良県） 

➢ 「連携強化による観光案内の質の向上」部門 

【カテゴリー3】福岡空港国際観光案内所（福岡県） 

➢ 「案内所における災害対応」部門 

【カテゴリー3】奈良県猿沢イン（奈良県） 

（成果） 

研修会参加者の満足度（4 段階のうち最上位評価）

83.3％（4回平均） 

 

【認定案内所の設置促進】 

 インバウンド対応に積極的に取り組んでいる未認定

の観光案内所をリストアップし、電話やメール等で認

定制度の説明を行う等の設置促進活動を実施した結

果、29件の新規登録を実現し、令和 6年度末の認定案

内所数は 1,513か所となった。 

 旅ナカの満足度向上に重要な役割を果たしている観

光案内所や全国通訳案内士の認知度の向上と理解の

促進のため、広く参加者を募る形で開催する観光関係

者へのオンラインセミナーを 2回実施。ガイド・DMO・

自治体、旅行会社ガイド等様々な業種からの参加があ

り、案内所等のプレゼンス向上に貢献した。  

（成果） 

セミナー参加者人数：676名（2回合計） 

 

【案内所支援業務の中核としてのTICと全国案内所と

の連携強化】 

受入環境の向上について 

 認定案内所向けの研修会

を計 4 回開催。提供サー

ビスの拡充やユニバーサ

ル対応等に関する講演と

ともに、グループディス

カッションや案内所見学

を通じ、案内所の機能強

化及び案内所間のネット

ワークの拡充に寄与。参

加人数は計 402 名、最上

位評価は 83.3％を記録。 

 優良事例の横展開、案内

所スタッフのモチベーシ

ョン向上を目的として、

3 テーマにより 3 か所の

案内所を表彰。表彰式は

メディア 6 社に取り上げ

られ、案内所の認知度向

上につながった。 

 案内所に対しては計 20

回のメールマガジンを通

じて、医療情報、災害情

報等、案内業務に有用な

実用情報を提供。また、

新たに、案内所業務に活

用できるサービス情報

（例:多言語の飲食店サ

イト、ハイヤー予約サイ

ト）の提供も開始。次年

度は、提供情報に対する

満足度の向上に取り組

む。 

 全国通訳案内士試験につ

いては、受験料が改定さ

れ（11,700 円→14,850

円）、のべ受験者数は

3,849 名となった（対前

年比 7%増）。受験者の利

便性の向上への対応とし

 

【数値目標】 

外国人観光案内所向けの研修会の参

加者による評価については、目標達成率

が 139％となった一方、外国人観光案内

所向けの情報提供に対する外国人観光

案内所による評価については目標を達

成していない。当該目標に関して、４段

階評価の最上位評価をつけた割合は目

標値に満たなかったものの、全体で見る

と約９割は一定程度の満足を示してお

り、カテゴリー３の案内所からは目標を

上回る評価を得たことが報告されてい

る。カテゴリーに応じて必要な情報提供

を行うなど、引き続き、情報提供の質・

満足度向上に向けて取り組むべき。 

 

以上のことから、数値目標については

１項目で目標が達成できていないもの

の、認定案内所向けに複数回実施した研

修では、機能強化及び案内所間のネット

ワーク拡充に寄与し、参加者から高い満

足度を獲得したことや、南海トラフ地震

臨時情報が発出された際の迅速な情報

発信やウェブサイトの改修等、大規模災

害発生時でも迅速に対応できる体制を

構築したこと等を総合的に勘案した結

果、中期計画における所期の目標を達成

していると認められ、評定を「Ｂ」とす

る。 

 

＜その他事項＞ 

 評定について、外部有識者は「Ｂ」評

定が妥当であるとの意見で一致した。 
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 全国の外国人観光案内所支援業務の中核を担う機構

の TICでは、案内所のカウンターで利用できる全国の

イベントカレンダー、東京近郊の人気スポット情報な

ど主要な観光情報をまとめた資料（55種類）を作成し、

認定案内所向けメールマガジン等を通じて、全国の認

定案内所に提供した。 

 TIC において、大阪・関西万博をはじめ観光事業関係

者、自治体等から要望があったパンフレットの配架に

106 件協力し、日本各地の観光地に関する情報提供を

行うととともに、地方周遊に資する情報発信を行っ

た。 

 またインバウンド需要の高まりにより、訪日外国人の

ニーズを知る TIC へのヒアリング希望が増え、同業者

に限らず観光団体や学校法人などからも視察希望を

受け、積極的に対応することで、案内所の役割につい

ての周知活動につなげた。 

 

○ 訪日外国人旅行者の安全・安心の確保に資する受入環

境整備の推進 

【ユニバーサル対応や災害・医療機関に関する情報提

供の拡充】 

・ 認定案内所向けに、「災害対応マニュアル」を提供した

ほか、メールマガジンにて、訪日旅行者向けの医療機

関に関する情報や災害時の情報提供に役立つ対応・ツ

ールを紹介した。 

・ また、全国版研修会において、案内所で役立つユニバ

ーサル対応について、第一人者よる講演を実施した。 

・ 災害等非常時に外国人旅行者に安全情報を提供する

ため、X（旧 Twitter）、Weibo、機構が運営するグロー

バ ル サ イ ト 内 専 用 ペ ー ジ

(https://www.japan.travel/en/japan-safe-travel-

information/、以下 JSTページ）において安心・安全

情報を発信した。 

・ 従来は災害発生に関する最新情報を主に SNSで発信し

ていたが、今年度は、JSTページを大幅に改修し、Xと

Weibo で自動投稿している以下情報を JST ページでも

発信できるように整備した他、災害の影響地域の地図

等による可視化、直近の災害情報の一覧化等により、

ユーザーが利用しやすいよう工夫した。 

・ また、大規模火災についても直ちに情報提供できるよ

ては、筆記試験の問題・

正解の公表までの期間を

大幅に短縮（40 日→7

日）。また、広報活動にも

取り組み、新たに、ツー

リズム EXPO ジャパンや

オンラインセミナーを通

じて、試験および全国通

訳案内士制度の認知度向

上を目指した。 

 

〇災害時・緊急時の訪日外国

人への効果的・効率的な情報

発信 

 災害情報（地震、津波、

大雨注意喚起等）などに

ついて、公式 SNS（X・

Weibo）及びウェブサイト

で迅速に情報発信を行う

と共に、24時間対応の多

言語コールセンターやチ

ャットボットにおいて問

い合わせに対応、災害・

医療機関についても情報

提供を実施。初めて発出

された南海トラフ地震臨

時情報を受けて、速やか

に地震の際に役立つ情報

を発信し、Ｘの閲覧数は

1,915,346 回を記録（通

常時の約 240倍）。 

 大規模火災についても直

ちに情報提供するよう、

自動投稿機能を拡充。ま

た、ウェブサイトを大幅

に改修し、災害の影響地

域の地図等による可視

化、直近の災害情報の一

覧化等によりユーザーの

利便性向上を図った。 
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う、自動投稿機能を拡充したことで、より正確且つ迅

速に情報発信する体制を強化した。 

（自動投稿により直ちに発信する情報） 

➢ 地震速報・震源に関する情報（震度 5 弱以上） 

➢ 津波警報・注意報 

➢ 噴火速報・警報・注意報（噴火警戒レベル 3以

上、一部レベル 2 以上） 

➢ 特別警報（主に大雨・豪雨・大雪等） 

➢ 熱中症警戒アラート（暑さ指数＝WBGT 33 以

上） 

➢ 国民保護情報（J アラート） 

➢ 大規模火災情報 

・ 平常時のみならず大規模災害等発生時にも訪日外国

人旅行者への問い合わせに対応するため、24時間体制

で電話対応を行う多言語コールセンター「Japan 

Visitor Hotline」（英語・中国語・韓国語）及び観光

や災害時の問い合わせ対応が可能な多言語チャット

ボット(英語・簡体字・繁体字・韓国語)を引き続き運

営し、災害・医療に関する問い合わせにも対応した。 

 

【南海トラフ臨時情報に関する情報発信】 

・ 8 月 8 日の日向灘地震においては、地震発生を知らせ

る第一報を即時に発信した他、地震・津波時に身の安

全を確保するために役立つ情報や交通事業者のリン

クへ誘導する投稿を X及び Weiboにおいて行った。 

・ その後、初めて発表された「南海トラフ地震臨時情報」

についても、速やかに SＮＳへの投稿及びＪＳＴペー

ジへの情報掲載を行うとともに、臨時情報が発出され

た当日中に「地震の際に役立つ情報」に関する投稿も

行った結果、同投稿（X）の閲覧数 1,915,346回となっ

た。（8月の平均閲覧数：7862.3回）。 

· 上記により、同月の公式 SNSのフォロワー数が大きく

増加した。X は前月から 1,140 人増加し 38,286 人、

公式 Weibo は 204人増加し 6,435人 となった。 （参

考：平均純増数（平時の事例として令和 6 年 3 月～7 

月の平均値）は、X：63.8 人、Weibo：88.4人）。 

 

【観光関係事業者や自治体等と連携した情報発信】 

 地方自治体及び関係省庁と連携し、安全・安心情報発

信のための公式 SNSにおいて、旅ナカの実用的な情報

 

【数値目標】 

 機構が実施した外国人観

光案内所向けの研修会の

参加者による評価につい

て、4 段階評価で最上位

の評価を得る割合 ：

83.3 ％（目標：平均 60％

以上、達成率：139 ％）  

 機構による外国人観光案

内所向けの情報提供（災

害・医療機関等情報含む）

に対する外国人観光案内

所による評価について、

4 段階評価で最上位の評

価を得る割合：37.5％（目

標：平均 50％以上、達成

率：75 ％）  

 

以上のことから、年度計画

における所期の目標を達成し

ていると判断したため、評定

を Bとする。 
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発信（ゆいレールの計画運休、富士登山の注意喚起、

熱中症の注意喚起、空港混雑注意喚起、渋谷区や京都

市の観光マナー啓蒙情報発信等）を行った。   

 JNTO TICにおいて、観光事業関係者、自治体等のパン

フレットの配架要望に 106件協力し、日本各地の観光

地に関する情報提供を行うととともに、地方周遊に資

する情報発信を行った。 

 

○ 通訳案内士試験事務の安定的・効率的な運営 

· 全国通訳案内士試験については、引き続き観光庁の

「通訳案内士試験ガイドライン」に基づき、試験の公

正性・適正性を確保しつつ、業務収支の改善を図りな

がら、試験事務を円滑に運営した。今年度は受験手数

料の改定が行われ（11,700円→14, 850 円）、新手数料

の下、延べ受験者数は 3,849名となり対前年比 7%増で

あった。 

· 8月の筆記試験については、昨年度は試験日の 40日後

に問題及び正解を公表していたが、今年度は試験日の

7 日後の公表とし、公表までの期間を、大幅に短縮す

ることで、受験者の利便性の向上を図った。12月の口

述試験では、前年度同様、各会場のレイアウトに合わ

せた効率的な受験者導線の確保・誘導の実施等によ

り、試験の着実な実施体制を確保しつつも経費の削減

に努め、安定的な試験運営を行った。 

· また、広報活動にも取り組み、賛助団体・会員向けの

メールマガジン及びウェブサイトの記事掲載のほか、

今年度は初めての取組みとして、9 月のツーリズム

EXPO ジャパンの JNTO ブースでの PR 活動や、10 月の

オンラインセミナー（前述）を通じて、試験および全

国通訳案内士制度の認知度向上を目指した。 

 

○ 通訳案内士の質的向上（再掲） 

 （主に欧米豪） 

高付加価値旅行者が求める体験やサービスを提供す

る英語ガイドを育成するための研修を、48名の受講者

を対象に実施した。具体的には、高付加価値旅行者と

のコミュニケーションのあり方や食・工芸・アート等

の専門家によるオンラインでの座学研修のほか、実践

的なガイド模擬ツアーや高付加価値旅行者が実際に

宿泊・体験するホテルや観光コンテンツの視察等多様
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なプログラムを行った。研修の終盤には、受講者とガ

イド手配を行う DMC とのマッチングイベントも実施

し、新たなビジネスにつながる機会を提供した。受講

者からは、高付加価値旅行者を満足させるための対応

力や柔軟性を高めることができたという声が聞かれ

たほか、ガイドとのマッチングイベントに参加した

DMC の満足度は 8 割、平均して 26 人の有望ガイドと

面談できたとの回答を得て、ガイド不足の課題に貢献

した。 

 

 

  

4．その他参考情報 

特になし 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

２. 業務運営の効率化に関する目標を達成するため取るべき措置 

（1）組織運営の効率化  

（2）業務運営の効率化 

（3）業務の電子化及びシステムの最適化 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２ 
組織運営の効率化／業務運営の効率化／業務の電子化及びシステムの最適化 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

予算事業 ID：004237 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

効率化対象経費の効率

化 

前年度比で 1.25％

以上 
 －3.61％ -1.96%    

 

紙による立案決裁率 5％以下  0.1％ 0％     

         

         

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載    

 

3. 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

(1) 組織運営の効率化 

政府目標の達成に向

け、上述 3.の事務・事

業の展開に効率的・効

果的な体制を構築する

ため、組織面では、本

部・海外事務所の組織

体制や業務分担の見直

しや強化を行い、人材

面では高付加価値旅行

等今後強化する分野を

はじめとするマーケテ

ィング部門や、独立行

政法人に求められる DX

推進や内部統制の強化

(1) 組織運営の効率化 

政府目標の達成に向

け、上述 3.の事務・事

業の展開に効率的・効

果的な体制を構築する

ため、組織面では、本

部・海外事務所の組織

体制や業務分担の見直

しや強化を行い、人材

面では高付加価値旅行

等今後強化する分野を

はじめとするマーケテ

ィング部門や、独立行

政法人に求められる DX

推進や内部統制の強化

（1）組織運営の効率化 

政府目標の達成に向

け、上述１.の事務・事

業の展開に効率的・効

果的な体制を構築する

ため、組織面では、海外

事務所間の業務分担等

の見直しを図るほか、

人材面では、新たな政

府目標達成に向けて、

国際会議誘致や高付加

価値旅行等今後強化す

る分野に係る人材育成

や、地域への人材派遣、

独立行政法人に求めら

＜主な定量的指標＞ 

 紙による立案決裁率

を 5%以下とする。 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

市場の動向を見極めつ

つ、プロモーション効果

の最大化を図る観点か

ら、本部の組織強化や海

外事務所新設の必要性に

ついても、随時検討を行

っているか。 

＜主な業務実績＞  

（１）組織運営の効率化  

○ 本部と海外事務所間の業務執行体制の見直し 

 機構に期待される役割や業務量の増大、業務執行管理の高度

化等が年々進む中、限られたリソースを最大限に活用し、組

織全体としてのパフォーマンスをより一層高められるよう、

本部・26 海外事務所による効果的・効率的な業務執行体制の

検討作業に本格的に着手した。 

 6月には、全 26の海外事務所を区域ごとにグループ化し、そ

の果たすべき役割に応じて３つに分類することを内容とする

組織規程の改正を行い、9 月より中国及び米国にて先行的に

体制を移行した。 

 7 月には理事長代理をリーダーとする「業務執行体制見直し

プロジェクトチーム」を設置し、本部と海外事務所の機能・役

割の見直しの具体化に向けた議論を開始した（年度中に合計

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

【総合評価】 

 期待される役割や増

大する業務量、高度化

する執行管理に対応

するため、「業務執行

体制見直しプロジェ

クトチーム」を設置

し、本部と海外事務所

による効果的・効率的

な業務体制の見直し

を本格的に開始。本部

と海外事務所の役割

評定 Ａ 

＜評価に至った理由＞ 

 

【総合評価】 

 期待される役割や増大する業務

量、高度化する執行管理に対応する

ため、令和 6年度より、本部と海外

事務所の役割分担の具体化や海外

事務所の機能別分類、事務所事業の

エリア単位での集約化などを進め、

本部と海外事務所の連携強化と業

務運営の高度化を図った。また業務

における利便性向上や効率化を図

るため、各種手続きのマニュアル改

善等標準化や、機構内 SNSプラット
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に対応するための管理

部門における人材の確

保・育成を強化し、働き

やすさやモチベーショ

ンの向上につながる取

組の強化を進める。 

また、機構の職員が

一丸となって、自主的・

戦略的な業務運営を行

い、最大限に成果を上

げていくため、引き続

き、効率的な運営体制

の確保、管理業務の標

準化や情報共有化等に

努める。また、ダイバー

シティ・環境負荷軽減

等 SDGsに資する管理運

営を推進するととも

に、機構で掲げる経営

理念の推進の職員への

浸透を通じ、組織とし

ての一体感を高める。 

 

 

 

 

(2) 業務運営の効率化 

①効率化目標の設定等 

運営費交付金を充当

して行う業務について

は、今中期目標期間中、

一般管理費（人件費、公

租公課等の所要額計上

を必要とする経費及び

特殊要因により増減す

る経費を除く。）及び業

務経費（公租公課等の

所要額計上を必要とす

る経費及び特殊要因に

より増減する経費を除

に対応するための管理

部門における人材の確

保・育成を強化し、働き

やすさやモチベーショ

ンの向上につながる取

組の強化を進める。 

また、機構の職員が

一丸となって、自主的・

戦略的な業務運営を行

い、最大限に成果を上

げていくため、引き続

き、効率的な運営体制

の確保、管理業務の標

準化や情報共有化等に

努める。また、ダイバー

シティ・環境負荷軽減

等 SDGsに資する管理運

営を推進するととも

に、機構で掲げる経営

理念の推進の職員への

浸透を通じ、組織とし

ての一体感を高める。 

 

 

 

 

（2）業務運営の効率化 

①効率化目標の設定等 

運営費交付金を充当

して行う業務について

は、今中期目標期間中、

一般管理費（人件費、公

租公課等の所要額計上

を必要とする経費及び

特殊要因により増減す

る経費を除く。）及び業

務経費（公租公課等の

所要額計上を必要とす

る経費及び特殊要因に

より増減する経費を除

れる DX推進や内部統制

の強化に対応するため

の管理部門における人

材の確保・育成を強化

し、働きやすさやモチ

ベーションの向上につ

ながる取組の強化を進

める。 

また、機構の職員が一

丸となって、自主的・戦

略的な業務運営を行

い、最大限に成果を上

げていくため、引き続

き、効率的な運営体制

の確保、管理業務の標

準化や情報共有化等に

努める。また、ダイバー

シティ・環境負荷軽減

等 SDGsに資する管理運

営を推進するととも

に、機構で掲げる経営

理念の職員への浸透と

実践に係る推進活動を

通じ、組織としての一

体感を高める。 

 

（2）業務運営の効率化 

①効率化目標の設定等 

運営費交付金を充当し

て行う業務について

は、今中期目標期間中、

一般管理費（人件費、公

租公課等の所要額計上

を必要とする経費及び

特殊要因により増減す

る経費を除く。）及び業

務経費（公租公課等の

所要額計上を必要とす

る経費及び特殊要因に

より増減する経費を除

職員の意欲向上を図り組

織を活性化させるため、

能力と実績に基づく人事

評価を行っているか。 

運営費交付金を充当して

行う業務については、一

般管理費及び業務経費の

うち効率化対象の合計に

ついて、毎年度平均で前

年度比 1.25％以上の効

率化を行っているか。 

公正かつ透明な調達手続

による適切で、迅速かつ

効果的な調達を実現する

観点から、契約監視委員

会を活用して契約案件の

事後点検を実施している

か。また、毎年度策定す

る調達合理化計画に基づ

き、一者応札の改善等の

取組を着実に実施してい

るか。 

業務運営の簡素化及び効

率化を図るため、ICT の

活用等により、業務の電

子化及びシステムの最適

化を促進しているか。 

7回の会合を開催）。なお、プロジェクトチームは令和７年度

中に最終とりまとめ予定。 

· 10 月には、本部と海外事務所の役割分担や事業集約の在り方

等についての検討結果を内容とする中間とりまとめを整理

し、全職員向け説明会を 3回実施した。 

 

○ 人材面における組織運営の効率化（8-4「人事に関する計画」

を参照） 

 

○ 効率的な運営体制の確保（8-4「人事に関する計画」を参照） 

 

○ 管理業務の標準化や情報共有化 

・ 海外事務所が行う雇用契約や借家契約について、手続きと進

捗を可視化するためのツールを整備した他、立案等文書のひ

な型を整備し業務の標準化と問い合わせにかかる時間の効率

化を図った。 

 管理業務関係（内部統制関係を含む）について、職員からの問

い合わせや点検の結果を踏まえてマニュアルを改善するとと

もに、FAQページの新設など組織内イントラを整備した（法人

文書、個人情報、情報セキュリティ等）。 

 機構内の情報共有を活性化する観点より、機構内 SNS プラッ

トフォーム「Engage（エンゲージ）」を新たに立ち上げ、職員

のナレッジや情報共有の促進を通じ、業務の利便性向上と効

率化を推進した。 

 

○ SDGsに資する管理運営 （ダイバーシティ・環境負荷軽減等） 

· 男性の育児参加や介護と業務の両立等に資する規程改正を行

うとともに、子育て中の職員を対象とした座談会開催や機構

内 SNS におけるコミュニティ創設等を通じて、子育て中の職

員同士が情報交換しやすい環境を整備するなど、さまざまな

ライフステージにある職員が働きやすい環境づくりに寄与し

た。 

 職員の育児休暇の取得促進のため、取得率の目標値（女性：

100%、男性 30％）を設定し、定期的なモニタリングを実施す

るとともに、機構内で取得率の共有を行った。 

 

○ 経営理念の職員への浸透と実践に係る推進活動 

 経営理念の浸透及び行動指針の実践を図るため、8 月に取組

計画を策定し、国内外の全職員が参加するオンラインディス

カッションやワークショップの実施、役員のメッセージ動画

分担の具体化や海外

事務所の機能別分類、

事務所事業のエリア

単位での集約化など

を進め、本部と海外事

務所の連携強化と業

務運営の高度化を図

った。 

 法人文書、個人情報管

理、海外事務所管理等

の手続きについて、マ

ニュアルの改善等標

準化を進めるととも

に、機構内の情報共有

活性化の観点から機

構内 SNS プラットフ

ォームを立ち上げ、業

務の利便性向上と効

率化を推進｡ 

 職員への経営理念浸

透と実践を促すべく、

8 月に取組計画を策

定。国内外すべての職

員が参加するディス

カッションやワーク

ショップ、役員による

動画メッセージの発

信、社内 SNSを活用し

た「Thank youメッセ

ージ」の共有等、多層

的なコミュニケーシ

ョン施策を積極的に

展開し、組織全体の一

体感を高めた。 

 

【質的成果】 

〇海外事務所の効率的・効

果的体制構築 

 「業務執行体制見直

しプロジェクトチー

フォームを新たに立ち上げて情報

共有の円滑化を図った。加えて、職

員への経営理念浸透と実践を促す

べく取組計画を策定し、多層的なコ

ミュニケーション施策を積極的に

展開し、組織全体の一体感を高め

た。 

 

【質的成果】 

海外事務所の効率的・効果的体制

構築においては、「業務執行体制見

直しプロジェクトチーム」を新たに

設置し、主に本部と海外事務所の役

割分担を改めて検討し、各地域の海

外事務所が果たすべき役割に応じ

て 3 つの事務所分類を組織規程に

盛り込むなど、業務執行体制の効率

化を図った。10月には「中間とりま

とめ」を作成し、全職員向けに周知

を行った。 

経営理念の浸透と実践において

は、機構内 SNS「Engage（エンゲー

ジ）」を８月に立ち上げ、情報共有・

職員間コミュニケーションの活性

化に努め、職員からは好意的な反応

が多く寄せられた。 

 

【数値目標】 

数値目標については、所期の目標

を達成していることが認められる。 

 

以上のことから、プロジェクトチ

ームの設置や SNS の創設等をはじ

め、業務効率化に向けて様々な方向

からアプローチを行っており、機構

の業績向上努力により、中期計画に

おける所期の目標を上回る成果が

得られていると認められるため、評

定を「Ａ」とする。 
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く。）の合計について、

毎年度平均で前年度比

1.25%以上の効率化を

行うものとする（ただ

し、新規に追加される

業務、拡充業務は対象

外）。 

また、「独立行政法人

改革等に関する基本的

な方針」（平成 25 年 12 

月 24日閣議決定）を踏

まえ、引き続き、給与水

準については法人の事

務・事業の特性等を踏

まえた柔軟な取扱を可

能とするとともに、透

明性の向上や説明責任

の一層の確保が重要で

あることに鑑み、給与

水準及び妥当性の検証

結果を毎年度公表す

る。 

 

② 調達等合理化の取

組 

「独立行政法人にお

ける調達等合理化の取

組の推進について」（平

成 27 年 5 月 25 日総務

大臣決定）等を踏まえ、

公正かつ透明な調達手

続きによる適切で迅速

かつ効果的な調達を実

現する観点から、外部

有識者及び監事から構

成される契約監視委員

会を活用するととも

に、毎年度策定する「調

達等合理化計画」に基

づき、一者応札の改善

く。）の合計について、

毎年度平均で前年度比

1.25%以上の効率化を

行う（ただし、新規に追

加される業務、拡充業

務は対象外）。 

また、「独立行政法人

改革等に関する基本的

な方針」（平成 25 年 12

月 24日閣議決定）を踏

まえ、引き続き、給与水

準については法人の事

務・事業の特性等を踏

まえた柔軟な取扱を可

能とするとともに、透

明性の向上や説明責任

の一層の確保が重要で

あることに鑑み、給与

水準及び妥当性の検証

結果を毎年度公表す

る。 

 

 

②調達等合理化の取組 

「独立行政法人にお

ける調達等合理化の取

組の推進について」（平

成 27 年 5 月 25 日総務

大臣決定）等を踏まえ、

公正かつ透明な調達手

続きによる適切で迅速

かつ効果的な調達を実

現する観点から、外部

有識者及び監事から構

成される契約監視委員

会を活用して個々の契

約案件の事後点検を実

施する。また、毎年度策

定する「調達等合理化

計画」に基づき、一者応

く。）の合計について、

前年度比 1.25%以上の

効率化を行う（ただし、

新規に追加される業

務、拡充業務は対象

外）。 

また、「独立行政法人改

革等に関する基本的な

方針」（平成 25年 12月

24 日閣議決定）を踏ま

え、引き続き、給与水準

については法人の事

務・事業の特性等を踏

まえた柔軟な取扱を可

能とするとともに、透

明性の向上や説明責任

の一層の確保が重要で

あることに鑑み、給与

水準及び妥当性の検証

結果を公表する。 

 

 

 

②調達等合理化の取組 

 「独立行政法人にお

ける調達等合理化の取

組の推進について」（平

成 27 年 5 月 25日総務

大臣決定）等を踏まえ、

公正かつ透明な調達手

続きによる適切で迅速

かつ効果的な調達を実

現する観点から、外部

有識者及び監事から構

成される契約監視委員

会を活用して個々の契

約案件の事後点検を実

施する。また、令和 6年

度に策定する「調達等

合理化計画」に基づき、

の作成、機構内 SNS を活用して職場内の優良取組を称えあう 

「Thank you メッセージ」の共有等の取組を実施し、組織全体

の一体感を高めた。 

 

（２）業務運営の効率化  

① 効率化目標の設定等 

○ 一般管理費及び業務経費の効率化 

・ 引き続き一般競争入札等の活用、業務執行方法の改善等を通

じて 経費の削減に努めた。併せて、本部や海外事務所の運営

経費等の 一般管理経費の効率化に努め、前年度に対し-

1.96％減を実現し た。  

※一般管理費 

人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊

要因により増減する経費を除く。  

※業務経費 

公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因によ

り増減する経費を除く。  

 

○ 給与水準の適正化、検証結果や取組状況の公表 

（8-4「人事に関する計画」を参照） 

 

② 調達等合理化の取組 

○ 契約監視委員会を活用した個々の契約案件の事後点検の実施 

 機構が締結した契約の第三者目線を含めた事後チェックのた

め、外部有識者及び監事から構成される契約監視委員会を開

催し、本部及び海外事務所が締結した随意契約方式（企画競

争方式）3件について、事務事業の合規性や有効性等の点検を

受けた。 

 

○ 「調達等合理化計画」に基づく一者応札の改善等の取組結果 

【訪日プロモーション事業における総合評価落札方式の適切

な運用・実施】 

 本格的な訪日プロモーションの再開を踏まえ、これまで企画

競争方式により調達していた案件について、総合評価落札方

式への移行を積極的に促した結果、一部事業の総合評価落札

方式への調達を実施することができた。 

【総合評価落札方式による調達件数: 5件】 

・ 企画競争の一者応募の見直し  

企画競争 78 件中、一者応募は 23 件であり、企画競争におけ

る一者応募の割合は令和 5 年度と比較し増加したが、金額割

ム」では、主に本部と

海外事務所の役割分

担について議論。各地

域の海外事務所が果

たすべき役割に応じ

て 3 つの事務所分類

を組織規程に盛り込

み、先行して中国およ

び米国において体制

移行を実施した。ま

た、「中間とりまとめ」

を 10 月に作成し、全

職員向け説明会を 3

回実施。令和 7年度中

に最終とりまとめ予

定。 

 

〇経営理念の浸透と実践 

 経営理念の浸透と実

践においては、初の試

みとして役員全員に

よるメッセージ動画

を作成し、機構内 SNS

「Engage（エンゲー

ジ）」を通じて機構内

に展開した。職員から

は「役員の考えを知る

良い機会であった」と

いった好意的な反応

が多く寄せられた。 

 

〇一般管理費の見直し 

 一般管理経費の見直

しにより、前年度比で

効率化係数 -1.96%を

実現。目標値（-1.25%

以上）を上回る成果を

実現。 

  

【数値目標】 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は「Ａ」

評定が妥当であるとの意見で一致

した。 
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等の取組を着実に実施

する。 

 

(3) 業務の電子化及び

システムの最適化 

業務運営の簡素化及

び効率化を図るため、

ICT の活用により、業

務の電子化及びシステ

ムの最適化を推進す

る。これに関連して、立

案の電子決裁を推進

し、紙による立案決裁

率を最小限にする。ま

た、デジタル庁が策定

した「情報システムの

整備及び管理の基本的

な方針」（令和 3 年 12 

月 24 日デジタル大臣

決定）に則り、PMOを中

心に、情報システムの

適切な整備及び管理に

取り組む。 

札の改善等の取組を着

実に実施する。 

 

（3）業務の電子化及び

システムの最適化 

業務運営の簡素化及

び効率化を図るため、

ICT の活用により、業務

の電子化及びシステム

の最適化を推進する。

これに関連して、立案

の電子決裁を推進し、

紙による立案決裁率を

最小限にする。また、デ

ジタル庁が策定した

「情報システムの整備

及び管理の基本的な方

針」（令和 3 年 12 月 24

日デジタル大臣決定）

に則り、PMOを中心に、

情報システムの適切な

整備及び管理に取り組

む。 

 

数値目標 

中期目標期間中、紙に

よる立案決裁率を毎年

度平均 5%以下とする。  

一者応札の改善等の取

組を着実に実施する。 

 

（3）業務の電子化及び

システムの最適化 

業務運営の簡素化及び

効率化を図るため、ICT 

の活用により、業務の

電子化及びシステムの

最適化を推進する。こ

れに関連して、立案の

電子決裁を推進し、紙

による立案決裁率を最

小限にする。また、デジ

タル庁が策定した「情

報システムの整備及び

管理の基本的な方針」

（令和3 年12 月24 日

デジタル大臣決定）に

則り、PMO を中心に、情

報システムの適切な整

備及び管理に取り組

む。 

 

数値目標 

紙による立案決裁率を

5%以下とする。 

合は減少し、改善された。また、一者応募の要因分析と改善

策検討のため、応募を辞退した事業者に対しアンケート調査

を行った。  

【件数割合： 令和 6年度 29%←令和 5 年度 27% 

金額割合：令和 6 年度 21%←令和 5 年度 32%】  

 

・ 物品等調達におけるオープンカウンター方式の推進  

少額随意契約案件を対象に広く見積書を募り、更なる公平性・

透明性を確保するためにオープンカウンター方式を活用した

調達を行った。  

【オープンカウンター方式による調達件数: 令和 6 年度 13 

件←令和 5年度 4件】 

 

○ 調達に関するガバナンスの徹底 

・ 随意契約に関する内部統制の確立 

競争性のない随意契約として新たに締結した 32件について、

会計規程における「随意契約によることができる事由」との

整合性について、監査室による独立した立場からの点検を実

施した。 

 

 

○ 職員のスキルアップ 

・ 一層複雑化・専門化している調達業務について、入構時に本

部職員向けの研修を実施し、調達等に係る会計事務の理解を

促すことで職員のスキルアップを図った。また、海外事務所

赴任予定者等に対して、契約担当者として身に付けるべき調

達業務について、合規性、経済性、公平性の重要性の理解を促

し、適正な調達事務の研修を実施することで職員のスキルア

ップを図った。 

 

（３）業務の電子化及びシステムの最適化 

○ ICTの活用等による業務の電子化及びシステムの最適化 

 複数の ICT サービスへの認証を統一的に行なう SSO（シング

ルサインオン）機能の連携システムを拡充し、業務のさらな

る効率化を図った。 

 R5年度に導入したクラウドストレージを利活用し、各種業務

システムが保有する電子データ保存先の一元化を進めた。 

 機構内の情報共有を活性化する観点より、機構内 SNS プラッ

トフォーム「Engage（エンゲージ）」を新たに立ち上げ、職員

のナレッジや情報共有の促進を通じ、業務の利便性向上と効

 紙による立案決裁率：

0％（目標：5%以下） 

 

以上のことから、年度計画

における所期の目標を達

成していると判断したた

め、評定を Aとする。 
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率化を推進した。（再掲） 

 

○ 立案の電子決裁の推進 

 電子決裁の定着化に向け、決裁システムの利用方法などに関

する職員へのサポートを継続した結果、年間を通した紙での

立案決裁率は 0%を達成した。 

 

○ 情報システムの適切な整備及び管理 

・デジタル庁が策定した「情報システムの整備及び管理の基

本的な方針」（令和 3 年 12 月 24 日デジタル大臣決定）に則

り、PMO において、情報システムの構築や運用を伴う事業仕様

書の事前チェックや脆弱性診断結果の評価、機構が保有する

すべての ICT 機器の管理台帳への登録徹底と確認等を行い、

情報システムの適切な整備及び管理に引き続き取り組んだ。 

 

 

 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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３. 予算（人件費の見積り含む。）、収支計画及び資金計画 

（1）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

（2）財務運営の適正化 

（3）自己収入の確保 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３ 
財務運営の適正化／自己収入の確保 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

予算事業 ID：004237 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和７年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

 

3. 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

(1) 財務運営の適正

化 

中期目標期間にお

ける予算、収支計画及

び資金計画について、

適正に計画し健全な

財務体質の維持を図

る。 

「独立行政法人会計

基準」（平成 12年 2月

16 日独立行政法人会

計基準研究会策定、平

成 27 年 1 月 27 日改

訂）等により、運営費

交付金の会計処理と

して、業務達成基準に

よる収益化が原則と

されたことを踏まえ、

引き続き、収益化単位

（2）財務運営の適正

化 

「独立行政法人会

計基準」（平成 12年 2

月 16 日独立行政法人

会計基準研究会策 

定、平成 27年 1月 27

日改訂）等により、運

営費交付金の会計処

理として、業務達成基

準による収益化が原

則とされたことを踏

まえ、引き続き、収益

化単位としての業務

ごとに予算と実績を

管理する。 

また、独立行政法人

会計基準等を遵守し、

適正な会計処理に努

（2）財務運営の適正

化  

「独立行政法人会計

基準」（平成 12年 2月

16 日 独立行政法人会

計基準研究会策定、平

成 27 年 1 月 27 日改

訂）等により、運営費

交付金の会計処理と

して、業務達成基準に

よる収益化が原則と

されたことを踏まえ、

収益化単位としての

業務ごとに予算と実

績を管理する。 

また、独立行政法人会

計基準等を遵守し、適

正な会計処理に努め

る。 

＜主な定量的指標＞ 

 なし 

 

＜その他の指標＞ 

 なし 

 

＜評価の視点＞ 

（2）運営費交付金の

会計処理として、業

務達成基準による収

益化が原則とされた

ことを踏まえ、収益

化単位としての業務

ごとに予算と実績の

管理を行っている

か。 

独立行政法人会計基

準等を遵守し、適正

な会計処理に努めて

＜主な業務実績＞ 

 

（１）予算（人件費の見積りを含む。）、収

支計画及び資金計画 

別紙のとおり 

 

（２）財務運営の適正化 

· 「独立行政法人会計基準」（平成 12年 

2月 16日独立行政法人会計基準研究会

策定、令和 3年 9月 21日改訂）等によ

り、運営費交付金の会計処理として、

業務達成基準による収益化が原則とさ

れたことを踏まえ、収益化単位として

の業務ごとに予算と実績の管理を行っ

た。また、独立行政法人会計基準を遵

守し、適正な会計処理を行った。  

 

（３）自己収入の確保 

○ 賛助金・会費等の増加による収入の増加 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

【総合評価】 

 引き続き、適切な事業予算の

執行管理を徹底。 

 多数の海外拠点・海外事業を

抱える組織として、為替変動

を注視しつつ必要な備えを

常に確保。 

 運営費交付金債務を活用し

たよりきめ細やかな予算執

行への対応。 

 賛助団体・会員について、利

用者ニーズに沿った丁寧な

サービス提供を継続するこ

とで、加入者数は前年度比増

を達成。 

 

評定 Ｂ 

＜評価に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確

認できた。 

 

＜その他事項＞ 

 評定について、外部有識者は「Ｂ」評定が妥当であ

るとの意見で一致した。 
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としての業務ごとに

予算と実績を管理す

る。 

また、独立行政法人

会計基準等を遵守し、

適正な会計処理に努

める。 

なお、毎年度の運営

費交付金額の算定に

ついては、運営費交付

金債務残高の発生状

況にも留意した上で、

厳格に行う。 

 

(2) 自己収入の拡大 

引き続き、地方公共

団体、民間事業者等幅

広い業種からの賛助

金・会費等の増加によ

る収入の増加を図る

とともに、ノウハウを

活かした受託業務に

積極的に取り組む。 

める。 

なお、毎年度の運営

費交付金額の算定に

ついては、運営費交付

金債務残高の発生状

況にも留意した上で、

厳格に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）自己収入の確保 

引き続き、地方公共

団体、民間事業者等幅

広い業種からの賛助

金・会費等の増加によ

る収入の増加を図る

とともに、ノウハウを

活かした受託業務に

積極的に取り組む。 

なお、毎年度の運営費

交付金額の算定につ

いては、運営費交付金

債務残高の発生状況

にも留意した上で、厳

格に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）自己収入の確保 

引き続き、地方公共団

体、民間事業者等幅広

い業種からの賛助金・

会費等の増加による

収入の増加を図ると

ともに、ノウハウを活

かした受託業務に積

極的に取り組む。 

いるか。 

運営費交付金額の算

定について、運営費

交付金債務残高の発

生状況にも留意した

上で、厳格に行って

いるか。 

 

（3）賛助団体・会員

制度について、日本

を代表する幅広い業

種とのパートナーシ

ップを構築するとと

もに、デジタルマー

ケティングをはじめ

とした新たに取り組

む事業等を通じて、

自己収入の拡大に努

めているか。 

 賛助団体・会員は、令和 6 年 3 月 3１日

時点では 570 団体（賛助団体 294団体、

会員 276 社））であったが、役職員から

のセールスリードを受けた個別説明、ウ

ェブサイト経由や電話による一般問い

合わせへの対応によるセールス活動の

実施が奏功し、令和 7 年 3 月 31 日にお

いては 614団体（賛助団体 301団体、会

員 313団体）と 44団体増（7.7％増）と

なった。また、令和 6年度の賛助金等収

入及び事業収入として 6 億 7,612 万円

（令和 5年度比約 18.8％増）となった。 

 

○ ノウハウを活かした受託業務  

【デジタルマーケティングを含む賛助団

体・会員向け取り組み】 

 地域向けデジタルマーケティング支援

メニューについて、計 10団体から申込

みがあり、合計 54,210千円の収入を得

た。 

 

【質的成果】 

 独立行政法人会計基準等の遵

守等の適正な会計処理。 

 多数の海外拠点、海外事業を

抱える組織として、常時、為

替変動を注視した予算管理の

徹底。 

 運営費交付金債務を活用し、

本部のデジタル予算の拡充等

を実施。 

 賛助団体・会員については、

サービス内容や活用事例等の

積極的な紹介のほか、テーマ

性あるセミナーや個々のニー

ズに沿った個別コンサルティ

ング等を丁寧に実施すること

で、加入者数の増加を達成。 

 

以上のことから、年度計画におけ

る所期の目標を達成していると判

断したため、評定を Bとする。 

 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

４ 
短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

－ 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和７年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

 

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 

― 

 

予見し難い事故等の事由

に限り、資金不足となる場

合における短期借入金の限

度額は、100百万円とする。 

 

予見し難い事故等の事

由に限り、資金不足となる

場合における短期借入金

の限度額は、100 百万円と

する。 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

― 

 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

 

＜評価の視点＞ 

― 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

該当なし 

 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

 

 

評定 － 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

５ 
不要財産又は不要財産になることが見込まれる財産の処分に関する計画 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

－ 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 

なし 

 

なし 
 

なし 
＜主な定量的指標＞ 

― 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

＜評価の視点＞ 

― 

＜主要な業務実績＞ 

該当なし 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

評定 － 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

６ 
重要な財産を譲渡し、又は担保にする計画 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

－ 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 

なし 

 

 

なし 

 

なし 

＜主な定量的指標＞ 

― 

 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

 

＜評価の視点＞ 

― 

 

＜主要な業務実績＞ 

該当なし 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

 

 

評定 ― 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

７ 
剰余金の使途 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

－ 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

なし 訪日マーケティング等業

務、国内支援業務、業務の改

善・質の向上のための環境

の整備に充てる。 

訪日マーケティング業

務等、国内支援業務、業務

の改善・質の向上のための

環境の整備に充てる。 

＜主な定量的指標＞ 

― 

 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

 

＜評価の視点＞ 

― 

 

＜主要な業務実績＞ 

該当なし 

 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

 

 

評定 ― 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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８．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

（1）内部統制の充実 

（2）情報セキュリティ対策の推進 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

８－１ 
内部統制の充実／情報セキュリティ対策の推進 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

予算事業 ID：004237 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （1）内部統制の充

実 

事務・事業の実施

のため、本部のみな

らず 25 の海外事務

所を有しており、適

切な業務運営のた

めには、コンプライ

アンス遵守の更な

る徹底等内部統制

の強化は重要であ

るため、理事長のリ

ーダーシップのも

と、重要案件につい

て理事会や内部統

制委員会等の適切

な場で審議するこ

とでガバナンスの

確保を行うととも

（1）内部統制の充実 

事務・事業の実施

のため、本部のみな

らず 25 の海外事務

所を有しており、適

切な業務運営のため

には、コンプライア

ンス遵守の更なる徹

底等内部統制の強化

は重要であるため、

理事長のリーダーシ

ップのもと、重要案

件について理事会や

内部統制委員会等の

適切な場で審議する

ことでガバナンスの

確保を行うととも

に、リスク管理やコ

ンプライアンスを強

（1）内部統制の充実 

事務・事業の実施のた

め、本部のみならず海

外事務所の適切な業

務運営のためには、コ

ンプライアンス遵守

の更なる徹底等内部

統制の強化は重要で

あるため、理事長のリ

ーダーシップのもと、

重要案件について理

事会や内部統制委員

会等の適切な場で審

議することでガバナ

ンスの確保を行うと

ともに、役職員への研

修や自己点検等を通

じて、リスク管理やコ

ンプライアンスを強

＜主な定量的指標＞ 

 なし 

 

＜その他の指標＞ 

 なし 

 

＜評価の視点＞ 

内部規程の整備、

業務運営方針や組

織・業務目標の明確

化を行い、役職員に

よる共有を図るとと

もに、定期的に業務

実績や課題を整理

し、改善を行う等、

内部統制の仕組みが

有効に機能すること

を確保しているか。 

 機構全体の職員の

＜主な業務実績＞  

（1）内部統制の充実 

○ ガバナンスの確保 

【理事会等における意思決定とアクション】 

 年度計画の数値目標について、四半期ごとに進捗管理を行い、

理事会に付し議論することで、理事長をはじめとする役員の

リーダーシップのもと、進捗管理を厳格に行った。また、月次

での進捗管理も併せて行うことで、期中における業務実績及

び課題の統制を行った。  

 災害時対応、インシデント発生時の報告など、組織としての

重要事項については、理事会や役員を委員長とする各種委員

会等で対応策を議論するとともに、階層別の定例会議におい

て内部統制の改善に資する議論や、組織決定事項の伝達を実

施した。 

 

【内部統制委員会の実施】  

 2024 年 10 月に第 1 回内部統制委員会を開催し、リスクマネ

ジメントシートに基づく海外事務所を含めた組織内のリスク

管理状況やコンプライアンス改善に向けた取組状況について

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

【総合評価】 

 内部統制委員会にてリスクマ

ネジメントシートに基づくリ

スク評価やコンプライアンス

改善に向けた取組状況につい

て議論を行い、組織のガバナ

ンス確保を図った。また、内

部統制監理者がコンプライア

ンス遵守に向けたメッセージ

を職員に直接発信し、健全な

組織文化の醸成と職員の意識

改革の促進を図った。 

 職員の危機意識と理解を深

め、行動変容を促す実効性の

高い内部統制教育の実現に向

け、実践的なケーススタディ

評定 Ｂ 

＜評価に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果

が妥当であると確認できた。 

 

＜その他事項＞ 

 評定について、外部有識者は「Ｂ」

評定が妥当であるとの意見で一致

した。 
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に、リスク管理やコ

ンプライアンスを

強化する。また、海

外事務所を含め、監

事監査及び内部監

査を適切に行って

いくことにより、監

査機能の実効性の

向上に努める。 

 

（2）情報セキュリ

ティ対策の推進 

国内のみならず

海外事務所での事

業展開や、デジタル

マーケティングを

実施していること

から、情報セキュリ

ティ対策は特に重

要であり、「サイバ

ーセキュリティ戦

略」（令和 3 年 9 月

28 日閣議決定）等の

政府方針を踏まえ、

引き続き、サイバー

攻撃の脅威への対

処に万全を期する

とともに、保有個人

情報の保護を含む

適切な情報セキュ

リティ対策を推進

する。また、「情報シ

ステムの整備及び

管理の基本的な方

針」（令和 3年 12月

24 日デジタル大臣

決定）に則って、ク

ラウド化を基本と

したインフラ基盤

の整備等による業

化する。 

また、海外事務所

を含め、監事監査及

び内部監査を適切に

行っていくことによ

り、監査機能の実効

性の向上に努める。 

 

 

 

（2）情報セキュリテ

ィ対策の推進 

国内のみならず海

外事務所での事業展

開や、デジタルマー

ケティングを実施し

ていることから、情

報セキュリティ対策

は特に重要であり、

「サイバーセキュリ

ティ戦略」（令和 3年

9月 28日閣議決定）

等の政府方針を踏ま

え、引き続き、サイ

バー攻撃等の脅威へ

の対処に万全を期す

るとともに、保有個

人情報の保護を含む

適切な情報セキュリ

ティ対策を推進す

る。また、「情報シス

テムの整備及び管理

の基本的な方針」（令

和 3 年 12 月 24日デ

ジタル大臣決定）に

則って、クラウド化

を基本としたインフ

ラ基盤の整備等によ

る業務の適正化・効

率化等の情報システ

化する。 

また、海外事務所を含

め、監事監査及び内部

監査を適切に行って

いくことにより、監査

機能の実効性の向上

に努める。 

 

 

 

（2）情報セキュリテ

ィ対策の推進 

国内のみならず海外

事務所での事業展開

や、デジタルマーケテ

ィングを実施してい

ることから、情報セキ

ュリティ対策は特に

重要であり、「サイバ

ーセキュリティ戦略」

（令和 3 年 9 月 28 日

閣議決定）等の政府方

針を踏まえ、引き続

き、サイバー攻撃等の

脅威への対処に万全

を期するとともに、保

有個人情報の保護を

含む適切な情報セキ

ュリティ対策を推進

する。また、「情報シス

テムの整備及び管理

の基本的な方針」（令

和 3年 12月 24日デジ

タル大臣決定）に則っ

て、クラウド化を基本

としたインフラ基盤

の整備等による業務

の適正化・効率化等の

情報システムの適切

な整備及び管理を行

コンプライアンスの

徹底を図っている

か。 

 また、内部監査を

行う、監査結果に基

づくフォローアップ

を適切に行っている

か。 

 情報セキュリティ

に関する教育等の対

策を講じ、サイバー

攻撃への防御力、攻

撃に対する組織的対

応能力の強化に取り

組み、その対策の実

施業況を把握し、

PDCA サイクルによ

り情報セキュリティ

対策の改善を図って

いるか。 

の報告及び審議を行うとともに、これらの取組状況や潜在的

なリスクについて把握するため、内部統制監理者（理事長代

理）による各部へのヒアリングを実施した。 

 2025年 3月に第 2回内部統制委員会を開催し、令和 6年度の

内部統制活動の総括と、リスク管理状況の報告を行うととも

に、令和 6 年度に発生したインシデント事案とその再発防止

策について総括し、組織としてのリスク耐性の強化を図った。

加えて、より一層のコンプライアンス強化を図るため、中期

目標との関係を踏まえたリスク管理主体および手法の見直し

を行った。 

 第 2 回内部統制委員会開催後には、内部統制監理者（理事長

代理）から全職員向けに委員会での総括内容等を直接メッセ

ージで発信したことで、役職員のコンプライアンス意識を醸

成しつつ、ガバナンスの確保を図った。 

 

【内部規程類の整備】 

 内部規程類の保管方法について、過去のアーカイブも含めて

再整理し、役職員が参照しやすい環境を整えた。 

 法令改正への対応のため、旅費関連をはじめ内部規程類の改

正を遅滞なく着実に実行した。 

 文書管理規程を改正し、保存期間の追加及び保存期間の見直

し等を行った。 

 就業規則の改正による夏季特別休暇取得期間の拡大や看護休

暇の要件緩和、職員給与規程等の改正による各種手当の改正

や有期雇用職員の基本給引き上げなどにより、職員の待遇改

善を図った。 

 

【各国の個人情報保護法令への対応強化に向けた役職員への

研修】 

 世界各国の個人情報保護法令に適切かつ効率的に対応するた

め、これまでの事務所ごとの個別対応から本部が主導して一

元的に情報収集や対応方針を検討する体制に変更し、業務効

率の向上と法的リスクの軽減を図った。 

 各国の個人情報保護法令に対応可能なグローバル仕様の契約

書の整備やプライバシーポリシー改訂の検討、その他各種フ

ォーマットの改訂を進めた。 

 役職員の知識向上のため、日本と海外法令の両視点を取り入

を海外派遣職員への研修に取

り入れるとともに、海外事務

所長会議などで注意喚起を行

った。また、海外事務所のオ

ンライン・出張点検の対象事

務所を拡充し、現地の個別課

題に向き合った伴走型支援体

制を強化した。 

 情報セキュリティ対策とし

て、クラウド集約の推進、教

育・訓練の充実、海外事務所

に対する本部職員による遠隔

サポート等を実施するととも

に、システム活用によりイン

シデント発生時の迅速かつ円

滑な対応を進化させた。 

 

【質的成果】 

〇ガバナンスの確保 

 理事長をトップとした内部統

制委員会開催後に内部統制監

理者（理事長代理）自らが全

役職員に対して、委員会の総

括とコンプライアンスに関す

るメッセージを発信し、役職

員一人ひとりが内部統制の充

実を自分ゴトとして捉えるき

っかけとした。 

 全海外事務所赴任者向けに管

理部門ごとの赴任前研修、赴

任後は赴任前研修のフォロー

アップ個別面談をオンライン

で実施し関係部署へフィード

バックを行った。また、海外

事務所点検を 21 事務所に拡

充し現場で改善指導を行うと

ともに、点検を通じて認識し

た海外事務所の共通課題や対

応策を点検対象以外の海外事

務所にも横展開を行った。  
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務の適正化・効率化

の情報システムの

適切な整備及び管

理を行う。 

ムの適切な整備及び

管理を行う。 

う。 れた関連マニュアルの充実や海外事務所職員も対象とした多

言語での E-learning 研修を実施した。 

 2024 年 11 月に個人情報保護管理委員会を開催し、機構にお

ける個人情報保護対応方針や個人情報漏洩防止に向けた取組

み方針を個人情報保護管理者と共有し、個人情報保護への確

実な対応を進めた。 

 

【自己点検（伴走型支援の強化）】 

 内部統制システムを確実に現場に定着させるため、海外事務

所赴任者に対して、各管理部門による赴任前研修を実施する

とともに、赴任後においては、赴任前研修の有効性の確認や

フォローアップ面談を個別に実施し、その結果を関係部署間

で共有した。 

 内部統制において特に重要な項目となる会計、契約、法人文

書管理、情報セキュリティ、個人情報保護等について、合計 17

の海外事務所と個別のオンライン会議を実施した。 

 さらに、4 つの海外事務所に総務部職員を派遣して実地点検

を行うことで、事務所側の課題の認識と必要な助言を行った

結果、業務理解促進や、海外事務所職員と本部職員の更なる

関係強化につながり、内部統制の深化がより一層図りやすい

体制となった。 

 加えて、点検活動を通じて認識した海外事務所の共通課題や

それに対する対応策を整理し、点検対象外事務所にも横展開

を行うことで、海外事務所全体に対する情報共有を行った。 

 

○ リスク管理やコンプライアンスの強化 

【リスク管理の強化】 

 過年度の内部統制委員会にて議論された機構が抱える各種リ

スクについて、個別に定めたアクションプランに基づきコン

トロール活動を継続することで、既存リスクの増大化抑制に

努めた。 

 また、期中の業務を通して新たなリスクの洗い出しを行い、

既存のコントロール活動に加え、新たなアクションプランを

設定することで、リスクに対して適切な対処を行った。  

 これまで以上に管理職が責任をもってリスク管理を主導する

体制構築のため、管理職向けマニュアルの作成と説明会を行

った。 

 情報セキュリティインシデント事案等の発生時に迅速かつ円

滑に対応するため、メールに代わる専用の申告フォームを新

設。職員の申告手順を明確化するとともに、役員が出席する

 

〇サイバー攻撃等の脅威への万全

な対処 

 「サイバーセキュリティ戦

略」（令和 3年 9月 28日閣議

決定）等の政府方針に基づき、

情報セキュリティ教育や注意

喚起を実施。また、ネットワ

ーク稼働状況のモニタリング

等、ICT インフラの情報セキ

ュリティ対策を行った。 

 情報セキュリティインシデン

ト発生時に迅速かつ円滑な対

応を行えるよう、メールに代

わる専用の申告フォームを新

設。 

 

以上のことから、年度計画におけ

る所期の目標を達成していると判

断したため、評定を Bとする。 
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会議体にて事案の報告を行うことで、再発防止のための周知

と啓発を実施した。 

 研修や自己点検の実施時期をずらすことで、業務が忙しい時

期や研修期間が重なることを避け、職員が円滑に参加できる

環境を整えた。これにより、ソフト面におけるガバナンスの

確保を図り、研修の受講率は 100％となった（受講率 100％）。 

 

○ 監査機能の実効性の向上 

 内部監査として、本部において事業の実施状況に関する監査

や会計監査を実施し、事業実施に際しての契約手続や会計処

理等について、規程類に則り適正に行われているかを適時確

認した。 

 また、海外事務所においては、法人文書監査、情報セキュリテ

ィ監査、個人情報監査等を実施し、海外における特有リスク

を勘案しつつ、指摘、改善提案を行うとともに、総務部による

事前点検により、内部統制事務の効果が向上されたことを確

認できた。 

 監査結果に対して適切なフォローアップを実施できるよう、

被監査部門とのコミュニケーション機会を増やすことで、監

査機能の実効性の向上を図った。 

 

（2）情報セキュリティ対策の推進 

○ サイバー攻撃等の脅威への万全な対処 

· 「サイバーセキュリティ戦略」（令和 3年 9月 28日閣議決定）

等の政府方針を踏まえ、標的型メール攻撃訓練、Eラーニング、

全役職員への周知メール等を通じて、情報セキュリティ教育

や各種注意喚起を行うとともに、第二 GSOCから提供される脅

威対処情報のシステム運用への反映、PC やネットワーク稼働

状況のモニタリング等、ICTインフラの情報セキュリティ対策

を実施した。 

· スマートデバイスの資産管理や紛失時のセキュリティ対策を

強化するとともに、情報セキュリティインシデントの報告フ

ォームを整備し、インシデント発生時の迅速かつ確実な対応

を図った。 

 

○ 保有個人情報の保護を含む適切な情報セキュリティ対策の推

進 

 新規入構者、海外赴任者を対象とした情報セキュリティの確

保に関する研修を実施するとともに、全役職員向けに、情報

セキュリティの確保に関する遵守事項やメール誤送信防止対
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策機能の確実な利用について周知を行った。 

 機構が扱う情報の取扱い方法について、職員の入替りが発生

する時期に過去の事例を用いて注意喚起を行うことで、実効

性の高いインシデント防止を図るとともに、インシデントが

発生した際には状況に応じて適切な注意喚起を行い、再発防

止に努めた。 

 

○ 情報システムの適切な整備及び管理 

· 「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」（令和 3年 12

月 24日デジタル大臣決定）に則り、ゼロトラストセキュリテ

ィの設計思想の下、R5 年度に導入したクラウドベースのイン

フラ基盤を本部及び海外事務所において引き続き運用し、業

務の適正化・効率化を図った。 

· ICTインフラに課題を抱える海外事務所に対し、本部より専門

職員派遣による出張を含むサポートを行い、改善に取り組ん

だ。 

 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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（３）活動成果の発信 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

８－２ 
活動成果等の発信 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

予算事業 ID：004237 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 訪日プロモーショ

ンに係る取組の目的

や必要性、その成果に

ついて、ホームページ

やプレスブリーフィ

ング等国内メディア

への情報提供を通じ

て国民にわかりやす

く説明するとともに、

政府が掲げる目標の

達成のために、どのよ

うな貢献をしている

のかが明確となるよ

うな情報発信に努め

る。 

訪日プロモーションに

係る取組みの目的や必要

性、その成果について、ホ

ームページやプレスブリ

ーフィング等国内メディ

アへの情報提供等を通じ

て国民にわかりやすく説

明するとともに、政府が掲

げる目標の達成のために、

どのような貢献をしてい

るのかが明確となるよう

な情報発信に努める。 

 訪日プロモーション

に係る取組の目的や必

要性、その成果につい

て、ホームページやプレ

スブリーフィング等国

内メディアへの情報提

供等を通じて国民にわ

かりやすく説明すると

ともに、政府が掲げる目

標の達成のために、どの

ような貢献をしている

のかが明確となるよう

な情報発信に努める。 

＜主な定量的指標＞ 

なし 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

訪日プロモーションに

係る取組の目的や必要

性、その成果について、

ホームページ等を通じ

て国民にわかりやすく

説明しているか。 

また、政府が掲げる目

標の達成のために、ど

のような貢献をしてい

るのかが明確となるよ

うな情報発信に努めて

いるか。 

＜主な業務実績＞  

○ 国民への情報発信 （取組の目的や必要性、そ

の成果、政府目標達成の貢献）  

【ウェブサイト】 

 法人ウェブサイトにおいて、報道発表、旅行

博・セミナーへの出展・参加者募集情報、統計

情報や最新市場動向等、機構の取組や成果の

発信に努めた結果、ユニークユーザー数は前

年度を上回る 102％を達成した。 

  

【報道発表、プレスブリーフィング】 

 2019 年度から継続的に実施しているプレスブ

リーフィングを今年度も 4 回開催し、インバ

ウンドの最新動向や機構の取組についてメデ

ィア各社に直接伝えることで、インバウンド

観光への理解促進と最新情報の提供を行っ

た。同イベントには、前年度を超える延べ 70 

名のメディアが参加し、一般紙・業界誌に計 17 

件の記事が掲載された。また、報道発表に基づ

く記事掲載件数は計 739件に上った。 

 通信社、全国紙及び在京キー局の延べ 10メデ

ィアの論説委員・解説委員等を訪問して意見

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

【総合評価】 

 ウェブサイトを通じて機構の

取組や成果の発信に取り組ん

だほか、プレスリリース配信

やプレスブリーフィング、主

要メディアの論説委員・解説

委員との意見交換・情報提供、

寄稿及び取材対応等を通じ

て、国内メディアとの関係構

築・維持及び情報発信に努め

た。 

 招請事業等を活用し、全国及

び地方メディアへの取材案内

を積極的に実施。高付加価値

旅行促進事業では、東京での

取材機会を設け、全国メディ

アを中心に働きかけた結果、

事業の背景や意義を含む取組

評定 Ａ 

＜評価に至った理由＞ 

 

【総合評価】 

 ウェブサイトを通じて機構の取組や

成果の発信に取り組んだほか、国内メ

ディアとの関係構築・維持及び情報発

信に努めた。また招請事業等を活用し、

全国及び地方メディアへの取材案内を

積極的に実施した。特に地方への各招

請事業の実施に際しては、地方におけ

るインバウンドの理解促進と受入気運

醸成を目的に、地方メディアに取材の

働きかけを積極的に行い、メディア露

出機会の増加に繋げた。 

 

【質的成果】 

2019 年度から継続的に実施してい

るプレスブリーフィングを今年度も 4

回開催し、インバウンド観光への理解

促進と最新情報の提供を行った。同イ
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交換及び情報提供を実施。主要メディアにイ

ンバウンド観光の最新動向を伝えるととも

に、ネットワークを維持・強化することができ

た。 

 

【役職員による寄稿・講師派遣、取材対応】 

 役職員による講演計 57件及びメディアへの寄

稿計 38件を実施し、インバウンドの最新動向

や機構の取組についての発信を行った。 

 役職員のインタビュー取材対応を行い、計 26

件の記事掲載につながったほか、高付加価値

旅行促進事業では、招致したグローバルな高

付加価値旅行専門の業界団体と都内で合同プ

レスブリーフィングを実施し、また、高付加価

値旅行取扱旅行会社を招致・実施した商談会

でも取材機会を設けて全国メディアを中心に

積極的に働きかけた結果、在京キー局や専門

誌等で事業の背景や意義等を含む取り組みの

記事化に繋げることができた。 

 さらに、海外メディアや旅行会社の訪日招請

旅行の実施にあたって、招請者に対する訪日

観光魅力の PR や視察先訪問を行うだけでな

く、訪問先の地元メディアに取材の働きかけ

を行った結果、地方メディアでの露出計 48件

に繋がり、地域におけるインバウンド観光へ

の理解促進に貢献することができた。 

の記事化に繋がった。 

 地方への各招請事業の実施に

際しては、地方におけるイン

バウンドの理解促進と受入気

運醸成を目的に、地域住民に

情報が届く地方メディアに取

材の働きかけを積極的に行っ

た結果、地方メディアでの露

出が大幅に増加した。 

 

【質的成果】 

〇報道発表、プレスブリーフィン

グ、メディアキャラバン 

 2019 年度から継続的に実施

しているプレスブリーフィン

グを今年度も 4 回開催し、イ

ンバウンドの最新動向や機構

の取組についてメディア各社

に直接伝えることで、インバ

ウンド観光への理解促進と最

新情報の提供を行った。同イ

ベントには、前年度を超える

延べ 70 名のメディアが参加

し、一般紙・業界誌に計 17 件

の記事が掲載された。また、

報道発表に基づく記事掲載件

数は計 739 件に上った。 

 通信社、全国紙及び在京キー

局の延べ 10 メディアの論説

委員・解説委員等を訪問して

意見交換及び情報提供を実

施。主要メディアにインバウ

ンド観光の最新動向をお伝え

するとともに、ネットワーク

を維持・強化することができ

た。 

 

〇招請事業等を活用した全国及び

地方メディアへの情報発信 

 高付加価値旅行促進事業で

ベントには延べ 70 名のメディアが参

加し、一般紙・業界誌に計 17件の記事

が掲載された。また、報道発表に基づ

く記事掲載件数は計 739 件に上った。

また各種メディアの論説委員・解説委

員等を訪問して意見交換及び情報提供

を実施し、観光の最新動向を伝えるだ

けでなく、ネットワーク維持・強化に

繋げた。 

招請事業等を活用したメディアへの

情報発信においては、招致した業界団

体と都内で合同プレスブリーフィング

を実施したり、旅行会社が参加する商

談会でも取材機会を設けたりするなど

して、事業の背景や意義等を含む取り

組みの記事化に繋げることができた。 

海外メディアや旅行会社の訪日招請

旅行の実施にあたっては、訪問先とな

る地元メディアに取材の働きかけを行

い、露出機会を作ることで、地域にお

けるインバウンド観光への理解促進を

図った。 

 

以上のことから、メディアへの情報

提供を積極的に行うだけでなく、論説

委員等との関係構築や地方でのメディ

ア露出機会の増加等に努めインバウン

ドに関する国民の理解促進に取り組ん

だことから、機構の業績向上努力によ

り、年度計画における所期の目標を上

回る成果が得られていると認められ、

評定をＡとする。 

 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は「Ａ」

評定が妥当であるとの意見で一致し

た。 
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は、招致したグローバルな高

付加価値旅行専門の業界団体

と都内で合同プレスブリーフ

ィングを実施したほか、高付

加価値旅行取扱旅行会社を招

致・実施した商談会でも取材

機会を設けて全国メディアを

中心に積極的に働きかけ、事

業の背景や意義等を含む取り

組みの記事化に繋げることが

できた。 

 海外メディアや旅行会社の訪

日招請旅行の実施にあたっ

て、招請者に対する訪日観光

魅力の PR や視察先訪問を行

うだけでなく、訪問先となる

地元メディアに取材の働きか

けを行い、メディアに露出す

ることで、地域におけるイン

バウンド観光への理解促進を

図った。 

 

以上のことから、機構の業績向上

努力により、年度計画における所

期の目標を上回る成果が得られて

いると判断したため、評定を A と

する。 

 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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（4）関係機関との連携強化 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

８－３ 
関係機関との連携強化 

当該項目の重要度、困難

度 

－  関連する政策評価・行政事業

レビュー 

予算事業 ID：004237 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値（前中期目標期間

最終年度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 農水省、環境省、文化

庁、国税庁等をはじめと

する関係省庁や在外公

館、JETRO、JF などの政

府関係法人、地方自治

体・DMO やインバウンド

に取り組む関係団体・民

間企業等とより一層緊

密な連携を図る体制を

構築し、海外におけるイ

ベントやセミナーの開

催、情報発信、観光コン

テンツの造成や受入環

境の向上等に係る各種

取組に対する助言等、オ

ールジャパンで、戦略

的、効率的かつ効果的な

取組を実施する。連携に

あたっては、国内の観光

以外の、伝統芸能、伝統

工芸などの関連産業の

活性化や、海外現地にお

農水省、環境省、文化庁、

国税庁等をはじめとする

関係省庁や在外公館、

JETRO、JFなどの政府関係

法人、地方自治体・DMOや

インバウンドに取り組む

関係団体・民間企業等とよ

り一層緊密な連携を図る

体制を構築し、海外におけ

るイベントやセミナーの

開催、ウェブサイト・SNS

や広告、海外広報による情

報発信、関係省庁等が主催

する委員会への参画等を

通じた観光コンテンツの

造成や受入環境の向上等

に係る各種取組に対する

助言等、オールジャパン

で、戦略的、効率的かつ効

果的な取組を実施する。連

携にあたっては、国内の観

光以外の、伝統芸能、伝統

農水省、環境省、文化庁、

国税庁等をはじめとする

関係省庁や在外公館、

JETRO、JFなどの政府関係

法人、地方自治体・DMOや

インバウンドに取り組む

関係団体・民間企業等とよ

り一層緊密な連携を図る

体制を構築し、海外におけ

るイベントやセミナーの

開催、ウェブサイト・SNS

や広告、海外広報による情

報発信、関係省庁等が主催

する委員会への参画等を

通じた観光コンテンツの

造成や受入環境の向上等

に係る各種取組に対する

助言等、オールジャパン

で、戦略的、効率的かつ効

果的な取組を実施する。連

携にあたっては、国内の観

光以外の、伝統芸能、伝統

＜主な定量的指標＞ 

なし 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

在外公館をはじめと

する関係省庁・政府関

係法人、地方自治体、

インバウンドに取り組

む関係団体・民間企業

等と、オールジャパン

で、戦略的、効率的か

つ効果的な訪日プロモ

ーションを実施してい

るか。 

＜主な業務実績＞  

○ オールジャパンでの戦略的、効率的かつ効果的

な訪日プロモーション 

【農水省との連携】 

 6 月に農水省実施の「インバウンド受入促進重

点地域事業」の地域の採択の段階においてイン

バウンド誘致・受入の視点から助言を行い、農

泊とインバウンドの相互促進を促すことがで

きた。また、7 月には採択された地域の方が出

席する農泊インバウンド重点地域ネットワー

ク会議に出席し、講演を行った。 

 11 月に農泊地域である身延地区にて在日海外

メディアツアーを実施し、農泊の魅力について

海外メディアを通じて発信した。選定地域につ

いては、農水省が認定した農泊インバウンド受

入れ地域の中から、農水省と連携し、意見を踏

まえつつ選定を行った。 

 農水省が認定している「SAVOR JAPAN（農泊 食

文化海外発信地域）」で掲載している京都府京

都山城地域の「宇治茶」、香川県さぬき地域の

「さぬきうどん」の魅力を機構の Facebook 及

びウェブサイトで情報発信を行い、日本の食文

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

【総合評価】 

 環境省、農水省、外務省、文

化庁のほか、在外公館、国際

系独法、民間企業との連携

をさらに充実させること

で、オールジャパンによる

取り組みを推進し、戦略的

かつ効果的な訪日プロモー

ションを実現させた。 

 具体的には、環境省（国立公

園）、農水省（食、 Savor 

Japan、農泊等）、文化庁（皇

居三の丸尚蔵館、日本遺産

等）など、関係省庁がインバ

ウンド向けに発信したい観

光素材について、機構の本

部や海外事務所等を通じ、

海外メディアや旅行業界関

係者、消費者等に向けて情

評定 Ａ 

＜評価に至った理由＞ 

 

【総合評価】 

関係省庁、在外公館、国際系独法、

民間企業との連携をさらに充実さ

せることで、オールジャパンによる

取り組みを推進し、戦略的かつ効果

的な訪日プロモーションを実現さ

せた。 

 

【質的成果】 

各省庁等が造成や磨き上げ支援

を行ったコンテンツについて、機構

が運営する多言語ウェブサイトや

SNS、海外メディア向けニュースレ

ター、旅行会社向け訪日観光セミナ

ー等を通じ、海外の消費者及び業界

関係者に幅広く情報発信を実施し

た。 

JF カイロ日本文化センターと連

携した双方の制作物の相互配布・情



 

87 

ける日本関連の物販・サ

ービス促進のシナジー

効果を生み出すよう努

める。 

工芸などの関連産業の活

性化や、海外現地における

日本関連の物販・サービス

促進のシナジー効果を生

み出すよう努める。 

工芸などの関連産業の活

性化や、海外現地における

日本関連の物販・サービス

促進のシナジー効果を生

み出すよう努める。 

化を切り口とした訪日意欲促進を図った。 

 

【環境省との連携】 

 国立公園の魅力や国立公園で実施できるアク

ティビティ等の観光コンテンツについて、機構

のグローバルサイトの記事や Facebook 等で紹

介するとともに、高付加価値旅行事業において

も、富裕層旅行者や海外旅行会社等に情報提供

を行い、国立公園への誘客に資するよう情報発

信を実施した。 

 本年度夏からの富士登山のルール改定に伴い、

機構のウェブサイトを通じて富士登山のルー

ル変更等について外国人観光客へ周知をした

他、富士山を眺めて楽しめる方法など、富士山

の多様な楽しみ方を紹介することで、富士登山

のオーバーツーリズム対策に資するよう情報

発信を実施した。 

 

【文化庁との連携】 

 2025年大阪・関西万博に向けて取組が進められ

る「日本博 2.0」に関して、海外事務所での日

本博広報紙の配布や、在京海外メディアニュー

スレターでの紹介を通じて情報発信を行い、日

本の文化芸術への興味関心を高めるとともに、

海外事務所より日本博事務局に対して海外広

報の助言を行った。 

 高付加価値旅行者を対象に取組が進められて

いる日本遺産事業に関して、海外旅行会社向け

の商談会出展を支援するとともに、文化庁が制

作した日本遺産のプロモーション動画を機構

の SNSを通じてグローバルに情報発信し、日本

遺産や訪日に対する興味関心を向上させる取

組を実施した。 

 文化庁所管の独立行政法人国立文化財機構が

管理・運営する「皇居三の丸尚蔵館」を英国の

高付加価値旅行メディアのファムトリップに

組み込み、副館長による特別案内、広報担当に

よる英語解説付きの展示見学を実施した。 

 

【国税庁との連携】 

報発信を行った。 

 海外を訪問する日本政府首

脳、在外公館、日本貿易振興

機構（JETRO）、国際交流基金

（JF）、日本食海外プロモー

ションセンター（JFOODO）等

と幅広い連携を世界各地で

行い、オールジャパン体制

のもとで日本の多様な観光

資源の魅力を一体的に PRし

た。 

 

【質的成果】 

〇戦略的な情報発信の強化 

 各省庁等が造成や磨き上げ

支援を行ったコンテンツ

（国立公園、日本遺産等）に

ついて、機構が運営する多

言語ウェブサイトや SNS、海

外メディア向けニュースレ

ター、旅行会社向け訪日観

光セミナー等を通じ、海外

の消費者及び業界関係者に

幅広く情報発信を実施。 

 

〇他団体との共同プロモーショ

ン 

 JF カイロ日本文化センター

と機構のドバイ事務所が連

携した双方の制作物の相互

配布・情報発信や、富裕層向

けにシンガポールで実施し

た高付加価値旅行 PRイベン

トにおける JFOODOとの連携

等、在外公館や他の独立行

政法人と観光だけにとどま

らない日本の魅力を一体的

に PRした。 

  

〇海外における日本政府や在外

報発信や、シンガポールで実施した

高付加価値旅行 PR イベントにおけ

る JFOODO との連携等、他団体との

共同プロモーションにより日本の

魅力を一体的に PRした。 

日本政府首脳の海外訪問機会を

活用した日本関連イベントについ

て、在外公館や他の独立行政法人と

連携して実施し、現地政府との関係

強化やオールジャパンとしての情

報発信を積極的に行った。 

また大阪・関西万博に向けては、

関連する各組織・団体と連携して

「万博＋観光」として日本各地の観

光素材を世界各地で PRを行った。 

 

以上のことから、様々な機会を活

用し各関係機関と連携しながら、戦

略的、効率的かつ効果的な訪日プロ

モーションを推進したことから、機

構の業績向上努力により、年度計画

における所期の目標を上回る成果

が得られていると認められ、評定を

Ａとする。 

 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は「Ａ」

評定が妥当であるとの意見で一致

した。 
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 12月の「伝統的酒造り」のユネスコ無形文化遺

産登録に際し、「伝統的酒造り」や日本産酒類の

魅力、ユネスコ登録について、機構のウェブサ

イトのブログ記事や海外メディア番組、在京海

外メディア向けニュースレター等を通じて情

報発信を実施し、ユネスコ登録を契機とした、

酒・酒蔵ツーリズムを動機とした訪日旅行への

興味関心の向上を図った。 

 

【在外公館との連携】 

機構が制作した訪日プロモーション動画素材を

外務省・在外公館へ提供することで、在外公館

が実施するイベント等での動画素材の利用を促

進し、ビジット・ジャパン事業の対象市場以下

の国・地域を含め、広く訪日観光の魅力を発信

した。 

 （ブラジル） 

9 月に在サンパウロ日本国総領事館と共同で一

般消費者を対象としたセミナーを実施し、高付

加価値旅行や北陸地域の魅力についてプロモー

ションを実施した。セミナーでは、機構及び観

光庁が誘致に取り組む高付加価値旅行モデルコ

ースの紹介、北陸新幹線を利用した関東、北陸、

関西、東海地方の周遊が容易に可能であること、

併せて周辺の観光情報を紹介した。消費者に直

接プロモーションをできる機会が限られる中、

日本の最新の施策・取り組みについて、消費者

に直接プロモーションできたことは意義深く、

参加者の 100％から最上位の評価を得ることが

できた。 

・ また、3 月には在ブラジル日本国大使館と共同

で旅行会社等を対象としたセミナーを実施し

た。日伯友好交流年 130周年を意識し、2023年

9 月からのビザ緩和を経て急増を見せている訪

日ブラジル人の動向に触れつつ、特に北陸新幹

線を利用した関東、北陸、関西、東海地方の周

遊が容易となったことや沿線の観光情報を提

供した。また、観光庁プロジェクトである「特

別な体験の提供等によるインバウンド消費の

拡大・質向上推進事業」に選定された 3事業者

公館との連携 

 日本政府首脳の海外訪問機

会を捉え、在外公館や他の

独立行政法人と連携して日

本関連イベントを実施する

ことで、現地政府との関係

強化やオールジャパンとし

ての情報発信を積極的に行

った。 

 関連する各組織・団体と連

携して、「大阪・関西万博

2025」だけでなく、「万博＋

観光」として日本各地の観

光素材を世界各地で PRを行

った。 

 

 

以上のことから、機構の業績向

上努力により、年度計画におけ

る所期の目標を上回る成果が得

られていると判断したため、評

定を Aとする。 
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が参加し、日本酒、能楽、ドリフト VR体験等の

体験型コンテンツを提供したことで、イベント

は大いに盛り上がり、参加者の 95%から最上位

評価を得た（再掲）。 

 

【国際交流基金（JF）との連携】 

 両機構の本部及び海外拠点において、双方のコ

ンテンツやネットワークを活用し、広報協力、

共同イベントの開催や訪日プロモーション等、

連携して様々な事業を実施した。 

 9月には「2024年度 JF・JNTO連携促進会議」を

実施し、双方の幹部を交えて各海外拠点及び本

部間の連携について実績の共有と、更なる連携

について協議を行った。 

 JF カイロ日本文化センターと機構のドバイ事

務所が連携し、日本語教材のサンプルや観光パ

ンフレット等の双方の制作物の相互配布や、SNS

での情報発信等を実施し、新たに中東地域での

組織間連携の強化を図った。 

 JF が 2024 年 8 月に新しくリリースした映像作

品配信ウェブサイト「JFF Theater」について、

機構の本部及び海外事務所の Facebook で紹介

し、日本の映像作品の魅力を発信した。 

 

【日本貿易振興機構（JETRO）との連携】  

 5月、パリ日本文化会館にて、観光庁と共催で日

仏間の相互交流を拡大することを目的とした

「日仏観光イベント」を実施した。日仏両国の

政府関係者、旅行業界関係者、メディア等 120

名が来場する中で、農水省、JETROおよび JFOODO

と連携し、日本食提供エリアを設置した。イベ

ントには 120 人が来場し、実施アンケートでの

満足度は最上位評価が 100％という結果となっ

た。 

 11月、トロントで開催された和食祭り（主催：

カナダ日本レストラン協会）に、機構と JETRO

が共に出展した。機構は一般観光情報提供に加

え、2024年度に作成した地方の食をテーマにし

たキャンペーンページの PRを行い、JETROは在

トロント日本国総領事館と共に日本食材プロモ



 

90 

ーションブースを設置し、日本産酒類（ウイス

キー）と鹿児島県産サツマイモ、日本茶の PRを

実施し、日本食と観光の魅力をプロモーション

した。 

 １月、シンガポールにて富裕層向けに高付加価

値旅行会社と連携し、当該旅行会社の顧客の富

裕層向けにディナーイベントを開催した際に、

JFOODOにも参加いただき、日本酒のテイスティ

ング等のテーブルを設け、富裕層向けに日本酒

を PRするなど、日本の酒とインバウンド観光の

双方の効果的なプロモーションを実施した。 

 海外 EC サイトでの日本食等の商品の流通を支

援する JETROの「Japan Mall事業」との連携の

一環として、インフルエンサーを活用したライ

ブ配信による山陰地域の情報発信時に、JETRO

上海より推薦のあった EC 店舗で販売されてい

る山陰地域の日本酒を紹介した。 

 

【地方自治体、広域連携 DMOとの連携】 

 訪日旅行者の地方部への訪問・滞在促進を図る

ため、地域資源やニーズに精通した広域連携 

DMO が推薦するコンテンツをはじめ地域の観光

魅力について記事広告等を通じて海外に向けて

発信することにより、地域の関係者と一体とな

ったプロモーション事業を通じて、各地域への

興味・関心の向上を図った。また、広域連携 DMO

のインバウンド事業戦略の情報収集や、地域に

対する JNTO のプロモーションスケジュールの

定期的な提供等、双方向の情報共有を通じて、

広域連携 DMO をはじめとする地域の各組織との

連携強化を図った。（再掲） 

 

【大阪・関西万博に向けた連携】 

· （中国） 

2024 年 11 月、関西財界訪中代表団が実施する

大阪・関西万博 PRイベント内のプログラムとし

て機構と同代表団の共催で中国の旅行会社を対

象とするセミナーを開催し、「万博＋観光」とし

て日本各地の観光素材をプロモーションした。 
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【インバウンドに取り組む関係団体・民間企業

等との連携】 

○ （タイ） 

6 月末からタイ＝日本間を就航する 6 社の航空

会社 との共同広告を実施し、新千歳・中部・福

岡・那覇等の地方便の PRを中心に行った。また

国内線がある航空会社は東京、大阪から地方路

線への乗換便も併せて PRするなど、地方誘客の

強化を積極的に行った。2024年 6月～2025年 1

月までの予約件数は 94,789件に上った（再掲）。 

 

○ （中東） 

10 月～2 月にかけて、中東地域＝日本の直行便

を運航している航空会社 4 社および中東地域内

の 5 カ国・8 社の旅行会社と連携して共同広告

を実施した。オンライン広告に加えてオフライ

ンによる一般消費者への直接訴求を組み合わせ

多角的な広告展開の実施により、計 2,403 人の

集客実績を達成したほか、現地連携航空会社・

旅行会社とのネットワーク・コネクション形成・

強化にも繋げた（再掲）。 

 

【関係省庁等が主催する委員会への参画】 

 「文化観光拠点施設を中核とした地域における

文化観光の推進に関する法律に係る計画認定委

員会」の委員として、4月・7月・11月・2月に

計画及び関連事業の審査を行うとともに、10月

11月には認定計画地域への現地視察を実施し、

事業者との意見交換を交え、訪日外国人旅行者

の誘客や受入環境整備の改善に向けた助言を行

った。 

 

【関連産業の活性化や、海外現地における日本

関連の物販・サービス促進のシナジー効果創

出】 

 海外 EC サイトでの日本食等の商品の流通を支

援する JETROの「Japan Mall事業」との連携の

一環として、インフルエンサーを活用したライ

ブ配信による山陰地域の情報発信時に、JETRO

上海より推薦のあった EC 店舗で販売されてい
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る山陰地域の日本酒を紹介した。 

 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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（5）人事に関する計画 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

８－４ 
人事に関する計画 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

予算事業 ID：004237 

 

2．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価  

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

なし 上記計画の遂行に向け

て、高付加価値旅行等今

後強化する分野への対応

力を強化するとともに、

効率的かつ効果的な業務

運営を行うため、人材確

保、人材育成を実施する。 

職員の意欲向上を図

り、組織を活性化させる

ため、能力と実績に基づ

く人事評価を行い、これ

に応じた処遇を行うとと

もに、内外の研修等を活

用し、能力の開発を行う。 

また、職員一人ひとり

の能力が十分発揮される

よう、適材適所の人事配

置を行い、組織力の強化

を図る。 

あわせて、地方自治体・

民間事業者等からの人材

上記計画の遂行に向け

て、国際会議誘致や高付

加価値旅行等今後強化す

る分野への対応力を強化

するとともに、効率的か

つ効果的な業務運営を行

うため、人材確保、人材育

成を実施する。 

職員の意欲向上を図り、

組織を活性化させるた

め、能力と実績に基づく

人事評価を行い、これに

応じた処遇を行うととも

に、内外の研修等を活用

し、能力の開発を行う。 

また、職員一人ひとりの

能力が十分発揮されるよ

う、適材適所の人事配置

を行い、組織力の強化を

図る。 

あわせて、地方自治体・民

＜主な定量的指標＞ 

 なし 

 

＜その他の指標＞ 

 なし 

 

＜評価の視点＞ 

効率的かつ効果的な

業務運営を行うため、人

材確保、人材育成を実施

するとともに国内、海外

における適切な人事配

置を行っているか。 

 給与水準については、

国家公務員の給与水準

も考慮し、適正化に取り

組んでいるか。 

＜主な業務実績＞   

○ 効率的かつ効果的な業務運営を行うための人材確保、人材育

成 

年度計画の遂行に向けて、効率的かつ効果的な業務運営を行うた

め、以下の取り組みを行った。 

 総合職として新卒採用とキャリア採用を実施し、関連分野に

おける適切な実務経験を持つ者や管理系業務を適切かつ効

率的に遂行するための専門的な知見・経験を有する者をキャ

リア採用により確保した。 

 初の取り組みとして、2024 年 9 月 26 日から 29 日にかけて

東京ビッグサイトにおいて開催されたツーリズム EXPO ジャ

パン 2024 のアカデミーコーナーに組織広報ブースを出展

し、観光業に関心のある学生等に対し、機構の活動・組織概

要を紹介し、機構の認知度向上・理解促進を図った。会期中

ブースには 400人以上の来場者があり、機構の活動や取組に

関する各種質問に答えるとともに、海外事務所勤務等につい

て動画や対話を通じて紹介し、学生らが熱心に聞き入ってい

た。 

 前年度に組織内公募した国際会議誘致専門人材を年度初め

に MICE プロモーション部へ配置し、国際会議誘致に関する

教育・育成を開始した。また前年度に設置した高付加価値旅

＜評定と根拠＞ 

評定： A 

 

【総合評価】 

 地方誘客の推進に向け、

国内各地におけるイン

バウンド受入の実情や

課題を学ぶための機会

として、地域への職員派

遣を拡充。地域側に対し

インバウンドプロモー

ションの知見をフィー

ドバックするとともに、

機構内 SNS や報告会に

おいて体験内容の共有

を行い、機構職員全員が

地域への理解を深める

取組みを促進した 

 組織的な知見の蓄積・継

承を目指すため戦略的

人材育成や採用活動等

評定 Ａ 

＜評価に至った理由＞ 

 

【総合評価】 

地方誘客の推進に向けて地域

への職員派遣を拡充し、地域側

に対し訪日プロモーションの知

見をフィードバックするととも

に、体験内容を機構内で共有す

ることで、職員全員が地域への

理解を深める取組みを促進し

た。また組織的な知見の蓄積・

継承を目指すため戦略的人材育

成や採用活動等を拡充したほ

か、キャリアパスの精緻化と職

員への提示を行った。職員にと

って働きやすい職場環境の更な

る充実を図った。 

 

【質的成果】 

地域への職員派遣拡充におい
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の活用を行う。 

給与水準については、

国家公務員の給与水準も

十分考慮し、手当を含め

役職員給与の在り方につ

いて検証した上で、その

適正化に取り組むととも

に、その検証結果や取り

組み状況を公表するもの

とする。 

間事業者等からの人材の

活用や地域への人材派遣

を行う。 

給与水準については、国

家公務員の給与水準も十

分考慮し、手当を含め役

職員給与の在り方につい

て検証した上で、その適

正化に取り組むととも

に、その検証結果や取り

組み状況を公表するもの

とする。 

行推進室において、訪日外国人旅行者の消費額増加に向けた

対応力の強化を図った。 

 継続的な専門知識習得と経験が必要とされるデジタルマー

ケティング分野においても、前年度に組織内公募により選考

したデジタルマーケティングスタッフの計画的な能力開発

を行うとともに、専門性を発揮できる人材配置を継続した。 

 高度かつ最新の専門知識が必要な事業分野において担当職

員等が専門家から直接助言を受けながら効率的かつ効果的

に事業が実施できるよう、従来から公募により登用している

デジタルマーケティング高度専門人材に加え、新たに調査・

マーケティング領域においても公募による高度人材の登用

を開始し、担当職員等の育成及び能力開発を図った。 

 

○ 能力と実績に基づく人事評価や処遇 

 能力評価（年 1 回）と業績評価（年 2 回）を区分した人事

評価制度に基づき、各職員の能力及び業績を評価し、その結

果を昇給・昇格及び勤勉手当支給の処遇に反映した。 

 

○ 理事長表彰による職員の意欲向上・組織活性化 

 職員の積極的な創意工夫を促し、業務実績の向上と改善に資

するため、令和 5年度に顕著な功績があったと認められる組

織運営部門の取組１件、及び事業部門の取組３件について、

本部及び海外事務所の職員を表彰した。 

 

○ 内外の研修等を活用した能力開発 

 職階ごとに求められる能力開発を目的に、外部講師を活用し

た管理職向け・中堅職員向け・若手職員向け、海外赴任者向

けと、それぞれのニーズに応じた階層別の研修を実施した。 

 新たな取り組みとして、理事長代理主導の下、若手職員等が

自らの所属する部署が実施する事業やその成果・課題等を機

構内の他の職員に紹介する業務勉強会を下半期から月１回

程度の頻度で開催した。職員同士で事業や業務を通じて得ら

れる学びを共有し、部署横断的に意見交換・質疑応答を行う

中で部署間の連携可能性を考える機会を創出し、また職員同

士のコミュニケーション活性化を図る場として機能した。 

 また各部署が主導して、高付加価値旅行推進の取組事例や高

付加価値旅行商品の共有、国際会議誘致に関するウェビナー

の展開等、業務に役立つ最新情報・知識の共有に係る活動を

年間通じて実施した。 

を拡充した。また、職員

の成長意欲と安心感を

高めると同時に組織の

人材定着と組織力向上

を図るため、キャリアパ

スの精緻化と職員への

提示を行った。 

 男性の育児休暇や子育

て中の職員のコミュニ

ティづくりなどを通じ

て、職員にとって働きや

すい職場環境の更なる

充実を図った。 

 

【質的成果】 

〇地域への職員派遣拡充 

 初めて四国へ職員を派

遣したほか、DMOへの職

員派遣を前年度の１か

所から２か所に拡充し

た。 

 

〇中長期的視点からの専門

人材の育成とキャリアパス

の提示など 

 組織内公募により選定

した国際会議誘致専門

人材の教育・育成を開始

すると共に、高度専門人

材を登用し調査マーケ

ティング機能の高度化、

管理系業務に関する専

門知識を持った人材を

キャリア採用により確

保し、効率的・効果的な

業務遂行体制を拡充し

た。また、海外派遣や入

構から管理職登用後ま

で長期的キャリアパス

を提示した。 

ては、初めて四国へ職員を派遣

したほか、DMO への職員派遣を

２か所に拡充した。 

人材育成関係では、組織内公

募により選定した専門人材を登

用し、各分野において人材教育・

育成、能力開発を行うことで、

効率的・効果的な業務遂行体制

を拡充したほか、海外派遣や入

構から管理職登用後までの長期

的なキャリアパス提示を行っ

た。また機構内での業務理解促

進及びコミュニケーション活性

化を図るため、業務勉強会を新

たに実施した。 

2024年 9月に実施したツーリ

ズム EXPOジャパン 2024に組織

広報ブースを初めて出展し、学

生等に対して機構の活動・組織

概要を紹介するなど、採用活動

にも尽力した。 

育児休暇取得率については、

目標値を男女ともに達成したほ

か、子の看護にかかる休暇につ

いて期間等の対象を拡大した。

さらに座談会や機構内 SNS等を

通じて子育てをしている職員の

情報交換の仕組みを構築し、ワ

ークライフバランスの更なる向

上に努めた。 

 

以上のことから、四国へ初め

て職員を派遣したほか DMOへの

職員派遣を前年度の１か所から

２か所に増やすなど地方誘客促

進に向けて人材育成の観点でも

取り組んだことや、ツーリズム

EXPO ジャパンで初めて組織広

報ブースを出展し採用にかかる

広報活動にも力を入れたこと等
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 組織内の研修・勉強会の多くは、対面のみならずオンライン

配信したほか、デジタル資料や録画動画の共有による後日視

聴を可能とし、在宅勤務、距離や時差のある海外事務所勤務

等の執務環境に左右されずに受講しやすい環境作りに努め、

職員全体のレベルアップを図った。 

 

○ 適材適所の人事配置 

· 各職員の能力、適性、職務経験、専門分野を踏まえた適材適

所の人事配置を行い、組織力の強化を図った。  

· 戦略的に人材を育成するため、キャリアパス及び能力開発に

関する指針を改定し、組織内に展開した。総合職と専門職に

ついてキャリアパスを例示し、総合職については、若手はジ

ョブローテーションにより様々な業務・部署を経験する一

方、中堅以降は能力や適性等を踏まえて人事配置を行うこ

と、専門職については、専門分野において中核的な役割を担

う人材として配置することを周知し、職員のキャリアプラン

のイメージ共有を図った。 

 

○ 地方自治体・民間事業者等からの人材の活用や地域への人材

派遣 

 地方自治体、民間企業等が有する知見を効果的な業務運営に

活かすため、人材の受入を行い、海外プロモーション、地域

連携、MICE プロモーション、デジタルマーケティング等の

部門に配属した。 

 地域への人材派遣については、前年度からさらに拡充し、派

遣職員を通じて地域の実情を把握するとともに、外国人旅行

者の地方誘客に資する情報・ノウハウを各地の関係者と共有

した。 

【事例１】地方運輸局への職員派遣 

➢ 派遣先：四国運輸局 

➢ 派遣者：職員１名  

➢ 期間：2024年 7月～（派遣中） 

➢ 成果：初めての四国地域への人材派遣であり、管内

DMOの実情把握・支援事業等を行うとともに、機構

が強みとするインバウンドの知見を共有 

 

【事例２】観光地域づくり法人（DMO）への職員派遣 

➢ 派遣先：一般社団法人豊岡観光イノベーション 

➢ 派遣者：職員１名  

➢ 期間：2024年 9月～10月（2か月） 

 各部署の業務理解を促

進し組織内コミュニケ

ーションの活性化を図

るため、各部署の業務内

容を共有する業務勉強

会を新たに実施した。 

 

〇採用に係る広報活動の実

施 

 2024 年 9 月に実施した

ツーリズム EXPO ジャパ

ン 2024 に組織広報ブー

スを初めて出展し、学生

等に対して機構の活動・

組織概要を紹介した。 

 

〇ワークライフバランス 

 育児休暇取得率につい

ては女性 100％・男性

50％と目標を達成。ま

た、子の看護にかかる休

暇について期間等の対

象を拡大した。 

 さらにパパママ職員に

よる座談会の開催や、機

構内 SNS に育児世代職

員が情報交換できるコ

ミュニティを設置し、情

報交換の仕組みを構築

した。 

 ラスパイレス指数につ

いて、年齢・地域・学歴

を勘案した対国家公務

員指数は 103.3となり、

前年度から 0.3 ポイン

ト上昇した。 

 

以上のことから、機構の業績

向上努力により、年度計画に

おける所期の目標を上回る

から、機構の業績向上努力によ

り、年度計画における所期の目

標を上回る成果が得られている

と認められ、評定をＡとする。 

 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は

「Ａ」評定が妥当であるとの意

見で一致した。 
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➢ 成果：地域に根差した観光マーケティングを学ぶと

ともに、地域が機構に求める役割（インバウンド関

連データやデジタルマーケティングのノウハウ等）

を把握 

 

【事例３】観光地域づくり法人（DMO）への職員派遣 

➢ 派遣先：株式会社かまいし DMC 

➢ 派遣者：職員１名  

➢ 期間：2024年 10月～12月（2か月） 

➢ 成果：サステナブル・ツーリズムに取り組む地域の

実例を把握するとともにするとともに、インバウ

ンド促進に向けた考察を実施 

 

○ 給与水準の適正化と検証結果や取組状況の公表 

 職員の給与については、「一般職の職員の給与に関する法律

の一部を改正する法律」に基づく国家公務員の給与の見直し

内容等を踏まえた給与改定を実施した。  

 令和６年度のラスパイレス指数（国家公務員と比較した給与

水準）について、年齢・地域・学歴を勘案した対国家公務員

指数は 103.3 となり、令和 5 年度（103.0）から 0.3 ポイン

ト上昇した。給与水準については、その内容をウェブサイト

を通じて公表した。 

 

〇ワークライフバランスの確保に資する取り組み状況 

 職員の仕事と生活の調和を図るため、期中において、以下

の通り育児休業等の取得があり、男性女性とも取得率目標

を達成した。（目標：女性 100％、男性 30%、実績：女性取

得 5 名＜対象者 5名、100％取得＞、男性取得 2名＜対象者

4名、50％取得＞） 

 また、年度中に規程類改正により以下の制度を拡充し、ワ

ークライフバランスの推進を一層進めた。 

i. 介護休業および介護短時間勤務の拡充 

➢ 介護休業の取得可能期間を 93日間から 6カ月間

に拡大 

➢ 介護短時間勤務の取得可能期間を 93日から 3 か

年まで拡大 

ii. 男性の育児参加休暇、妻の分娩休暇の拡充 

➢ 配偶者出産時の育児参加休暇の取得可能期間を産

後 8週間から産後 1年間に拡大（併せて臨時雇員

についても同条件で取得可能と改めた。） 

成果が得られていると判断

したため、評定を A とする。 
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➢ 配偶者の分娩及びその直後の支援のための休暇(3

日間)につき、臨時雇員についても有給で取得可

能とした。 

 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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（６）独立行政法人国際観光振興機構法（平成１４年法律第１８１号）第１１条第１項に規定する積立金の使途 

 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

８－５ 
独立行政法人国際観光振興機構法（平成 14 年法律第 181 号）第 11条第 1項に規定する積立金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

004237 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令 7年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

なし 前期中期目標期間の

最終事業年度において、

独立行政法人通則法第

44 条の処理を行った後

の積立金に相当する金

額のうち主務大臣の承

認を受けた金額につい

て、やむを得ない事情に

より前期中期目標期間

中に完了しなかった業

務の財源、前期中期目標

期間に発生した経過勘

定等の損益影響額に係

る会計処理等に充当す

る。 

前期中期目標期間の最

終事業年度において、独

立行政法人通則法第 44

条の処理を行った後の積

立金に相当する金額のう

ち主務大臣の承認を受け

た金額について、やむを

得ない事情により前期中

期目標期間中に完了しな

かった業務の財源、前期

中期目標期間に発生した

経過勘定等の損益影響額

に係る会計処理等に充当

する。 

＜主な定量的指標＞ 

― 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

＜評価の視点＞ 

― 

＜主な業務実績＞ 

前期中期目標期間繰越積立金 87,125,243 円については、自己

収入財源で取得し、当期中期目標期間に繰り越した固定資産の

減価償却費等に要する費用に 60,491 円を充当するとともに、 

事務所開設費等に 22,735,166 円を充当した。前期中期目標期

間繰越積立金の残高は 10,130,462円となった。 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

評定 － 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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別紙① 令和 6 年度予算 

 

【一般勘定】            （単位：百万円） 

 

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しない場合がある。      

  [人件費の見積り]  2,381 百万円を支出する。      

           当該人件費の見積もりは、予算表中の人件費の内、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当及び超過勤務手当に相当する範囲の費用である。      

  [注記] 退職手当については、役員退職手当支給基準及び職員退職手当支給基準に基づいて支給することとなるが、その全額について、運営費交付金を財源とするものと想定している。      

 

【国際観光旅客税財源勘定】          （単位：百万円） 

 

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しない場合がある。 

 

【交付金勘定】    （単位：百万円） 

 

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しない場合がある。 

 

 

 

  

区分  訪日マーケティング業務等 国内支援業務 法人共通 合計

収入

運営費交付金 1,806 50 3,386 5,242

寄附金等収入 240 50 -                       290

事業収入 280 62 54 396

事業外収入 -                       -                       -                       -                       

計 2,326 162 3,440 5,928

支出

業務経費 1,998 100 -                       2,098

受託等経費 328 62 -                       390

人件費 -                       -                       2,822 2,822

一般管理費 -                       -                       618 618

計 2,326 162 3,440 5,928

区分 訪日マーケティング業務等 国内支援業務 法人共通 合計

収入

運営費交付金 6,851 449 - 7,300

計 6,851 449                     -                       7,300

支出

業務経費 6,851 449                     -                       7,300

計 6,851 449                     -                       7,300

区分 単一セグメント

収入

寄附金収入 100

事業外収入 -                       

計 100

支出

交付金事業経費 100

計 100
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別紙② 令和 6 年度収支計画 

 

【一般勘定】            （単位：百万円） 

 

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しない場合がある。 

 

【国際観光旅客税財源勘定】          （単位：百万円） 

 

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しない場合がある。 

 

【交付金勘定】    （単位：百万円） 

 

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しない場合がある。 

 

  

区分  訪日マーケティング業務等 国内支援業務 法人共通 合計

費用の部 2,326 162 3,590 6,078

経常費用 2,326 162 3,590 6,078

業務経費 1,998 100 -                       2,098

受託等経費 328 62 -                       390

一般管理費 -                       -                       3,440 3,440

減価償却費 -                       -                       151 151

収益の部 2,326 162 3,590 6,078

運営費交付金収益 1,806 50 3,386 5,242

国際観光振興事業収入 519 112 54 686

資産見返運営費交付金戻入 -                       -                       151 151

事業外収益 -                       -                       -                       -                       

純利益 -                       -                       0 0

前中期目標期間繰越積立金取崩額 -                       -                       0 0

総利益 -                       -                       -                       -                       

区分 訪日マーケティング業務等 国内支援業務 法人共通 合計

費用の部 6,851 449                     -                       7,300

経常費用 6,851 449                     -                       7,300

業務経費 6,851 449                     -                       7,300

収益の部 6,851 449                     -                       7,300

運営費交付金収益 6,851 449                     -                       7,300

純利益 -                       -                       -                       -                       

前中期目標期間繰越積立金取崩額 -                       -                       -                       -                       

総利益 -                       -                       -                       -                       

区分 単一セグメント

費用の部 100

経常費用 100

交付金事業費 100

収益の部 100

寄附金収入 100

事業外収益 -                       

純利益 -                       

前中期目標期間繰越積立金取崩額 -                       

総利益 -                       
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別紙③ 令和 6 年度資金計画 

 

【一般勘定】            （単位：百万円） 

 

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しない場合がある。 

 

【国際観光旅客税財源勘定】          （単位：百万円） 

 

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しない場合がある。 

 

【交付金勘定】    （単位：百万円） 

 

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しない場合がある。 

区分  訪日マーケティング業務等 国内支援業務 法人共通 合計

資金支出

業務活動による支出 2,326 162 3,440 5,928

次期への繰越金 -                       -                       -                       -                       

計 2,326 162 3,440 5,928

資金収入

業務活動による収入 2,326 162 3,440 5,928

運営費交付金による収入 1,806 50 3,386 5,242

寄附金等収入 240 50 -                       290

事業収入 280 62 54 396

事業外収入 -                       -                       -                       -                       

計 2,326 162 3,440 5,928

区分 訪日マーケティング業務等 国内支援業務 法人共通 合計

資金支出

業務活動による支出 6,851 449                     -                       7,300

次期への繰越金 -                       -                       -                       -                       

計 6,851 449                     -                       7,300

資金収入

業務活動による収入 6,851 449                     -                       7,300

運営費交付金による収入 6,851 449                     -                       7,300

計 6,851 449                     -                       7,300

区分 単一セグメント

資金支出

業務活動による支出 100

次期への繰越金 -                       

計 100

資金収入

業務活動による収入 100

寄附金収入 100

事業外収入 -                       

計 100


